
 

 

 

平成 28 年度の業務実績に関する自己評価書 

 

 

平成 29 年６月 

独立行政法人 造幣局 
法人番号 6120005008509 

  



１ 

 

様式３－１－１ 行政執行法人 年度評価 自己評価の概要 
 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人造幣局 

評価対象事業年度 年度評価 平成 28 年度 

主務省令期間 平成 27 年度～平成 31 年度 

 

２．評価の実施に関する事項 

（担当部局からのヒアリング、実地調査、理事会への付議など、評価のために実施した手続等を記載） 

・評価の実施に当たっては、「造幣局における事業運営の統制及び継続的改善に関する基本規程」第６条の規定に基づき、理事会における審議を経て自己評価を決定し、財務大臣への提出に先立って監事に

よる調査を受けた。 

 

 

３．その他評価に関する重要事項 

（組織の統廃合、主要な事務事業の改廃などの評価期間における特記事項などを記載） 

・特になし。 

 

  



２ 

 

様式３－１－２ 行政執行法人 年度評価 自己評価総合評定 
 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ｂ：全体としておおむね事業計画における所期の目標を達成している。 （参考）主務省令期間における過年度の総合評定の状況 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

Ｃ Ｂ    

評定に至った理由 （項目別評定の分布や、下記「２．法人全体に対する評価」を踏まえ、上記評定に至った理由を記載） 

・項目別評定は、重要度・難易度の高い「偽造抵抗力の強化等に向けた研究開発について」及び「勲章等及び金属工芸品の製造等について」のほか、「国民に対する情報発信につい

て」及び「保有資産の見直し」がＡ、その他の評定はＢであった。これらを総合的に勘案して、全体の評定をＢとした。 

 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価 （項目別評定及び下記事項を踏まえた、法人全体の評価を記述。項目別評定のうち、重要な事項について記載） 

・財務大臣が製造計画で定めた貨幣の数量全てを納期までに確実に納品し、偽造抵抗力の強化等に向けた研究開発については目標を上回る成果があった。 

・４７都道府県全ての図柄の地方自治法施行６０周年記念貨幣の製造を滞りなく完了し、同記念貨幣の販売に係る活動を積極的に行った。 

・博物館における休日開館や工場見学予約サイトの開設等、国民が直接触れ合う機会を幅広く提供するよう取り組んでいる。 

・勲章等の製造については高度な品質管理が求められるところ、決められた数量を納期までに確実に製造し、納品した。 

・難易度の高い一大事業であった東京支局のさいたま市への移転について準備を着実に進め、平成２８年１０月３日より業務を滞りなく確実に実施した。 

・一連の収蔵品等の窃盗事件の再発防止に向けた取組として、コンプライアンス意識の醸成・徹底等、収蔵品管理体制の再構築、適切な人事管理等を確実に実施している。 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 

（法人全体の信用を失墜させる事象や外部要因など、法人全体の評定に特に大きな影響を与える事項その他法人全体の単位で評価すべき事項、災害対応など、目標、計画になく項目別評価に反映さ

れていない事項などを記載） 

・特になし。 

 

３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 

項目別評定で指摘した

課題、改善事項 

（項目別評定で指摘した課題、改善事項で翌年度以降のフォローアップが必要な事項を記載。現時点の事業計画の変更が必要となる事項があれば必ず記載） 

・一連の収蔵品等の窃盗事件の再発防止に向けた取組について、引き続き、確実に実施する。 

・貨幣に対する信頼を維持するため、引き続き、貨幣製造時における管理体制に万全を期す。 

・情報セキュリティ対策の不備による情報漏えい等の重大リスクを発生させないよう、引き続き、情報セキュリティ対策に取り組む。 

・労働災害の発生防止や労働者の安全・健康の確保に、引き続き、積極的に取り組む。 

・より一層環境保全と調和のとれた事業活動が展開できるよう、引き続き、エネルギーの効率的な使用に取り組む。 

その他改善事項 （上記以外で今後の対応の必要性を検討すべき事項、目標策定の妥当性など、個別の目標・計画の達成状況以外で改善が求められる事項があれば記載） 

・特になし。 

 

４．その他事項 

監事等からの意見 （監事からの意見で特に記載が必要な事項があれば記載） 

・特になし。 

その他特記事項 （評価の方法について検討が必要な事項など、上記以外で特に記載が必要な事項があれば記載） 

・特になし。 

  



３ 

 

様式３－１－３ 行政執行法人 年度評価 自己評価項目別評定総括表  
 

事業計画 年度評価 項目別 

調書№ 

備考 

 

事業計画 年度評価 項目別 

調書№ 

備考 

  27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

 27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度

31 

年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

 １．貨幣製造事業        
予算、収支計画及び資金計画の策定、

採算性の確保 
Ｂ Ｂ 

   

Ⅲ 

 

 （１）財務大臣の定める製造計画

の確実な達成について 
Ｂ○ Ｂ○ Ⅰ-1-(1) 

 

 （２）通貨当局との密接な連携等

について 
Ｂ Ｂ Ⅰ-1-(2) 

 
短期借入金の限度額 ― ― Ⅳ 

 

 （３）国民に対する情報発信につ

いて 
Ｂ Ａ Ⅰ-1-(3) 

 
不要財産又は不要財産となることが見

込まれる財産がある場合には、当該財

産の処分に関する計画 

― ― Ⅴ 

 

 （４）偽造抵抗力の強化等に向け

た研究開発について 
Ａ○ Ａ○ Ⅰ-1-(4) 

 

 （５）外国貨幣等の受注、製造に

ついて 
Ｂ Ｂ Ⅰ-1-(5) 

 
不要財産又は不要財産となることが見

込まれる財産以外の重要な財産を譲渡

し、又は担保に供しようとするとき

は、その計画 

Ｂ Ｂ Ⅵ 

 

 ２．その他の事業     

 （１）勲章等及び金属工芸品の製

造等について 
Ａ○ Ａ○ Ⅰ-2-(1) 

 

 （２）貨幣の販売について Ｂ Ｂ Ⅰ-2-(2)  Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項 

 （３）貴金属の品位証明・地金及

び鉱物の分析業務について 
Ｂ Ｂ Ⅰ-2-(3) 

 １．内部統制の強化に向けた取組        

（１）コンプライアンスについて Ｄ Ｂ Ⅶ-1-(1)  

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 （２）情報セキュリティについて Ｂ Ｂ Ⅶ-1-(2)  

 １．組織体制、業務等の見直し        （３）警備体制の維持・強化について ― Ｂ Ⅶ-1-(3)  

 （１）組織の見直しについて Ｂ Ｂ Ⅱ-1-(1)  （４）リスク管理等について Ｄ Ｂ Ⅶ-1-(4)  

 （２）業務の効率化について Ｂ Ｂ Ⅱ-1-(2)  ２．人事管理 Ｃ Ｂ Ⅶ-2  

         ３．施設及び設備に関する計画 Ｂ Ｂ Ⅶ-3  

         ４．保有資産の見直し Ｂ Ａ Ⅶ-4  

         ５．職場環境の整備     

         （１）労働安全の保持について Ｂ Ｂ Ⅶ-5-(1)  

         （２）健康管理の充実について Ｂ Ｂ Ⅶ-5-(2)  

         ６．環境保全 Ｂ Ｂ Ⅶ-6  

         ７．積立金の使途 ― ― Ⅶ-7  

※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付している。 

難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引いている。 

※主務省令期間で経年表示している。  



４ 

 

様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－（１） 財務大臣の定める製造計画の確実な達成について 

業務に関連する政策・施策 （財務省） 

総合目標４ 通貨の流通状況を把握するとともに、偽造・変造の防止等に取り組み、高い品質

の通貨を円滑に供給することにより、通貨に対する信頼の維持に貢献する。 

政策目標４－１ 通貨の円滑な供給及び偽造・変造の防止 

施策４－１－１ 通貨の円滑な供給 

施策４－１－２ 通貨の偽造・変造の防止 

施策４－１－３ 国家的な記念事業としての記念貨幣の発行 

施策４－１－４ 貨幣回収準備資金の保有する地金の適正な管理 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人造幣局法第１１条第１項第１号及び第２号 

通貨の単位及び貨幣の発行等に関する法律第４条 

当該項目の重要度、難易度 【重要度：高】貨幣について、財務大臣が指示する製造計画を確実に達成し、貨幣を円滑に供

給することは、財務省の重要な任務の一つである通貨に対する信頼を維持するうえで重要

な要素であるため。 

【難易度：高】高度な偽造防止技術を搭載した貨幣を、高い品質が均一に保たれた状態で大量

生産し、財務大臣が指示する製造計画を達成するとともに、財務省との契約を確実に履行

するには、高度な技術力や徹底した品質及び製造工程管理が求められるため。 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビュ

ーシートの番号を記載） 

（財務省） 

平成 28 年度事前分析表〔総合目標４〕 

平成 28 年度事前分析表〔政策目標４－１〕 

平成 28 年度行政事業レビューシート事業番号：0022 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度

30 

年度

31 

年度

 27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

故障による通常貨幣

製造設備（溶解・圧延

設備）の停止時間 

停止時間 
過去 5年 

平均以下 

27 年度：38.8 時間 

28 年度：33.4 時間 
38 時間 24.2 時間

   
売上高（百万円） 18,775 17,223

   

【参考】 

故障による通常貨幣

製造設備（圧穿機、

圧印機）の停止件数 

停止件数   0 件 0 件 売上原価（百万円） 13,868 12,628

製造計画達成度 
製造計画達成度 
（％） 100％ 100％ 100％ 100％ 

販売費及び一般管理費 

（百万円） 
3,882 4,182

納期達成率 
納期達成率
（％） 100％ 100％ 100％ 100％ 営業費用（百万円） 17,749 16,810

500 円貨、100 円貨及

び10円貨の一貫工業

の歩留 

500 円貨(％) 過去 5年 

平均以上 

27 年度：50.0％ 
28 年度：49.9％ 

50.1％ 50.0％ 

営業利益（百万円） 1,026 412100 円貨(％) 
27 年度：47.8％ 
28 年度：48.7％ 

50.5％ 49.5％ 

10 円貨(％) 
27 年度：50.6％ 
28 年度：50.2％ 

50.7％ 51.4％ 

返品率 返品率(％) 0％ 0％ 0％ 0％ 

従事人員数 

（各年度 4月 1日現在） 
300 人 290 人

情報漏えい、紛失・ 

盗難発生の有無 

情報漏えい等

の発生の有無 
発生無し 発生無し 発生無し 発生無し 

地金の亡失の有無 
地金の亡失の

有無 
亡失無し 亡失無し 亡失無し 亡失無し 

注）上記の財務情報は、貨幣製造事業セグメントの金額を記載。 

従事人員数は貨幣製造事業に直接従事する常勤職員数を記載。 



５ 

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

 貨幣の製造について、以下の取組を行

う。 

 

 

 

① 費用対効果を勘案した設備投資等

を行うことにより、製造体制の合理

化、効率化を図るとともに、保守点検

を的確に行うことにより、設備を安定

的に稼働させることを通じて、財務大

臣の定める製造計画を確実に達成す

る。また、品質及び製造工程管理を徹

底し、財務省との契約を確実に履行す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高品質で純正画一な貨幣を、財務大臣

の定める納期までに納品し、貨幣製造計

画を確実に達成するため、以下のとおり

取り組みます。 

 

① 製造体制の合理化、効率化を図る

ため、作業の進捗管理、在庫管理等

については、生産管理システム及び

ＥＲＰシステムの運用により、期日

管理を含めた生産管理体制の一層の

充実強化を行います。また、費用対

効果を勘案したうえで、計画的に設

備投資を行うとともに、効果等の検

証を徹底し、製造体制の一層の効率

化を図ります。さらに、保守点検を

的確に行い、通常貨幣製造に用いる

溶解・圧延設備の停止時間や、圧穿

機、圧印機の停止件数の抑制を図る

など、設備を安定的に稼働させるよ

う努めます。これらの取組を通じて、

貨幣を安定的かつ確実に製造し、財

務大臣の定める貨幣製造計画を確実

に達成します。 

また、品質マネジメントシステム

の国際規格であるＩＳＯ９００１を

活用し、品質管理体制を充実させ、

引き続き純正画一な貨幣の製造を行

い、返品が無いことを維持します。 

さらに、不良品の発生等、製造工

程上のトラブルが発生した場合に

は、原因の究明、対応策の検討、製

造工程へのフィードバック等の一連

の対応を迅速に実施し、５００円貨、

１００円貨及び１０円貨の一貫工業

の歩留の実績が過去５年平均以上と

なるよう取り組みます。 

 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

○設備投資の的確な実

施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○設備の保守点検の的

確な実施 

 

○品質管理の改善に向

けた取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞  

広島支局の圧延設備については、設置から古いもので３０年以上

経過し、経年劣化や部品の製造停止の問題等があったことから、平

成２５年度から３つの期間に分けて整備することとし、第１期とし

てガス鋳棒加熱炉及び熱間圧延機の整備（平成２５年６月契約、平

成２６年６月完成）、第２期として面削機及び冷間粗圧延機の整備

（平成２６年１月契約、平成２７年６月完成）を行った。 
第３期に当たる平成２８年度は、溶接・トリミング機及び仕上圧

延機の整備（平成２６年１２月契約、平成２８年６月竣工）を実施

し、円滑に稼働させた。 
また、竪型圧印機の導入等に当たっては、理事会において投資の

必要性、金額、投資効果等を事前審議するとともに、実施に当たっ

ては、設備投資検証会議で事前に実施した理事会での検討結果に沿

ったものとなっているか検証のうえ実行し、平成２９年２月の設備

投資検証会議で、投資目的の達成度等の投資効果や投資案件の進捗

状況等について、事後評価及び中間報告を実施した。 

 

上記のとおり貨幣製造に係る設備投資を的確に行いつつ、全ての

製造工程において、設備の操作職員による自主保全、保全部門職員

が行う予防保全に重点を置いて設備の維持管理に継続して取り組

んだ。予防保全と故障発生時における迅速な対応が可能となるよ

う、日頃から職員の技能向上に努める一方で、過去の故障実績を基

に故障が多い箇所や部品の抽出を行い、操業上重要な予備部品の事

前調達を徹底したほか、日常の自主点検及び定期的な部品交換等に

よる予防保全について、保全部門職員と設備の操作職員との相互間

で情報を共有し、水平展開を図った。また、各局の保全部門の技術

交流会を実施し、技術・情報の共有化を図った。 
平成２８年１０月、東京支局はさいたま市へ移転し、さいたま支

局として開局したが、移転に伴い移設した設備及び新規導入した設

備は、平成２８年９月までに調整作業を実施し稼働可能な状態にす

ることで、貨幣を確実に製造した。 
また、生産管理システム及びＥＲＰシステムを活用し、工程ごと

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

設備投資に当たっては、理事会や設備

投資検証会議において投資効果等を検証

したうえで実施した。 
貨幣の製造については、自主保全及び

予防保全の充実に取り組み、生産管理シ

ステム及びＥＲＰシステムの活用による

生産管理を徹底し、耐用年数を大幅に経

過している圧延設備の大規模整備のうち

第３期工事が完成する等の高機能設備の

導入及び更新、並びに東京支局のさいた

ま市への移転に伴う設備の移設等に確実

に取り組み、財務大臣の定める貨幣製造

計画に従って１０億２，９２４万枚の貨

幣を製造し、計画を達成し、納入後の返

品は無かったことは高く評価できる。 
また、地方自治法施行６０周年記念貨

幣については、平成２０年度から９年に

わたり、財務大臣が定める貨幣製造計画

に従い確実に製造を行い、平成２８年度

発行の福島県及び東京都分をもって、４

７都道府県全ての図柄の貨幣の製造を滞

りなく完了したことも高く評価できる。

自主保全及び予防保全に努め、故障の

低減に取り組んだ結果、引き続き、溶解・

圧延設備の停止時間は過去５年平均を下

回り、圧穿機及び圧印機の停止は無かっ

た。 
５００円貨、１００円貨及び１０円貨

の一貫工業の歩留については、各製造工

程の歩留の把握と不良原因の分析を行

い、その情報を各製造工程にフィードバ

ックし、歩留向上に努めた結果、目標で

ある過去５年の平均値を上回った。 
貨幣製造時における管理体制について
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＜主な定量的指標＞ 

○故障による通常貨幣

製造設備（溶解・圧延

設備）の停止時間（過

去５年平均以下） 

＜その他の指標＞ 

○故障による通常貨幣

製造設備（圧穿機、圧

印機）の停止件数（参

考指標：停止件数） 

 

＜主な定量的指標＞ 

○製造計画達成度（１

００％） 

○納期達成率（１０

０％） 

 

 

 

 

 

 

の製造作業等の進捗状況に係るデータをロット単位等で細かく収

集・分析することにより、生産管理を徹底するとともに、ＩＳＯ９

００１を活用し、不良品の発生等、製造工程上のトラブルが発生し

た場合には、原因の究明、対応策の検討、製造工程へのフィードバ

ック等の一連の対応を迅速に行うなど、厳格な品質管理のもと、純

正画一な貨幣の製造を行い、外注材料についても業者への適切な指

導を行うことにより品質管理の徹底に努めた。 
 

（注）ＥＲＰ 

Enterprise Resource Planning の略で、企業全体の経営資

源を有効かつ総合的に計画・管理し、経営の効率化を図るため

の手法・概念を指す。 

 

（注）ＩＳＯ９００１ 

国際標準化機構（ＩＳＯ）が策定した品質に関するマネジメ

ントシステム規格。顧客や社会などが求めている品質を備えた

製品やサービスを供給者が常に届けるための仕組みについて

規定している。 

 

設備投資を的確に行いつつ、日頃より設備の保守点検を実施する

ことにより、故障による溶解・圧延設備の停止時間については、上

記の「設備の保守点検の的確な実施」に記載のとおり、予防保全及

び自主保全に努め、故障の低減に取り組んだ結果、２４．２時間と

なり、過去５年平均３３．４時間を下回った。 
 また、故障による圧穿機・圧印機の停止件数については、始業・

終業点検及び法定点検（動力プレス機械特定自主検査）を確実に行

った結果、引き続き、０件となった。 

 

 

 

平成２８年度においては、財務大臣の定める貨幣製造計画に従っ

て１０億２，９２４万枚の貨幣を確実に製造した。製造した貨幣に

は、地方自治法施行６０周年記念千円銀貨幣（福島県、東京都各１

０万枚）、東京 2020 オリンピック競技大会記念千円銀貨幣（リオ

2016－東京 2020 オリンピック競技大会開催引継記念）（５万枚）、

東京 2020 パラリンピック競技大会記念千円銀貨幣（リオ 2016－東

京 2020 パラリンピック競技大会開催引継記念）（５万枚）、第８

回アジア冬季競技大会記念貨幣（５万枚）及び地方自治法施行６０

周年記念５００円バイカラー・クラッド貨幣３３４万枚（福島県１

６２万枚、東京都１７２万枚）が含まれる。 

は、異常が発生した際に過去に遡って記

録を確認できるようにするために、動作

を記録する機能を持った計数機の試作機

を導入し、実作業を通じた稼働テストを

行いながら改良を図り、実作業に問題が

ないことが確認できたことから、本格的

な導入を進めることとした。 

なお、平成２９年４月に、平成２６年

１２月に製造し、財務省に納品した貨幣

の中に、貨幣の模様を付ける前の円形１

枚が混入していた事実が判明したことか

ら、直ちに貨幣製造契約に基づき財務省

との間で当局が保有する貨幣との交換を

行うなど適切に対処した。また、円形の

製造済貨幣への混入を防止するため、改

めて作業を点検し、計数機により確実に

円形を排除するための機能に係る部品の

定期交換の着実な実施等の対策を行うこ

ととした。 
製造計画の変更に対応できる柔軟で機

動的な体制を維持した結果、平成２８年

９月、１０月及び１２月、計３回の貨幣

製造契約の変更に的確に対応した。 
情報及び物品の管理を万全に行い、情

報漏えい、紛失・盗難発生は無く、地金

の亡失も無かった。 
以上のことから、財務大臣の定める製

造計画の確実な達成については、定量的

な数値目標を達成しており、その他の定

性的な取組については、事業計画におけ

る所期の目標を達成していると認められ

ることを踏まえ、「Ｂ」と評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

貨幣に対する信頼を維持するため、引

き続き、貨幣製造時における管理体制に

万全を期す。 
  

 



７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○返品率（０％） 

○５００円貨、１００

円貨及び１０円貨の

一貫工業の歩留（過

去５年平均以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このうち、地方自治法施行６０周年記念貨幣については、平成２

０年度に発行した北海道、京都府及び島根県分から９年にわたり、

財務大臣が定める貨幣製造計画に従い確実に製造を行い、平成２８

年度発行の福島県及び東京都分をもって、４７都道府県全ての図柄

の貨幣の製造を滞りなく完了した。 
なお、市中から回収された５００円貨について、再使用すること

が適当な貨幣を選別して納品する取組を実施しており、平成２８年

度は１億６，４４７．４万枚の選別作業を行い、２，４６０万枚を

納品した（貨幣製造枚数１０億２，９２４万枚に選別納品２，４６

０万枚を含む）。 
財務大臣の定めた平成２８年度の貨幣製造計画並びに平成２７

年度及び平成２８年度の製造実績は、別紙１表１を参照。 
 
ＩＳＯ９００１の活用による品質管理の徹底に努めた結果、局内

試験規程に基づく検査及び財務省へ貨幣を納入する際に行われる

財務局による検査においてすべての貨幣が合格し、納入後の返品は

なかった。 
また、平成２８年１０月に実施された第１４５次製造貨幣大試験

において、執行官である大塚財務副大臣より平成２７年度及び平成

２８年度製造の通常貨幣及び記念貨幣について、「基準を満たし、

適正」である旨の執行結果確認宣言が行われた。 
歩留については、日々における各製造工程の歩留の把握と不良原

因の分析を行い、その情報を各製造工程にフィードバックし、歩留

向上に努めた結果、５００円貨、１００円貨及び１０円貨の一貫工

業の歩留は、それぞれ５０．０％、４９．５％、５１．４％となり、

それぞれの過去５年の平均値４９．９％、４８．７％、５０．２％

を上回った。 
（参考）５００円貨、１００円貨及び１０円貨の一貫工業の各工程

歩留は、別紙１表２を参照。 

 

平成２７年度に貨幣製造時における管理体制に改善の余地があ

ることが判明したことから、平成２８年度においては異常が発生し

た際に過去に遡って記録を確認できるようにするために、動作を記

録する機能を持った計数機の試作機を導入し、実作業を通じた稼働

テストを行いながら改良を図り、実作業に問題がないことが確認で

きたことから、本格的な導入を進めることとした。 
なお、平成２９年４月に、平成２６年１２月に製造し、財務省に

納品した貨幣の中に、貨幣の模様を付ける前の円形１枚が混入して

いた事実が判明した。 

当局としては、直ちに貨幣製造契約に基づき財務省との間で当局



８ 

 

 

 

 

 

 

② 貨幣製造計画の変更や災害等不測

の事態が生じた際に最善の結果が得

られるよう、柔軟な製造体制を確保す

るとともに、具体的事案の発生時には

機動的に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 情報漏えいや紛失・盗難を発生させ

ないことにより、国民や社会の信頼を

維持する。 

   さらに、財務大臣から委託された地

金の保管業務を確実に実施する。 

 

 

 

 

 

② 貨幣製造計画の変更や災害等不測

の事態が生じた際に最善の結果が得

られるよう、柔軟で機動的な製造体

制を確保し、当初予見し難い製造計

画の変更等にも的確に対応します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 国民や社会からの信頼を維持する

ため、情報漏えいや紛失・盗難を発

生させないよう情報の管理及び物品

の管理を万全に行います。 

また、財務大臣から保管を委託さ

れている貨幣回収準備資金に属する

地金（引換貨幣及び回収貨幣を含

む。）については、万全の注意を払い、

適切な管理及び確実な保管を行い、

保管地金の亡失ゼロを維持します。 

 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

○製造計画変更への対

応に備えた体制の維

持 

○具体的事案発生時の

的確な対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○情報漏えい、紛失・盗

難発生の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地金の亡失の有無 

 

 

 

 

 

 

 

が保有する貨幣との交換を行うなど適切に対処した。 

また、円形の製造済貨幣への混入を防止するため、改めて作業を

点検し、計数機により確実に円形を排除するための機能に係る部品

の定期交換の着実な実施等の対策を行うこととした。 

 

貨幣製造計画に対応した作業量に応じて通常貨幣製造工程から

プレミアム貨幣製造工程へ職員を配置換する等、人員配置を柔軟か

つ機動的に行えるようにした。また、現場職員が貨幣需給等の現下

の状況を十分に理解し、柔軟かつ機動的な対応を取れるようにする

ことを目的として、幹部職員が現場職員に状況や課題を説明し、意

見交換を行う機会を設けており、平成２８年度においても実施し

た。 
 このほか、現場職員が外部研修や作業を遂行する中で、熟練した

職員が指導者となって行うＯＪＴ（職場内教育）及び本支局間の技

術交流により、専門知識の習得及び技術の向上を図る等、製造計画

の変更に対応できる機動的な体制の整備に努め、平成２８年９月、

１０月及び１２月、計３回の貨幣製造契約の変更に的確に対応し

た。 

 

貨幣の製造に当たっては、国家機密としての性格を有する偽造防

止技術に関する情報は、流出すれば真貨に近い偽貨の製造が可能と

なり、通貨の信認に深刻な影響を与えかねないものであることか

ら、電子情報については、外部とは遮断された専用のネットワーク・

システムを使用し、また、文書については所定の書庫に施錠のうえ

厳重保管する等、万全の管理を行った。 
また、製造工程においては、工程間での物品の移動に際しての数

量管理の徹底や、工場等への入退室の際は個人認証システムにより

入退室者の照合確認を行う等、厳格なセキュリティチェック等を実

施し、製造工程内の物品の管理を万全に行った。 
上記の事項を確実に実行したことにより、情報漏えい、紛失・盗

難発生は無かった。 
 

財務大臣から保管を委託された貨幣回収準備資金に属する地金

（引換貨幣及び回収貨幣を含む。）については、次の事項を確実に

実行し、地金保管に万全を期した。 
１．地金保管庫等における施錠・警報装置の確認及び個人認証シ

ステム等により入退室者をチェックすること。 
２．日々の地金の入出庫を常に帳票等で把握し、受払いごと及び

月末に保管地金の在庫確認を行うこと。 
３．財務省（財務局）により毎月及び年度末に実施される保管地
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＜評価の視点＞ 

○計画的に設備投資を

行うとともに、保守点

検を的確に行い、通常

貨幣製造に用いる溶

解・圧延設備の停止時

間や、圧穿機、圧印機

の停止件数の抑制を

図っているか。 

○貨幣を安定的かつ確

実に製造し、財務大臣

の定める貨幣製造計

画を確実に達成して

いるか。 

○品質管理体制を充実

させ、引き続き純正画

一な貨幣の製造を行

い、返品が無いことを

維持しているか。 

○５００円貨、１００

円貨及び１０円貨の

一貫工業の歩留の実

績が過去５年平均以

上となるよう取り組

んでいるか。 

○製造計画の変更等に

も的確に対応できる

体制を確保している

か。 

○情報漏えい、紛失・盗

難発生及び地金の亡

失を防いでいるか。 

金の確認検査に合格すること。 
上記の事項を確実に実行したことにより、保管地金の亡失は無か

った。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 

特になし。 

  



１０ 

 

様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－（２） 通貨当局との密接な連携等について 

業務に関連する政策・施策 （財務省） 

総合目標４ 通貨の流通状況を把握するとともに、偽造・変造の防止等に

取り組み、高い品質の通貨を円滑に供給することにより、通貨に対する

信頼の維持に貢献する。 

政策目標４－１ 通貨の円滑な供給及び偽造・変造の防止 

施策４－１－２ 通貨の偽造・変造の防止 

施策４－１－３ 国家的な記念事業としての記念貨幣の発行 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人造幣局法第１１条第１項第３号及び第７号 

 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を

記載） 

（財務省） 

平成 28 年度事前分析表〔総合目標４〕 

平成 28 年度事前分析表〔政策目標４－１〕 

平成 28 年度行政事業レビューシート事業番号：0022 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 区分 達成目標 基準値 

（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度

30 

年度

31 

年度

 27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

【参考】 

偽造動向や貨幣全

般に係る的確な情

報収集・通貨当局

への情報提供 

セキュリティレポ

ートの提出の有無 
  

提出 

有り 

提出 

有り 

   売上高（百万円） 18,775 17,223    

売上原価（百万円） 13,868 12,628

販売費及び一般管理費（百万

円） 
3,882 4,182

営業費用（百万円） 17,749 16,810

【参考】 

国際協力への対応 
対応回数   2 回 5 回 

営業利益（百万円） 1,026 412

従事人員数（各年度 4月 1日現

在） 
871 人 863 人

注）上記の財務情報は、貨幣製造事業セグメントの金額を記載。 

従事人員数は、造幣局全体での常勤職員数を記載。 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

   

貨幣の偽造抵抗力の強化を図るための

方策について検討を進めるとともに、デ

ザイン力の強化等に努めることにより、

通貨当局と一体となって貨幣に対する国

民の信頼の維持・向上に貢献する。また、

国家的な記念事業に相応しい記念貨幣の

発行に向けて必要な調査・検討を行い、通

 

国内外における貨幣の動向について調

査を行い、貨幣の偽造抵抗力の強化を図

るための方策について検討を進めるとと

もに、デザイン力の強化等に努めます。

これらの取組により、通貨当局（財務省

理財局をいう。以下同じ。）と一体となっ

て貨幣に対する国民の信頼の維持・向上

＜その他の指標＞ 

○現在及び将来に向け

た偽造抵抗力の強化 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞  

１．偽造貨幣が発生した際の緊急改鋳への対応も想定しつつ、次期

改鋳に向けた仕様の検討に備え、偽造防止技術の実用化時期等に

ついて引き続き検討を行い、財務省と意見交換を行った。 
２．バイカラー・クラッド構造で異形斜めギザを施した、地方自治

法施行６０周年記念５百円貨幣について引き続き製造を行い、偽

造抵抗力の高い貨幣の製造技術の練磨を図った。 
３．これまでに実施した流通貨幣の品質調査の結果、汚損・摩耗し

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

通貨当局の要望に沿ったセキュリティ

レポートの提出については、国内外におけ

る貨幣の偽造動向・最新の技術情報及び研

究開発の成果等についての報告書を平成

２８年１２月に提出し、目標を達成した。

偽造抵抗力の強化については、将来の改



１１ 

 

貨当局に協力する。 

 国際的な広がりを見せる通貨の偽造に

対抗するため、貨幣の流通状況及び貨幣

の偽造動向の調査、外国の貨幣関連機関

や国際会議への訪問、出席等を通じて、広

く通貨全般に関する情報を収集し、通貨

当局へ的確に情報提供等を行う。 

さらに、関連機関から要請があった場

合には研修・視察を積極的に受け入れる

ことにより、国際協力に貢献する。 

に貢献します。 

また、今後、発行が想定される２０２

０年東京オリンピック・パラリンピック

記念貨幣を含め、記念貨幣の発行に向け

ては、国家的な記念事業に相応しい素材、

卓越したデザイン等の必要な調査・検討

を行い、通貨当局へ協力します。 

国際的な広がりを見せる通貨偽造等の

課題に対応していくため、迅速かつ確実

な真偽鑑定を実施できる体制の維持を図

ります。また、緊急改鋳への対応も想定

しつつ、外国の貨幣関連機関と積極的に

連携や情報交換を行い、偽造の抑止等に

取り組みます。 

さらに、世界造幣局長会議をはじめと

した国際会議への参加や関連機関への訪

問により、海外の貨幣製造技術や偽造防

止技術等に関する最新の情報を積極的に

収集し、貨幣関連機関等から要請があっ

た場合には研修・視察を積極的に受け入

れるなど、国際協力に貢献します。 

収集した情報については通貨当局へ的

確に提供を行い、国内外における貨幣の

偽造動向・技術情報及び研究開発の成果

等についての報告書（セキュリティレポ

ート）については、通貨当局の要望に応

じて作成し、定められた期日までに通貨

当局へ確実に提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○記念貨幣の発行に向

けた通貨当局への協

力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たものが相当数流通していることが判明している５００円貨、１

００円貨について、財務大臣の定める貨幣製造計画に従って、ク

リーン化を実施し、５００円貨は２億７，０４０万枚、１００円

貨は４億５，０００万枚を製造した。 
４．平成２８年４月、１０月のＭＤＣ技術委員会及び５月のＭＤＣ

バンコク総会への出席を通じ、偽造の防止等について各国造幣局

等と情報交換を行った。 
 
（注）ＭＤＣ 

ＭＤＣは、Mint Directors Conference の略で、世界造幣

局長会議を表す。当該会議は隔年で開催され、加盟各国の造

幣局の他、オブザーバーで参加の造幣局、各国の貨幣製造設

備メーカー、自動販売機メーカー等が出席する国際会議であ

る。 
 
１．記念貨幣の発行に向けた調査・検討 
平成３２年（２０２０年）に開催される東京 2020 オリンピック

競技大会及び東京 2020 パラリンピック競技大会を記念する貨幣の

発行に向けて、貨幣の種類、仕様及び技術等について検討を行い、

通貨当局への協力を行った。 
記念貨幣に関して、記念事業の性格に対応した素材、品位、量目、

形式の検討、国家的な記念事業に相応しい卓越したデザイン、効率

化と合理的コスト管理に基づく適切な価格設定、国内外の購入者の

需要に対応した販売方法、記念対象となる事業の時期を踏まえた迅

速・確実な製造等、そのあり方について、以下のとおり調査・検討

を行った。 
（１）造幣局が出展したイベントへの来客者等に対して実施したア

ンケートの中で、記念貨幣に対する国民の意向把握に努めた。 
（２）上記イベントの機会及び記念貨幣等の購入申込み数が販売予

定数を上回った場合に実施する抽選会の機会を捉えて、イベント

来客者及び抽選の立会者として選出した購入申込者等との懇談

会を開催し、記念貨幣に対する購入者の意向把握に努めた（平成

２８年度は計１１回開催）。 
（３）以下の機会を通じて、諸外国における記念貨幣の発行状況等

について情報を収集した。 

・平成２８年５月 東京国際コイン・コンヴェンションに参加し、

各国造幣局及びディーラーと意見交換を行った。 

・平成２８年８月 アメリカ貨幣協会・世界貨幣フェアに参加し、

各国造幣局及びディーラーと意見交換を行った。 

・平成２９年２月 ベルリン・ワールドマネーフェア及び同フェア

鋳に備えた検討を行い、偽造抵抗力の高い

貨幣の製造技術の練磨を図った。また、現

在流通している５００円貨、１００円貨に

ついては、これまでの調査の結果、汚損・

摩耗したものが相当数流通していること

が判明しており、財務大臣の定める貨幣製

造計画に従ってクリーン化を実施した。こ

れらのことから、着実に取り組んでいると

いえる。 
平成３２年（２０２０年）に開催される

東京 2020 オリンピック競技大会及び東京

2020 パラリンピック競技大会を記念する

貨幣の発行に向けて、貨幣の種類、仕様及

び技術等について検討を行った。また、東

京 2020 オリンピック・パラリンピック競

技大会記念貨幣（リオ 2016－東京 2020 開

催引継記念）及び第８回アジア冬季競技大

会記念貨幣のデザインについて、我が国を

代表する芸術家の方からの意見を踏まえ

て制作している。これらのことから、着実

に取り組んでいるといえる。 
情報収集及び通貨当局への情報提供に

ついては、市中流通貨の直径・汚損度等に

関する品質調査を実施し、その結果を財務

省に報告した。また、厳格な情報管理のも

とで真偽鑑定を実施し、その結果得られた

偽造貨幣に関する情報を財務省に報告し

ており、重要な情報を提供したといえる。

外国の貨幣関連機関への訪問等につい

ても、ＭＤＣバンコク総会への参加等を通

じて積極的に情報収集を行い、財務省への

情報提供を行った。また、国際協力に貢献

するため、諸外国の貨幣関連機関等から要

請があった場合には研修・視察を積極的に

受け入れるよう取り組んでいる。 
以上のことから、通貨当局との密接な連

携等については、全ての定性的な取組につ

いて事業計画における所期の目標を達成 
していると認められることを踏まえ、「Ｂ」

と評価する。 
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に併せて開催されたＭＤＣマーケティング委員会に参加し、同会

場で開催されたメディア・フォーラムにおいて記念貨幣について

の発表を行ったほか、各国造幣局及びディーラー等と意見交換を

行った。 

 
２．記念貨幣に相応しい卓越したデザインについての取組 
（１）外部専門家からの指導 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会記念貨幣（リ

オ 2016－東京 2020 開催引継記念）及び第８回アジア冬季競技大

会記念貨幣のデザインについて、我が国を代表する芸術家による

デザイン検討会の意見を踏まえて制作した。 
さらに、３Ｄモデリングソフトを駆使した高度なデザインデー

タの作成能力を向上させるための外部研修や、作業を遂行する中

で熟練した職員が指導者となって行うＯＪＴ（職場内教育）によ

る習熟度の向上に取り組んだ。 

貨幣のデザインに加えて、これらの貨幣を収納するパッケージ

など数多くのデザインを制作しており、平成２８年度におけるデ

ザイン業務も多岐にわたったが、担当職員は我が国を代表する芸

術家の方からの意見・指導を受けながら意欲的に業務に取り組ん

でおり、デザイン力が向上している。 
 
（２）国際コイン・デザイン・コンペティションの開催 

平成１０年より、貨幣デザインの芸術性の向上に寄与すること

を目的に、造幣局で国際コイン・デザイン・コンペティション（Ｉ

ＣＤＣ）を開催しており、最優秀作品に選ばれたデザインについ

ては、造幣局において、メダルを製造し、販売している。 
 
最優秀作品を含むＩＣＤＣへの応募作品に触れることは、工芸職

員にとって良い刺激となっている。 
ＩＣＤＣ２０１６の応募状況及び結果は、以下のとおり。 
（応募状況） 

部 門 国 数 作 品 数 

一般部門 ２２か国 ９１作品 

学生部門 ６か国 ２０２作品 

（結 果） 

一般部門：最優秀賞（１点）、優秀賞（１点）、佳作（３点） 

学生部門：フューチャー賞（１点） 

一般・学生部門：審査委員特別賞（３点） 
 
（３）コイン・オブ・ザ・イヤー賞部門賞の受賞 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 
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○偽造動向や貨幣全般

に係る的確な情報収

集・通貨当局への情

報提供（参考指標：通

貨当局の要望に沿っ

たセキュリティレポ

ートの提出の有無

（年１回１２月末））

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世界の貨幣に関するカタログを発行している、米国の「Krause 

Publications 社」が実施するコイン・オブ・ザ・イヤー賞におい

て、我が国の東日本大震災復興事業記念貨幣（第三次発行分）一万

円金貨幣（応募作品を基にデザインを作成）が「ベスト・現代の出

来事に係る貨幣（Best Contemporary Event Coin）」部門賞を受賞

した。 

 
１．貨幣の動向に関する調査 
通貨行政に寄与するため、国内外における貨幣の動向等について

調査等を行うとともに、その成果について財務省へ提供した（国内

２件、国外２件）。また、通貨関係当局及び捜査関係当局との連絡

会議に出席する、通貨関係の国際会議に参加するなど、財務省と連

携して、国内外の通貨関係当局等と、偽造貨幣の動向や対策、貨幣

製造技術等について、積極的に情報交換を行った。 
 
（１）国内 
・偽造貨幣の流通を防止するための環境整備について検討を進め

るべく、市中に流通している貨幣について汚損・磨耗等の状況を

把握するため、市中流通貨の直径・汚損度等に関する品質調査を

実施し、その結果を財務省に報告した（１件）。 
・真偽鑑定については、造幣局研究所において厳格に情報を管理し

つつ、具体的には、研究管理課が真偽鑑定の依頼受付、鑑定業務

の進行管理、依頼元への報告を行い、試験鑑定課が真偽鑑定の作

業を実施することにより、迅速かつ確実に実施できる体制を維持

しており、日本銀行及び警察関係機関その他取締機関から、市中

に流通する貨幣で汚損しているものも含めて真偽鑑定の依頼を

受けた際には、適切に鑑定を行った。その結果、得られた偽造貨

幣に関する情報については財務省に報告を行った（１件）。 

このほか、国内外の捜査当局等から要請があれば担当職員を現

地に派遣する等、協力体制を整えている。 
（２）国外 
・平成２８年５月にバンコクで開催された第２９回世界造幣局長

会議（ＭＤＣ）総会に参加し、貨幣製造技術及び偽造防止技術等

に関する最新情報の収集を行い、得られた情報を財務省に提供し

た（１件）。 

・平成２９年１月に英国造幣局を訪問し、同国流通貨幣の改鋳等に

関する情報の収集を行い、得られた情報を財務省に提供した（１

件）。 

このほか、以下のとおり国外の会議等において情報収集を行った。 

・平成２８年４月にバンコクで開催された第２４回ＭＤＣ技術委
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○国際協力への対応

（参考指標：対応回

数とその内容） 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

○貨幣の偽造抵抗力の

強化を図るための方

策について検討を進

めているか。 

○記念貨幣の発行に向

け通貨当局への協力

を行っているか。 

○偽造動向や貨幣全般

に係る情報を収集し、

通貨当局へ的確に情

報提供するとともに、

国際協力に貢献して

いるか。 

員会及び同年１０月にノルウェーのコングスベルグで開催され

た第２５回ＭＤＣ技術委員会に参加し、貨幣製造技術及び偽造防

止技術等に関する最新情報の収集を行った。 
・平成２９年２月、ベルリン・ワールドマネーフェアに併せて開催

された第１３回造幣技術フォーラムに参加し、貨幣製造に関する

最新情報の収集を行った。 

 
２．セキュリティレポート 
国内外における貨幣の偽造動向・最新の技術情報及び研究開発の

成果等についての報告書（セキュリティレポート）を、通貨当局の

要望に応じて作成し、貨幣製造契約において定められた期日（平成

２８年１２月末）までに財務省に提出した。 
 
国際協力に貢献するため、諸外国の貨幣関連機関等から要請があ

った場合には研修・視察を積極的に受け入れることとしており、平

成２８年度においては、以下の５回を実施した。 
・平成２８年４月、バングラデシュ首相顧問一行の視察を受け入れ

た。 
・平成２８年４月、インドネシア中央銀行からの一行の視察を受け

入れた。 
・平成２８年５月、ジョージア国立銀行からの一行の視察を受け入

れた。 
・平成２８年１０月、ＭＤＣ技術委員会長（オーストリア造幣局理

事）一行の視察を受け入れた。 
・平成２８年１１月、韓国造幣局からの一行の視察を受け入れた。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 

特になし。 

  



１５ 

 

様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－（３） 国民に対する情報発信について 

業務に関連する政策・施策 （財務省） 

総合目標４ 通貨の流通状況を把握するとともに、偽造・変造の防止等に

取り組み、高い品質の通貨を円滑に供給することにより、通貨に対する

信頼の維持に貢献する。 

政策目標４－１ 通貨の円滑な供給及び偽造・変造の防止 

施策４－１－５ 通貨への関心の向上 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人造幣局法第１１条第１項第３号 

 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を

記載） 

（財務省） 

平成 28 年度事前分析表〔総合目標４〕 

平成 28 年度事前分析表〔政策目標４－１〕 

平成 28 年度行政事業レビューシート事業番号：0022 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度

30 

年度

31 

年度

 27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

【参考】 

ホームページの

充実 

アクセス数  
 3,906,399 件 4,415,341 件

   売上高（百万円） 18,775 17,223    

更新回数   1,102 回 1,157 回 売上原価（百万円） 13,868 12,628

【参考】 
博物館の展示及
び特別展示等の
充実 

博物館 

来場者数 
  148,829 人 137,035 人 

販売費及び一般管理費（百万円） 3,882 4,182
特別展示等の 

開催・他の展示

会への出展回数 

  5 回 3 回 

営業費用（百万円） 17,749 16,810【参考】 

国民に対する 

情報発信の充実 

出張講演等の 

実績回数 

  
20 回 14 回 

現金取扱機器
の製造業者等
との情報交換
の実施回数 

  

3 回 1 回 営業利益（百万円） 1,026 412

博物館における

アンケート結果 

博物館におけ

るアンケート

結果 

5 段階評価で 

平均評価 3.5

超 

3.5 4.4 4.5 
従事人員数 
（各年度 4月 1日現在） 

871 人 863 人
工場見学者アン

ケート結果 
工場見学者ア

ンケート結果 

5 段階評価で 

平均評価 3.5

超 

3.5 4.4 4.4 

注）上記の財務情報は、貨幣製造事業セグメントの金額を記載。 

従事人員数は、造幣局全体での常勤職員数を記載。 

  



１６ 

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

博物館の展示物やホームページの充

実、工場見学の積極的な受入を通じて、国

民に分かりやすく各種情報を提供しつ

つ、国民の声を聞くことで、造幣局に対す

る理解や貨幣に対する信頼を深める。 

 

 

 国民各層に広く、造幣局の事業や貨幣に

関する知識や理解を深めていただくため、

ホームページ、博物館の展示及び特別展示

等の充実に取り組みます。 

また、工場見学の積極的な受入れ、特別

展示等の開催、桜の通り抜け等のイベン

ト、出張講演の実施等の機会を活用して、

造幣局と国民が直接触れ合う機会を幅広

く提供します。さらに、博物館や工場の見

学がより一層身近なものとなるよう工夫

します。なお、博物館及び工場見学におい

ては、来場者からのアンケート結果の評価

が５段階評価で平均して３．５を超える結

果となるよう取り組みます。 

このほか、機密保持に配慮した上で、通

貨関係当局と連携し、現金取扱機器の製造

業者等に必要な情報を提供します。 

＜その他の指標＞ 

○ホームページの充

実（参考指標：アク

セス数、更新回数）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○博物館の展示及び

特別展示等の充実

（参考指標：博物館

来場者数、特別展示

等の開催・他の展示

会への出展回数） 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞  

造幣局ホームページにおいて貨幣の特徴、販売ニュース等各種情

報の発信をするほか、造幣局の事業に関する最新情報を掲載し、そ

の内容も分かりやすく魅力的なものとするよう努めた。 

具体的な実施状況は、次のとおり。 

 

１．当年度アクセス数 

平成２８年度における造幣局ホームページへのアクセス件数は、

４，４１５，３４１件であった。 

（参考）造幣局ホームページのアクセス件数（訪問回数） 
   (単位：件)  

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

3,180,413 2,892,649 3,819,895 3,906,399 4,415,341 

（注）アクセス件数（訪問回数）は、一定時間内に造幣局ホームページ

内を何度クリックして移動したとしても 1件としてカウントして

いる。 

 

２．更新回数 

平成２８年度においては、造幣局ホームページを毎年４月に開催

する桜の通り抜け（本局）や花のまわりみち（広島支局）について、

桜樹一覧表や開花状況等を掲載する等、１，１５７回更新し、造幣

局の事業の最新情報を迅速に提供した。 

ホームページの更新回数内訳については、別紙２表１参照。 

 

平成２８年度においては、リオ 2016 オリンピック競技大会公式

記念貨幣をはじめ、世界の様々な貨幣を購入し、それぞれテーマ性

を持って一つの展示ケースにまとめて展示する等の工夫を行い、展

示の充実に努めた。 
さらに、造幣博物館では、引き続き障害者の方への配慮（筆談ボ

ードの設置、手話によるコミュニケーション等）を実施した。 
なお、東京支局のさいたま市への移転の準備に伴い、平成２８年

６月末をもって造幣東京博物館を閉館し、同年１０月３日、さいた

ま支局の開局と併せて、新たに造幣さいたま博物館を開館した。 
この他、造幣博物館については、博物館見学がより一層身近なも

のとなるよう、平成２８年１０月１日から原則、通年での休日（土

曜・日曜及び祝日）開館を実施し、造幣さいたま博物館についても、

同年１０月の開館以降、休日開館を試行する等の準備を進め、平成

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

造幣局ホームページにおける情報発信

に努めるとともに、博物館の展示及び特別

展示等の充実に取り組んだ。 
また、工場見学の積極的な受入や、特別

展示等の開催、桜の通り抜け等のイベント

及び出張講演の実施等の機会を活用して、

造幣局と国民が直接触れ合う機会を幅広

く提供した。特に、博物館や工場見学がよ

り一層身近なものとなるよう、造幣博物館

及び造幣さいたま博物館においては、通年

での休日（土曜・日曜及び祝日）開館を実

施し、また、本局の工場見学では、パソコ

ン・スマートフォンから工場見学の予約等

ができるよう新たに工場見学予約サイト

を開設したこと等は評価できる。 
これらの取組の結果、博物館におけるア

ンケート結果は４．５、工場見学者アンケ

ート結果は４．４であり、いずれも年度目

標の３．５を上回っており、来場者から高

い評価を受けている。 
さらに、機密保持に配慮したうえで、現

金取扱機器の製造業者等に必要な情報を

提供した。 
以上のことから、国民に対する情報発信

については、定量的な数値目標を達成して

おり、その他の定性的な取組については、

事業計画における所期の目標を達成して

いることに加え、博物館の休日開館や工場

見学予約サイトの開設等、国民が直接触れ

合う機会を幅広く提供するよう取り組ん

でいると認められることを踏まえ、「Ａ」

と評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 
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○国民に対する情報

発信の充実（参考指

標：出張講演等の実

績回数、現金取扱機

器の製造業者等と

の情報交換の実施

回数） 

 

 

 

 

 

２９年３月２５日から原則、通年での休日開館を実施している。 
博物館来場者数及び特別展示等の開催・出展回数は以下のとお

り。 

 

１．博物館来場者数 
平成２８年度の造幣博物館等入館者数は、１３７,０３５人であ
った。 

（参考）過去５年間の造幣博物館等の入館者数 
（単位：人） 

区  分 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

造幣博物館 59,652 59,960 62,948 62,233 58,975 

旧造幣東京 

博物館（※） 
36,111 38,340 40,347 49,422 12,755 

造幣さいたま 

博物館 
― ― ― ― 26,910 

造幣広島展示室 34,926 37,650 44,289 37,174 38,395 

合    計 130,689 135,950 147,584 148,829 137,035 

（※）旧造幣東京博物館は、さいたま市への移転の準備に伴い、平

成 28 年 6 月末をもって閉館し、造幣さいたま博物館は、さ

いたま支局の開局に伴い、平成 28 年 10 月 3 日に開館した。 

 

２．特別展示等の開催・出展回数 

造幣博物館等の収蔵品を広く国民に紹介するため、各種の特別展

を開催した。 

平成２８年度においては、３回（本局１回、旧東京支局１回、広

島支局１回）実施した。 

特別展示等の開催実績については、別紙２表２参照。 

 

工場見学や桜の通り抜け等のイベント、出張講演の実施等の機会

を活用して、国民に対する情報発信の充実に取り組んだ。 
具体的な実施状況は、次のとおり。 
１．造幣局の事業や貨幣に関する情報提供 
（１）製造貨幣大試験及び記念貨幣打初め式の実施 
・平成２８年４月２６日に地方自治法施行６０周年記念貨幣打

初め式（福島県・東京都）を実施した。 
・平成２８年９月２８日に東京 2020 オリンピック・パラリンピ

ック競技大会記念貨幣（リオ 2016－東京 2020 開催引継記念）

打初め式を実施した。 
・平成２８年１０月２４日に第１４５次製造貨幣大試験を実施

した。 

 

 



１８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成２８年１１月２４日に第８回アジア冬季競技大会記念貨

幣打初め式を実施した。 

 

（２）メディアを通じた情報発信 
引き続き、上記の製造貨幣大試験及び記念貨幣打初め式、ま

た、造幣局ＩＮ等のイベント等の機会を捉えて、外部からの造

幣局の事業や記念貨幣の発行等の貨幣に関する取材依頼、情報

提供・資料提供依頼に対しては、積極的に協力し、情報発信を

行った。 

 

（３）国民と直接触れ合う機会の提供 

①工場見学の受入 

工場見学がより一層身近なものとなるよう、本局では、平成

２８年９月１日から、見学当日に案内可能な人数に空きがあっ

た場合には先着順で当日受付を行うとともに、パソコン・スマ

ートフォンから工場見学の受付状況の確認や工場見学を予約

できるよう造幣局ホームページ内に工場見学予約サイトを開

設し、運用を開始した。 
 また、さいたま支局では、平成２８年１０月の開局以降、従

来からの事前の電話予約によるガイドツアー付工場見学のほ

か、事前の予約が不要な自由見学による工場見学を実施してい

る。 
平成２８年度における本支局全体の工場見学者数は、６６，

６８３人であった。 
 （参考）過去５年間の工場見学者数 

（単位：人） 
区  分 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

本  局 33,604 33,521 35,007 34,195 30,909 

旧東京支局

(※) 
28,153 28,209 31,441 35,152 9,055 

さいたま支局 ― ― ― ― 16,946 

広島支局 7,326 9,572 9,765 9,298 9,773 

合  計 69,083 71,302 76,213 78,645 66,683 

（※）旧東京支局の工場見学は、さいたま市への移転の準備に伴い、

平成 28 年 6 月末をもって終了し、さいたま支局の工場見学

は、さいたま支局の開局に伴い、平成 28 年 10 月 3 日から開

始した。 

 

②造幣局ＩＮ等のイベント 

造幣局と国民が直接触れ合う機会を幅広く提供するため、本
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＜主な定量的指標＞ 

○博物館におけるア

ンケート結果（５段

階評価で平均評価

３．５超） 

○工場見学者アンケ

ート結果（５段階評

価で平均評価３．５

超） 

 

＜評価の視点＞ 

局においては平成２８年桜の通り抜け（平成２８年４月８日～

１４日）を、広島支局においては平成２８年花のまわりみち（平

成２８年４月１３日～１９日）を、それぞれ開催した。 
また、造幣局の事業や記念貨幣の発行を広く国民に周知し、

理解を深めていただく機会として、造幣局ＩＮ福島（平成２８

年６月２２日～２８日）、お金と切手の展覧会（金沢展）（平成

２８年８月１０日～１６日）のほか、「地方自治法施行６０周

年記念貨幣展」を福島県（平成２８年４月２２日～２４日）、

東京都（平成２８年５月２０日～２２日）において開催した。 
さらに、春休み、夏休みやイベントに併せて、家族等で参加

できる工場見学会を企画し、平成２８年度においては、９回（本

局６回、旧東京支局１回、広島支局２回）実施した。 

 

２．依頼のあった出張講演等の実績回数 

造幣博物館に収蔵されている貨幣（和同開珎から大判・小判等の

古銭）や造幣局が製造してきた貨幣及びお金にまつわる話につい

て、職員が依頼先に出向いて、また博物館の施設内において講演を

行っており、平成２８年度においては依頼のあった１４回全てにお

いて講演を実施し、好評を博した。 

（参考）出張講演等の回数及び参加者数 
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

36 回 39 回 23 回 20 回 14 回 

2,168 人 2,188 人 1,155 人 1,132 人 520 人 

 

３．現金取扱機器の製造業者等への必要な情報提供の実施 

平成２８年９月７日に一般社団法人自動販売機工業会技術部会

との技術交流会を実施した。 

（参考）現金取扱機器の製造業者等との情報交換の実施回数：１回 

 

 

各種取組の成果を検証するとともに、来場者の要望を把握し、今

後の博物館の展示及び工場見学において参考とするため、来場者か

らのアンケートを実施した。 
博物館の来場者からのアンケート結果の評価は５段階評価で、造

幣博物館４．５、造幣さいたま博物館４．５（旧造幣東京博物館４．

４）、造幣広島展示室４．４、全体としては４．５であった。 
 また、工場見学者からのアンケート結果の評価は５段階評価で、

本局４．４、さいたま支局４．５（旧東京支局４．４）、広島支局

４．４、全体としては４．４であった。 



２０ 

 

○ホームページやイ

ベント等を通じて、

国民への情報提供

の充実に取り組ん

でいるか。 

○博物館及び工場見

学におけるアンケ

ート結果の目標（５

段階評価で平均評

価３．５超）を達成

するとともに、博物

館の展示及び特別

展示等の充実に取

り組んでいるか。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 

特になし。 

  



２１ 

 

様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－（４） 偽造抵抗力の強化等に向けた研究開発について 

業務に関連する政策・施策 （財務省） 

総合目標４ 通貨の流通状況を把握するとともに、偽造・変造の防止等に

取り組み、高い品質の通貨を円滑に供給することにより、通貨に対する

信頼の維持に貢献する。 

政策目標４－１ 通貨の円滑な供給及び偽造・変造の防止 

施策４－１－２ 通貨の偽造・変造の防止 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人造幣局法第１１条第１項第７号 

 

当該項目の重要度、難易度 【重要度：高】貨幣の偽造抵抗力を強化するための研究開発を推進するこ

とは、財務省の重要な任務の一つである通貨に対する信頼を維持するう

えで重要な要素であるため。 

【難易度：高】貨幣への搭載が可能な世界最高水準の偽造防止技術等の開

発を目指した研究を行い、成果を得るには、高度な専門知識と分析能力

の発揮や、蓄積された知見の有効活用が最大限になされることが求めら

れるため。 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を

記載） 

（財務省） 

平成 28 年度事前分析表〔総合目標４〕 

平成 28 年度事前分析表〔政策目標４－１〕 

平成 28 年度行政事業レビューシート事業番号：0022 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度

30 

年度

31 

年度

 27 

年度 

28 

年度 

29 

年度

30 

年度

31 

年度

研究開発計画

の策定の有無 

計画の策定の

有無 
策定有り 策定有り 策定有り 策定有り 

   
売上高（百万円） 18,775 17,223

   

継続案件の年

度末評価達成

度Ａ以上の割

合 

継続案件の年

度末評価達成

度Ａ以上の割

合 

過去５年 

平均以上 

27 年度：43.5％ 

28 年度：45.8％ 
100％ 100％ 

売上原価（百万円） 13,868 12,628

販売費及び一般管理費（百万円） 3,882 4,182

研究開発活動

の成果 

終了案件に費

やされた費用

に達成度に応

じた係数を乗

じて算定した

値の合計が当

該費用の合計

を上回る 

終了案件に費や

された費用に達

成度に応じた係

数を乗じて算定

した値の合計が

当該費用の合計

を上回る 

終了案件に費

やされた費用 

（費やされた費用） 

860 百万円 

（費やされた費用）

322 百万円
営業費用（百万円） 17,749 16,810

（費用に達成度に

応じた係数を乗じ

て算定した値の合

計） 

1,028 百万円 

（費用に達成度に

応じた係数を乗じ

て算定した値の合

計） 

386 百万円

営業利益（百万円） 1,026 412

従事人員数 
（各年度 4月 1日現在） 

871 人 863 人

注）上記の財務情報は、貨幣製造事業セグメントの金額を記載。 

従事人員数は、造幣局全体での常勤職員数を記載。  



２２ 

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

次の貨幣の改鋳をも見据えた研究開発

に係る計画を策定し、独自の偽造防止技

術の開発、製造技術の高度化、製造工程の

効率化等につながる研究を着実に進め、

貨幣の偽造抵抗力の強化に貢献する。ま

た、計画の実行に際しては、事前、中間、

事後の評価を徹底し、その成果を適切か

つ効果的に活用するとともに、必要に応

じて特許の出願や学会での報告を行う。 

 

貨幣の偽造防止技術等の研究開発につ

いては、次の貨幣の改鋳も見据えつつ、

民間から導入可能な技術及び費用対効果

も十分勘案した上で、貨幣の偽造抵抗力

の強化に資する独自の偽造防止技術の開

発、製造技術の高度化、製造工程の効率

化等につながる研究を着実に進めます。

このため、平成２７年度から平成３１年

度までの５年間における調査及び研究開

発の基本計画並びに平成２８年度研究開

発計画に沿った効率的かつ効果的な研究

開発の推進に取り組みます。 

研究開発の実施に際しては、研究開発

管理会議において、研究テーマ毎の実施

内容、期間等の妥当性について、事前、

中間、事後の評価を徹底するとともに、

継続案件の年度末評価（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ・

Ｄの５段階評価）における達成度がＡ以

上である研究テーマの割合が過去５年平

均以上となるよう取り組むとともに、研

究開発終了案件に費やされた費用に達成

度に応じた係数を乗じて算定した値の合

計が当該費用の合計を上回るよう取り組

みます。また、研究開発評価会議におい

て、経費を含めた研究成果の評価につい

て検証を行い、その結果を翌年度の研究

開発計画に反映させることで、研究開発

の質の向上に取り組みます。 

さらに、研究成果については、金属工

芸品や外国貨幣の受注の機会等を捉えて

適切かつ効果的に活用するとともに、必

要に応じて機密保持に配慮した上で特許

の出願や学会での報告を行うこととしま

す。 

＜主な定量的指標＞ 

○研究開発計画の策定

の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

○事前・中間・事後評価

の適切な実施及び評

価結果の研究開発計

画への適切な反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞  

研究開発等については、平成２６年度に策定した平成２７年度か

ら平成３１年度までにおける「調査及び研究開発の基本計画」に基

づき、平成２８年３月１１日に「平成２８年度研究開発計画」を策

定した。 
平成２８年度研究開発計画では、新しい偽造防止技術の研究開発

２件、貨幣製造技術の向上に寄与する新製品開発を伴う研究開発１

件、各事業分野の技術力向上に寄与する研究開発３件及び実用段階

の性能評価を行う「性能評価」として１件、計７件の研究テーマを

設定した。これらの研究テーマについては費用対効果を勘案して効

率的、効果的に実施するため、研究テーマごとの予算管理を行った。

また、高度な偽造防止技術等の種を見出すため、あらゆる分野の最

新技術について幅広い分野の事前調査を行った。さらに、独自の偽

造防止技術を高度化するため、各研究テーマにおいて当局固有のノ

ウハウの蓄積に努めた。 

 

策定した平成２８年度研究開発計画に基づき費用対効果を勘案

した予算管理を行い、７件の研究テーマに取り組み、その事前・中

間・事後評価について、外部技術アドバイザー（１名）及び本局各

部・支局代表も参画し、以下のとおり実施した。 
１．事前評価（平成２８年５月１９日、２０日） 

第１回研究開発管理会議において、特に新規テーマに重点を置

き、研究目標・研究手法の妥当性、さらに研究計画の妥当性につ

いて事前評価を実施した。 
２．中間評価（平成２８年１０月２６日、２７日） 

第２回研究開発管理会議において、研究開発の進捗状況及び研

究手法の妥当性について中間評価を実施し、問題点への対処策を

検討した。 
３．事後評価（平成２９年１月３０日、３１日） 

第３回研究開発管理会議において、成果の確認及び次年度への

研究継続の是非について検討した。 

 

研究開発評価会議（平成２９年２月１７日）において、外部技術

アドバイザー（１名）も参画し、研究開発管理会議における各研究

テーマの評価が次期研究開発計画案に適切に反映されているかを

検証するとともに、研究テーマごとの評価を行った。 
研究開発評価会議の評価・検証及び理事会での審議の結果を踏ま

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

偽造防止技術等の効率的かつ効果的な

研究開発等については、研究開発の基本計

画に基づき、研究開発計画を策定し、７件

の研究テーマを設定した。研究テーマにつ

いては、費用対効果を勘案して効率的、効

果的に実施するため、研究テーマごとの予

算管理を行った。各研究テーマについて

は、研究開発管理会議において事前、中間、

事後の評価を行い、研究開発評価会議にお

いて評価が次期研究開発計画案に適切に

反映されているかの検証等を行ったうえ

で、次期研究開発計画を策定した。また、

高度な技術の種を見出すための幅広い分

野の事前調査を行うとともに、独自の偽造

防止技術を高度化するためのノウハウの

蓄積に努めた。 
研究開発評価会議における評価の結果、

継続案件の年度末評価達成度Ａ以上の割

合及び研究開発活動の成果（終了案件に費

やされた費用に達成度に応じた係数を乗

じて算定した値の合計）は、いずれも目標

を上回った。 
これまでの研究の成果として、レーザー

による加工技術の工夫によって、虹色表現

の世界文化遺産プルーフメダル３点セッ

ト（明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、

造船、石炭産業）等を製品化したことは評

価できる。 
以上のことから、偽造抵抗力の強化等に

向けた研究開発については、定量的な数値

目標を達成しており、その他の定性的な取

組については、事業計画における所期の目

標を達成していると認められることを踏

まえ、当該項目の難易度が高いことを考慮

し、「Ａ」と評価する。 



２３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○継続案件の年度末評

価達成度Ａ以上の割

合（過去５年平均以

上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○研究開発活動の成果

（終了案件に費やさ

れた費用に達成度に

応じた係数を乗じて

算定した値の合計が

当該費用の合計を上

回る） 

 

＜その他の指標＞ 

○研究開発成果の適切

かつ効果的な活用 

（特許出願、学会で

の報告） 

えて、以下のとおり、「平成２９年度研究開発計画」を策定した。 

１．事前調査 
高度な偽造防止技術等の種を見出すため、あらゆる分野の最新

技術について幅広い分野の調査を行うこととした。 
２．研究テーマの設定 

研究テーマを「研究」及び「性能評価」に分類し、研究６件（新

規５件、平成２８年度からの継続１件）、性能評価１件の合計７

件を、研究テーマとして設定した。 

 

研究開発評価会議における評価の結果、継続案件の年度末評価

（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの５段階評価）における達成度がＡ以上であ

る研究テーマの割合は１００％（継続案件１件のうち、１件の達成

度がＡ）となり、過去５年平均（研究開発評価会議は、平成２４年

度から開催したため、平成２４～２７年度の４回の平均）の４５．

８％を上回った。 
（参考）評価の結果の内訳 

区分 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 
Ａ以上 

の割合 

２４年度  5 5 2 2 14 

（平均） 

45.8% 

２５年度  4 1   5 

２６年度  1 3   4 

２７年度  1    1 

計 0 11 9 2 2 24 

２８年度  1    1 100% 

（注）研究開発評価会議は、平成２４年度から開催したため、過去

４回の平均を基準値としている。 

 

研究開発評価会議における評価の結果、研究開発終了案件に費や

された費用（開始時からの累計）に達成度に応じた係数を乗じて算

定した値の合計は３８６百万円となり、当該費用の合計３２２百万

円を上回った。 

 

 

 

 

 

これまでの研究成果として平成２８年度に製品化を行ったもの

は、主として次のとおりである。 
・世界文化遺産プルーフメダル３点セット（明治日本の産業革命 

遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業）のメダルの１つ（造船）に

 

＜課題と対応＞ 

 特になし。 

 



２４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

○研究開発計画を策定

し、事前・中間・事後

評価を実施したうえ

で、その結果を次年度

の研究開発計画に、適

切に反映しているか。

○継続案件の年度末評

価における達成度が

Ａ以上である研究テ

ーマの割合が過去５

年平均以上となるよ

う取り組んでいるか。

○研究開発終了案件に

費やされた費用に達

成度に応じた係数を

乗じて算定した値の

合計が当該費用の合

計を上回るよう取り

組んでいるか。 

○研究開発の成果を適

切かつ効果的に活用

しているか。 

レーザーによる加工技術の工夫（微細な間隔に刻んだ溝に当た

り反射した光が干渉し、虹色に輝いて見えるよう加工する技術）

によって、虹色表現を行った。 
また、機密保持に配慮した上で、次のとおり学会等での報告を行

った。 
・学会行事（一般社団法人軽金属学会第１３０回春期大会「企業交

流会：関西支部企業展示」）への出展を行った（平成２８年５月）。 
・学会（一般社団法人日本塑性加工学会「第３２０回塑性加工シン

ポジウム」）において、貨幣の製造について発表を行った（平成

２８年９月）。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 

特になし。 

  



２５ 

 

様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－（５） 外国貨幣等の受注、製造について 

業務に関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 

独立行政法人造幣局法第１１条第２項第１号及び第２号 

 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を

記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等）

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度

30 

年度

31 

年度

 27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

【参考】 
外国貨幣等の受
注に向けた積極
的な取組 

製造引合に対する

入札参加・見積書提

出件数 

  2 件 3 件 

   売上高（百万円） 18,775 17,223    

売上原価（百万円） 13,868 12,628

【参考】 
外国貨幣等の受

注 

受注件数及び 

受注金額 
  

2 件 

（※） 

2 件 

（※） 

販売費及び一般管理費（百万円） 3,882 4,182

営業費用（百万円） 17,749 16,810

納品達成度 納品達成度(％) 100％ 100％ 100％ 100％ 営業利益（百万円） 1,026 412

製造代金回収率 製造代金回収率(％) 100％ 100％ 100％ 100％ 従事人員数（各年度 4月 1日現在） 300 人 290 人

注）上記の財務情報は、貨幣製造事業セグメントの金額を記載。 

従事人員数は、貨幣製造事業に直接従事する常勤職員数を記載。 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

偽造防止技術を中心とした貨幣の製造

技術やデザイン力等の維持・向上、将来の

貨幣仕様の研究開発及び工業化等に係る

フィールドテスト、次の貨幣の改鋳に備え

た保有設備の有効活用や国際協力を図る

観点から、国内貨幣の製造等の業務の遂行

に支障のない範囲内で、通貨関係当局等と

の緊密な連携の下、外国政府等からの貨幣

等製造及び製造技術協力の実施に向けて

積極的に取り組む。 

 

通貨関係当局等との緊密な連携の下、

国内貨幣の製造等の業務の遂行に支障

のない範囲で、外国政府等の貨幣等製造

の受注及び製造技術協力の実施に向け

て積極的に取り組み、次の改鋳に備えた

保有設備の有効活用、貨幣の製造技術や

デザイン力等の維持・向上を図ります。 

受注した外国貨幣については、受注数

量を確実に納品するとともに、製造代金

を確実に回収します。 

＜その他の指標＞ 

○外国貨幣等の受注に

向けた積極的な取組

（参考指標：製造引合

に対する入札参加・見

積書提出件数） 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞  

通貨関係当局等との緊密な連携の下、国内貨幣の製造等の業務の

遂行に支障のない範囲で、以下のとおり、外国政府等の貨幣等製造

の受注及び製造技術協力の実施に向けて取り組んだ。 
１．製造引合いに対する入札参加・見積提出 

平成２８年度においては、３件の外国貨幣の製造に係る入札に

参加した。 
２．その他の主な取組状況  
・平成２８年６月のアラブ首長国連邦中央銀行訪問の際、今後の

流通貨幣の調達予定等について情報収集を行った。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

外国貨幣等の受注、製造については、

通貨関係当局等との緊密な連携の下、国

内貨幣の製造等の業務の遂行に支障の

ない範囲で、引き続き、受注及び製造技

術協力の実施に向けて取り組み、２件の

外国貨幣を受注した。また、平成２８年

度中に納期を迎えた外国貨幣２件につ

いて、納期までに受注数量を確実に製

造、納品するとともに、製造代金を確実

に回収している。 

（※）受注金額については、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13 年法律第 140 号） 

第 5 条第 4号ト及び発注者との取り決めにより非公表。 



２６ 

 

○外国貨幣等の受注（参

考指標：受注件数及び

受注金額） 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○納品達成度 

（１００％） 

○製造代金回収率 

（１００％） 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

○外国貨幣等の製造の

受注に向けて積極的

に取り組んでいるか。

○受注した外国貨幣等

を確実に納品し、製造

代金を確実に回収し

ているか。 

平成２８年度においては、２件（平成２７年度に入札参加したア

ラブ首長国連邦殉職者の日記念銀貨幣１万枚及び平成２８年度に

入札参加したジョージアワイン記念銀貨幣１千５百枚）の外国貨幣

の製造を受注した。 
（受注金額については、独立行政法人等の保有する情報の公開に関

する法律（平成１３年法律第１４０号）第５条第４号ト及び発注

者との取り決めにより非公表） 

 

平成２７年度において受注した外国貨幣のうち、納期が平成２８

年度中であったジョージア２０テトリ流通貨幣１，４００万枚につ

いては、納期である平成２８年９月までに受注数量の全数を確実に

納品するとともに、同月中に製造代金の回収を完了した。 

また、平成２８年度において受注した外国貨幣のうち、同年度中

に納期を迎えたアラブ首長国連邦殉職者の日記念銀貨幣１万枚に

ついては、納期である平成２８年９月までに受注数量の全数を確実

に納品するとともに、平成２８年１０月に製造代金の回収を完了し

た。 

以上のことから、外国貨幣等の受注、

製造については、定量的な数値目標を達

成しており、その他の定性的な取組につ

いては、事業計画における所期の目標を

達成していると認められることを踏ま

え、「Ｂ」と評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 

特になし。 

  



２７ 

 

様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－（１） 勲章等及び金属工芸品の製造等について 

業務に関連する政策・施策 （内閣府） 

栄典事務の適切な遂行 

 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 

独立行政法人造幣局法第１１条第１項第４号、第５号及び第７号 

 

当該項目の重要度、難易度 【重要度：高】天皇の国事行為として授与される勲章等について、内閣府か

ら求められる品質及び納期を遵守して確実に製造することは、栄典制度の

重要な要素であるため。 

【難易度：高】美麗・尊厳・品格の諸要素を兼ね備えていることが要求され

る勲章等について、品質が均一に保たれるよう製造し、内閣府との契約を

確実に履行するには、細心の注意をもって、熟練した技術を最大限に用い

る必要があるため。 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を

記載） 

（内閣府） 

平成 28 年度行政事業レビューシート事業番号：0145 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度

30 

年度

31 

年度

 27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

受注数量製造率

(％) 

勲章等 100％ 100％ 100％ 100％    
売上高（百万円） 16,288 11,248 

   

金属工芸品 100％ 100％ 100％ 100％ 

納期達成率（％） 勲章等 100％ 100％ 100％ 100％ 
売上原価（百万円） 13,401 9,068 受注品の納期達成

率（％） 
金属工芸品 100％ 100％ 100％ 100％ 

返品率(％) 

勲章等 0％ 0％ 0％ 0％ 販売費及び一般管理費（百万円） 1,821 1,392 

金属工芸品

(※) 
0％ 0％ 0％ 0％ 営業費用（百万円） 15,222 10,460 

情報漏えい、紛失・

盗難発生の有無 

勲章等 発生無し 発生無し 発生無し 発生無し 営業利益（百万円） 1,067 787 

金属工芸品 発生無し 発生無し 発生無し 発生無し 従事人員数（各年度 4月 1日現在） 170 人 174 人 

（※）企画品については、造幣局の責めに帰さない返品を除く。                                        注）上記の財務情報は、その他事業セグメントの金額を記載。 

従事人員数は、その他事業セグメントに属する事業（勲章等及び金属工芸品の製造、貨幣の販売及び貴金

属の品位証明・地金及び鉱物の分析業務）に直接従事する常勤職員数を記載。 

  



２８ 

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

① 勲章等については、製造工程の一層

の効率化を図りつつ、過去に授与され

たものとの間においても同質性や均

一性が確保されるよう、徹底した品質

管理の下で確実に製造することによ

り、内閣府との契約を確実に履行す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 金属工芸品の製造については、貨幣

製造技術の維持・向上に資するために

行う。また、原則として官公庁等の一

 

① 勲章等は、国家が与える栄誉を表

象する重要な製品等であり、品質が

均一に保持されたうえで、美麗・尊

厳・品格の諸要素を兼ね備えたもの

であることなどが要求されるため、

納品後の返品が無いよう徹底した

品質管理を行うとともに、精巧な技

術と細心の注意を払って熟練した

職員の手により、数量・納期を確実

に履行するよう製造します。 

また、勲章等の製造工程について

は、培われてきた伝統技術の確実な

維持・継承と職員の技術向上に取り

組むとともに、機械の導入などによ

る一層の効率化を図ります。なお、

情報漏えいや紛失・盗難を発生させ

ないよう情報の管理及び物品の管

理を万全に行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 金属工芸品については、偽造防止

技術をはじめとする貨幣製造技術

の維持・向上に資する製品の製造に

＜主な定量的指標＞ 

○受注数量製造率 

（１００％） 

○納期達成率 

（１００％） 

○返品率（０％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○情報漏えい、紛失・盗

難発生の有無 

 

 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

○貨幣製造技術の向上

に資する新製品の開

発 

＜主要な業務実績＞  

勲章等は、国家が与える栄誉を表象する重要な製品等であり、品

質が均一に保持されたうえで、美麗・尊厳・品格の諸要素を兼ね備

えたものであること等が要求される。このため、勲章等及び種印極

印の製造に培われてきた伝統技術の確実な維持・継承と職員の技

術向上が必要不可欠であることから、作業を遂行する中で熟練し

た職員が指導者となって行うＯＪＴ（職場内教育）や金工レベルア

ップ研修等を実施することにより、技術・技能の維持向上に取り組

んだ。 

また、さいたま支局においては、本局で導入している作業を自動

化する設備（七宝自動盛付機及び自動研磨機）を導入し、製造工程

の作業の効率化に取り組んだ。 

これらの取組のもと製造した製品２９，４３４個を、内閣府との

間で締結した勲章等製造請負契約に基づき、決められた納期まで

に、厳格な検査体制の下で、製造、納品を確実に行い、納品後の返

品は無かった。 

 

（参考）平成２８年度における主な勲章の内閣府への納品実績 

桐花大綬章      ２組 

文化勲章       ８個 

宝冠大綬章      １組 

旭日大綬章     ５０組 

瑞宝大綬章      ２組 

旭日重光章     ９０組 

瑞宝重光章     ７０組 

 

製造に当たっては、勲章等は、国家が与える栄誉を表象する重要

な製品等であることから、文書については所定の書庫に施錠のう

え厳重保管するとともに、製造工程においては、工程間での物品の

移動に際しての数量管理の徹底や、工場等への入退室の際は個人

認証システムにより入退室者の照合確認を行う等、厳格なセキュ

リティチェック等を実施し、製造工程内の物品の管理を万全に行

ったことにより、情報漏えいや紛失・盗難の発生はなかった。 

 

金属工芸品の製造については、偽造防止技術をはじめとする貨

幣製造技術の維持・向上に資する製品の製造に限定し、この目的に

資する新製品の開発に取り組んだ。具体的には、メダルの１つ（造

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

勲章等については、精巧な技術と細心の

注意を払い、徹底した品質管理の下で製造

することにより、決められた納期までに製

造、納品を確実に行い、納品後の返品が無

かったことは、高く評価できる。 

また、ＯＪＴや各種研修に取り組むこと

で伝統技術の確実な維持・継承と職員の技

術向上を図りつつ、七宝自動盛付機等の自

動化機械を活用した作業の効率化に取り

組んだ。 

金属工芸品については、偽造防止技術を

はじめとする貨幣製造技術の維持・向上に

資する製品の製造に限定し、貨幣製造技術

の向上に資する新製品を開発するととも

に、受注したすべての金属工芸品について

は、顧客との契約に基づき、決められた納

期までに製造、納品を確実に行い、納品後

の返品は無かった。企画品についても同様

に、販売後の返品は無かった。 

なお、平成２８年度においては、平成３

２年（２０２０年）に開催される東京 2020

オリンピック競技大会及び東京 2020 パラ

リンピック競技大会の入賞メダル等の受

注に向けた調査・検討を行った。 

勲章の製造、金属工芸品の製造ともに、

情報の管理及び物品の管理を万全に行い、

情報漏えいや紛失・盗難の発生はなかっ

た。 

以上のことから、勲章等及び金属工芸品

の製造等については、定量的な数値目標を

達成しており、その他の定性的な取組につ

いては、事業計画における所期の目標を達

成していると認められることを踏まえ、当

該項目の難易度が高いことを考慮し、「Ａ」

と評価する。 



２９ 

 

般競争入札への参加による受注・製造

を行わないことに加え、受注品につい

ても、製品の主旨等を踏まえ、公共性

が高い場合に限り製造を行う。 

限定し、この目的に資する新製品の

開発に取り組みます。また、原則と

して官公庁等の一般競争入札への

参加による受注・製造を行わないこ

とに加え、受注品についても、発注

者の性格や製品の主旨・利用目的等

を踏まえ、公共性が高い場合に限り

製造を行い、数量・納期を確実に履

行するよう取り組みます。なお、情

報漏えいや紛失・盗難を発生させな

いよう情報の管理及び物品の管理

を万全に行います。 

さらに、金属工芸品の製造工程に

ついては、返品が無いよう確実な製

造を行い、伝統技術の維持・継承と

職員の技術向上に取り組むととも

に、機械の導入などによる一層の効

率化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○受注数量製造率 

（１００％） 

○受注品の納期達成率

（１００％） 

○返品率（０％） 

（ただし、企画品につ

いては、造幣局の責め

に帰さない返品を除

く） 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○情報漏えい、紛失・盗

難発生の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

○受注数量・納期を確実

船）に、レーザーによる加工技術の工夫（微細な間隔に刻んだ溝に

当たり反射した光が干渉し、虹色に輝いて見えるよう加工する技

術）によって虹色表現を行った、世界文化遺産プルーフメダル３点

セット（明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業）

を製品化し販売した。 

受注品については、発注者の性格、製品の主旨・利用目的を踏ま

え公共性が高いと判断できる製品に限っており、引き続き、原則と

して官公庁等の一般競争入札に参加しての受注・製造は行ってい

ない。 

なお、平成２８年度においては、平成３２年（２０２０年）に開

催される東京 2020 オリンピック競技大会及び東京 2020 パラリン

ピック競技大会の入賞メダル等の受注に向けた調査・検討を行っ

た。 

 

受注したすべての金属工芸品について、依頼内容を的確に把握

し、顧客との契約に基づき、決められた納期までに製造、納品を確

実に行い、納品後の返品は無かった。 

企画品についても同様に、販売後の返品は無かった。 

また、ＯＪＴ（職場内教育）や工芸部門総合技能研修等を実施す

ることにより、伝統技術の維持・継承と職員の技術向上に取り組む

とともに、製造工程の効率化やコスト削減のため、これまでに導入

したマシニングセンタ等の自動化機械を積極的に活用した。 

（注）マシニングセンタ 

   コンピュータ制御により、予めプログラムしておいた切削

や穴あけ等の多種多様な加工を全自動で行う工作機械。 

 

勲章等の製造と同様に、情報の管理及び物品の管理を万全に行

ったことにより、情報漏えいや紛失・盗難の発生はなかった。 

 

（参考）勲章等及び金属工芸品の販売状況 

（金額欄は税抜） 

区分 

２７年度 ２８年度 

個数 
金額 

（千円） 
個数 

金額 

（千円） 

勲 章 等 30,270 2,185,484 29,434 2,117,328 

金属工芸品 49,232 1,655,539 70,666 2,064,503 

計 79,502 3,841,023 100,100 4,181,831 
 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 

 



３０ 

 

に履行し、納品後の返

品が無いよう製造を

行っているか。 

○情報漏えい、紛失・盗

難発生及び地金の亡

失を防いでいるか。 

○金属工芸品について、

貨幣製造技術の向上

に資する新製品の開

発に取り組んでいる

か。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 

特になし。 

  



３１ 

 

様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－（２） 貨幣の販売について 

業務に関連する政策・施策 （財務省） 

総合目標４ 通貨の流通状況を把握するとともに、偽造・変造の防止等に取

り組み、高い品質の通貨を円滑に供給することにより、通貨に対する信頼

の維持に貢献する。 

政策目標４－１ 通貨の円滑な供給及び偽造・変造の防止 

施策４－１－３ 国家的な記念事業としての記念貨幣の発行 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 

独立行政法人造幣局法第１１条第１項第１号及び第７号 

通貨の単位及び貨幣の発行等に関する法律第１０条 

 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を

記載） 

（財務省） 

平成 28 年度事前分析表〔総合目標４〕 

平成 28 年度事前分析表〔政策目標４－１〕 

平成 28 年度行政事業レビューシート事業番号：0022 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度

30 

年度

31 

年度

 27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

顧客満足度 

アンケート 

結果 

顧客満足度 

アンケート 

結果 

5 段階評価で 

平均評価 3.5

超 

3.5 4.3 4.3 

   
売上高（百万円） 16,288 11,248

 

 

  

売上原価（百万円） 13,401 9,068【参考】 

国民のニーズ

に的確に対応

した貨幣セッ

トの販売 

製造セット数 

（年銘） 
  

2,731,000 

セット 

1,488,000

セット

販売セット数 

（年銘） 
  

2,490,816 

セット 

1,411,734

セット
販売費及び一般管理費（百万円） 1,821 1,392

【参考】 

公平・公正な販

売に向けた適

切な取組 

申込倍率   
別紙３ 

表１参照 

別紙３ 

表１参照 
営業費用（百万円） 15,222 10,460

情報漏えい、紛

失・盗難発生の

有無 

情報漏えい等

の発生の有無 
発生無し 発生無し 発生無し 発生無し 

営業利益（百万円） 1,067 787

従事人員数（各年度 4月 1日現在） 170 人 174 人

注）上記の財務情報は、その他事業セグメントの金額を記載。 

従事人員数は、その他事業セグメントに属する事業（勲章等及び金属工芸品の製造、貨幣の販売及び

貴金属の品位証明・地金及び鉱物の分析業務）に直接従事する常勤職員数を記載。 
  



３２ 

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

貨幣セット販売業務については、新製品

の開発や顧客層の拡大、代金決済手段の多

様化等サービス向上を図ることにより、国

民のニーズに応えるとともに、「公共サー

ビス改革基本方針」（平成 24 年７月 20 日

閣議決定）に基づく、業務フロー・コスト

分析の結果を踏まえ、効率化や民間ノウハ

ウの活用等の観点から、業務について不断

の見直しに努める。 

 また、記念貨幣については、公正・公平

な抽選や確実な配送を行うことにより、広

く国民に行き渡るよう注力する。 

 

貨幣セット販売業務については、国民

のニーズに応えるとともに、「公共サー

ビス改革基本方針」（平成 24 年７月 20

日閣議決定）に基づく、業務フロー・コ

スト分析の結果を踏まえ、業務について

不断の見直しに努めます。 

また、記念貨幣の販売に当たっては、

国家的な記念事業としての性格も踏ま

え、引き続き、はがきに加えオンライン

でも申込みの受付を行い、購入希望者の

公平性に配意しつつ、公正・公平な抽選

や確実な発送を行うことにより、広く国

民に行き渡るよう取り組みます。 

さらに、貨幣セットの購入者をはじめ

とする顧客に対し、アンケ－トによる満

足度調査を実施し、５段階評価で平均し

て３．５を超える評価が得られるよう取

り組みます。顧客アンケート調査等で得

られたニーズを踏まえ、代金支払方法の

多様化等のサービス向上に向けて取り

組みます。なお、貨幣製造技術の向上に

資する新製品の開発に取り組むととも

に、情報漏えいや紛失・盗難を発生させ

ないよう情報の管理及び物品の管理を

万全に行います。 

＜その他の指標＞ 

○貨幣セット販売業務

の見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○国民のニーズに的確

に対応した貨幣セッ

トの販売（参考指標：

製造セット数及び販

売セット数（年銘））

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞  

貨幣セット販売業務については、平成２４年７月２０日閣議決

定の公共サービス改革基本方針に基づき、業務フロー・コスト分析

を実施し、事務・事業の質の維持や、効率性、コスト削減、民間ノ

ウハウの活用等の観点から民間への委託の拡大について検討を重

ねてきた。 

こうした経緯を踏まえ、造幣局本局構内の販売所（ミントショッ

プ）における店頭販売業務については、平成２６年４月から民間へ

の委託を実施しており、平成２８年度においても、前年度における

実施状況を踏まえ、イベントにおける販売所及び本局構内のミン

トショップにおける店頭販売業務の民間への外部委託を実施し

た。 

また、造幣さいたま博物館内のミントショップについては、さい

たま支局開局後の売り上げの推移を見極めた上で委託の可否につ

いての検討を行い、本局構内のミントショップと併せて民間への

委託を行うべく企画競争を実施し、平成２９年度からイベントに

おける販売所及び本局構内のミントショップに加えて民間への業

務委託を実施することとした。 

（注）平成２５年６月１４日、平成２６年７月１１日及び平成２７

年７月１０日に閣議決定された公共サービス改革基本方針で

は、当該業務は民間競争入札の対象事業とはされていない。 

 

顧客層の拡大を図るべく、これまでに実施した顧客アンケート

調査で得られた貨幣セットに対する顧客の要望を踏まえた貨幣セ

ットの企画に努め、平成２８年度においては、山の日貨幣セット

（各種行事・イベントを題材にした貨幣セット）、享保の改革３０

０年２０１６プルーフ貨幣セット～貨幣の改鋳～（日本の歴史を

題材にした貨幣セット）及びジョージア２０テトリ貨幣入り平成

２８年銘貨幣セット（外国貨幣が入った貨幣セット）の３種を企画

し、販売を行った。 

なお、製造した平成２８年銘の貨幣セット数は、１，４８８，０

００セットであり、販売した平成２８年銘の貨幣セット数は１，４

１１，７３４セット（平成２９年３月末時点）である。 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

国民のニーズに的確に対応した貨幣セ

ットの販売を行うとともに、国民に対し記

念貨幣の購入機会を広く公平に提供でき

るよう、広く周知し、厳正な抽選会を実施

する等、適切に取り組んでいる。 

サービスの向上に向けて取り組み、顧客

満足度アンケート結果において、目標を上

回る平均４．３を達成しており、貨幣セッ

ト購入者等から高い評価を受けている。 

また、地方自治法施行６０周年記念貨幣

の販売に当たっては、顧客のニーズを踏ま

えた同記念貨幣用の収納ケースや、「地方

自治法施行６０周年記念貨幣全４７都道

府県発行記念メダル」の販売に加え、「地方

自治法施行６０周年記念貨幣展」や「デザ

イン教室」等を開催し、メディアの取材、

報道等を通じて同記念貨幣の周知に取り

組むとともに、これらの周知活動のうちの

一部を、東京 2020 オリンピック・パラリン

ピック競技大会記念貨幣（リオ 2016－東京

2020 開催引継記念）及び第８回アジア冬季

競技大会記念貨幣にも展開して実施して

いることは評価できる。 

貨幣製造技術の向上に資する新製品の

開発を行い、また、情報の管理及び物品の

管理を万全に行い、情報漏えいや紛失・盗

難の発生はなかった。 

以上のことから、貨幣の販売について

は、定量的な数値目標を達成しており、そ

の他の定性的な取組についても事業計画

における所期の目標を達成していると認

められることを踏まえ、「Ｂ」と評価する。

 

＜課題と対応＞ 
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○公平・公正な販売に向

けた適切な取組（参考

指標：申込倍率の状

況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）貨幣セット及び外国貨幣の販売状況（税抜） 

区  分 
２７年度 ２８年度 

セット数 金額(千円) セット数 金額(千円) 

通常貨幣セ

ット 
1,486,904 2,215,082 1,151,033 1,778,241 

プルーフ貨

幣セット 
285,480 1,454,685 179,510 1,305,308 

プレミアム

貨幣セット
853,564 8,501,185 407,385 3,896,967 

外国貨幣 10,000 57,131 0 0 

計 2,635,948 12,228,083 1,737,928 6,980,516 

（注）１．この他、地方自治法施行６０周年記念５百円バイカラー・

クラッド貨幣収納ケース（平成２７年度７，３７２個、平成

２８年度２，０５７個）及び地方自治法施行６０周年記念

千円銀貨幣収納ケース（平成２７年度８３個、平成２８年

度４０個）並びに新幹線鉄道開業５０周年記念百円クラッ

ド貨幣収納ケース（平成２７年度１４４，９９１個、平成２

８年度２２，９９４個）の販売を行った。 
２．通常貨幣セット及びプルーフ貨幣セットには、地方自治法

施行６０周年記念５百円バイカラー・クラッド貨幣、新幹線

鉄道開業５０周年記念百円クラッド貨幣を組み込んだもの

を含む。 
３．プレミアム貨幣セットは、「地方自治法施行６０周年記念

千円銀貨幣プルーフ貨幣セット」、「東京 2020 オリンピック

競技大会記念千円銀貨幣プルーフ貨幣セット（リオ 2016－

東京 2020 オリンピック競技大会開催引継記念）」、「東京

2020 パラリンピック競技大会記念千円銀貨幣プルーフ貨幣

セット（リオ 2016－東京 2020 パラリンピック競技大会開催

引継記念）」、「第８回アジア冬季競技大会記念千円銀貨幣

プルーフ貨幣セット」、「東日本大震災復興事業記念貨幣（第

１～４次発行分）１万円金貨幣プルーフ貨幣セット」及び「東

日本大震災復興事業記念貨幣（第１～４次発行分）千円銀貨

幣プルーフ貨幣セット」である。 
 

記念貨幣の販売開始に当たっては、記者発表を行うとともに、新

聞広告や造幣局ホームページへの販売要領掲載等により、広く国

民に周知した。 

記念貨幣についてはできる限り多くの国民の方に保有していた

だくことが望ましいため、販売予定数を上回る申込みがあった場

合には抽選により当選者を決定すること及び当選は１人当たり１

セット限りとすることとし、その旨を販売要領に記載している。 

案内の結果、申込数が販売予定数の約４～５倍となった地方自

治法施行６０周年記念千円銀貨幣のほか、販売予定数を上回る申

込みがあったものについては、関係者及び第三者の立会いの下、公

開の抽選会により厳正な抽選を行って当選者を決定した。なお、抽

選会の模様については造幣局ホームページ上で動画配信を行っ

た。 

特になし。 
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○サービスの向上に向

けた取組 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○顧客満足度アンケー

ト結果（５段階評価で

平均評価３．５超） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○情報漏えい、紛失・盗

難発生の有無 

記念貨幣の申込倍率の状況は、別紙３表１を参照。 

 

顧客のニーズを踏まえ、サービスの向上に向けて、以下の取組を

行った。 

・顧客対応会議を毎週１回開催して顧客からの意見等を担当部内

で共有し、意見に対する対応策について検討を行う等、サービス

向上に向けて取り組んだ。 

・オンラインショップでの申込におけるクレジットカードによる

代金決済の運用を、引き続き実施した。 

・造幣局構内のミントショップでの、外国人旅行者に対する免税

販売に関する検討を行った。 

 

国民のニーズを把握するため、造幣局が開催又は出展したイベ

ント「花のまわりみち」、「地方自治法施行６０周年記念貨幣展」

「大阪コインショー」、「造幣局ＩＮ福島」、「お金と切手の展覧会」、

「世界の貨幣まつり」への来場者及び貨幣セット購入者に対して、

顧客満足度アンケート調査を実施した。アンケートの結果、顧客満

足度は５段階評価で平均４．３となり、基準値である３．５を上回

った。 

また、地方自治法施行６０周年記念貨幣については、平成２０年

度から９年にわたり、財務大臣が定める貨幣製造計画に従い確実

に製造を行い、平成２８年度発行の福島県及び東京都分をもって、

４７都道府県全ての図柄の貨幣の製造を完了した。地方自治法施

行６０周年記念貨幣の販売に当たっては、顧客のニーズを踏まえ

た同記念貨幣用の収納ケースや、「地方自治法施行６０周年記念貨

幣全４７都道府県発行記念メダル」を販売するとともに、記念貨幣

が発行される都道府県において「地方自治法施行６０周年記念貨

幣展」や「デザイン教室」等を開催し、メディアの取材、報道等を

通じて同記念貨幣の周知に取り組んだ。加えて、ポスター、リーフ

レット等を作成し、発行対象の都道府県庁等の関係機関による周

知活動がより一層行われるよう働きかけるとともに、当局幹部が

発行対象都道府県を訪問して同記念貨幣を贈呈し、その模様を報

道機関に取り上げてもらうことにより、より一層の周知を図った。 

これらの周知活動のうちの一部は、東京 2020 オリンピック・パ

ラリンピック競技大会記念貨幣（リオ 2016－東京 2020 開催引継

記念）及び第８回アジア冬季競技大会記念貨幣にも展開して実施

している。 

 

文書については所定の書庫に施錠のうえ厳重保管するととも

に、顧客情報については、データが保管されているサーバ室への入
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＜その他の指標＞ 

○貨幣製造技術の向上

に資する新製品の開

発 

 

＜評価の視点＞ 

○貨幣セット販売業務

の見直しに努めてい

るか。 

○国民のニーズに応え

た貨幣セットの販売

を行っているか。 

○記念貨幣について、公

平・公正な販売に向け

た適切な取組を行っ

ているか。 

○顧客満足度アンケート

結果の目標（５段階評

価で平均評価３．５超）

を達成するとともに、

サービスの向上に向け

て取り組んでいるか。

○貨幣製造技術の向上に

資する新製品の開発に

取り組むとともに、情

報漏えいや紛失・盗難

の発生を防いでいる

か。 

退室の際は個人認証システムにより入退室者の照合確認を行う

等、厳格なセキュリティチェック等を実施し、そのデータベースに

は許可された職員以外はアクセス出来ないよう措置を施すこと等

により、情報漏えいの発生はなかった。 

物品については、工程間での移動に際しての数量管理の徹底や、

建物等への入退室の際は個人認証システムにより入退室者の照合

確認を行う等、厳格なセキュリティチェック等を実施し、製造工程

内の物品の管理を万全に行うことにより、紛失・盗難の発生はなか

った。 

 

貨幣製造技術の向上に資する新製品等、国民のニーズに対応し

た新製品の開発に取り組んだ結果、造幣局さいたま支局開局を記

念した通常貨幣セット及びプルーフ貨幣セットを企画し、うちプ

ルーフ貨幣セットには虹色発色加工を応用したメダルを組み込ん

だ。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 

特になし。 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－（３） 貴金属の品位証明・地金及び鉱物の分析業務について 

業務に関連する政策・施策  ― 当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 

独立行政法人造幣局法第１１条第１項第６号 

 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を

記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度

30 

年度

31 

年度

 27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

返却期限達成率

（％） 

貴金属の 

品位証明 
100％ 100％ 100％ 100％ 

   
売上高（百万円） 16,288 11,248 

売上原価（百万円） 13,401 9,068 

地金及び 

鉱物の分析 
100％ 100％ 100％ 100％ 

販売費及び一般管理費（百万円） 1,821 1,392 

収支相償の達成

（％） 

貴金属の 

品位証明 
100％ 100％ 100％ 100％ 

営業費用（百万円） 15,222 10,460 

営業利益（百万円） 1,067 787 

地金及び 

鉱物の分析 
100％ 100％ 100％ 100％ 

従事人員数（各年度4月 1日現在） 170 人 174 人 

注）上記の財務情報は、その他事業セグメントの金額を記載。 

従事人員数は、その他事業セグメントに属する事業（勲章等及び金属工芸品の製造、貨幣の販売及び貴金属

の品位証明・地金及び鉱物の分析業務）に直接従事する常勤職員数を記載。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

貴金属の品位証明業務については、業界

の自主的な取組等民間における実施状況

を確認しつつ、確実に作業を行うことによ

り、貨幣製造を通じて培ってきた分析技術

を活用したサービスを提供する。また、ロ

ンドン貴金属市場協会（ＬＢＭＡ）が発行

 

貴金属の品位証明業務については、貨

幣製造を通じて培ってきた分析技術を

活用し、確実に作業を遂行したうえで、

委託者への返却期限を遵守します。ま

た、紛争地域において産出された金地金

（紛争金）が武装集団等の資金源となる

＜主な定量的指標＞ 

○返却期限達成率 

（１００％） 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞  

貴金属製品の品位証明業務については、品位試験及び試験に合格

した製品への品位証明印（ホールマーク）の打刻等の作業を確実に

行い、委託者への返却期限を遵守した。 
また、地金及び鉱物の分析業務についても、依頼のあった成分に

ついての分析等の作業を確実に行い、委託者への返却期限を遵守し

た。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

貴金属の品位証明業務並びに地金及び

鉱物の分析業務について、いずれも確実

に作業を行い、委託者への返却期限を１

００％遵守した。特に、平成２８年１０月

に完了した東京支局のさいたま市への移



３７ 

 

した「LBMA Responsible Gold Guidance」

に基づく紛争金管理を的確に実施する。 

地金及び鉱物の分析業務については、取

引において双方の分析が異なる場合に第

三者機関として実施する審判分析等を通

じ、公共的な役割を果たす。 

また、これらの業務を着実に実施し、公

益的役割を果たしていくため、品位証明業

務及び分析業務に係るアクションプログ

ラムに基づき、受益者に適正な負担を求め

ること等を通じて、収支相償を達成する。 

 

ことを防止するため、ロンドン貴金属市

場協会（ＬＢＭＡ）が発行した「LBMA 

Responsible Gold Guidance」に基づき、

紛争金に的確に対応します。さらに、消

費者保護や貴金属取引の安定に寄与す

る公共性の高い業務であることから、そ

の役割について周知活動を積極的に行

うとともに、造幣局の品位証明業務の継

続に対する要望や、業界の自主的な品位

保証への取組の有無等について、関係団

体へのヒアリング等により実態を調査

していきます。 

地金及び鉱物の分析業務については、

取引において双方の分析が異なる場合

に第三者機関として実施する審判分析

等を通じ、公共的な役割を果たすべく、

確実に作業を行い、委託者への返却期限

を遵守します。 

なお、これらの業務を着実に実施する

に当たっては、利用者の利便性向上に取

り組みつつ、品位証明業務及び分析業務

に係るアクションプログラムに基づき、

受益者に適正な負担を求めること等を

通じて、引き続き、収支相償の達成に取

り組みます。 

 

 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

○紛争金対応方針に基

づく適切な管理  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○関係団体への実態調

査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、平成２８年１０月に完了した東京支局のさいたま市への移

転に伴い、当該業務を一時的に止めることとなったが、受付休止期

間を最小限の日数（８日間）に留めるとともに、貴金属製品業界団

体及び検定登録事業者への事前の周知をきめ細かく実施したこと

により、委託者への返却期限を遵守することができた。 

 

紛争金が武装集団等の資金源となることを防止するため、ＬＢＭ

Ａが発行した「LBMA Responsible Gold Guidance」に基づき定め
た「紛争金対応方針」に従って、推進責任者や遵守責任者を選任す

る等、紛争金に関する体制を整備し、金地金の精製依頼の受付に当

たってリスク評価を行う等、適切な管理を行った。 
また、平成２７年度における紛争金対応の体制及び実施状況につ

いて、「Compliance Report」を作成し、独立した第三者機関による
監査を受けた結果、適正である旨の報告を受けた。「Compliance 
Report」及び独立した第三者機関による監査報告書は、ＬＢＭＡに
提出するとともに、当局ホームページにおいて公表している。 

 

関係団体の実態調査については、以下のとおり実施した。 
１．消費者団体及び貴金属製品業界団体と、個別に品位証明制度

について意見交換を行い、いずれの団体からも消費者保護のた

め造幣局の品位証明制度の継続を要望された。 
２．貴金属製品業界団体及び検定登録事業者と年一回行う検定事

業懇談会（平成２９年２月）において、「品位証明事業は消費者

保護等の公的使命があり、世の中から求められている。」「品位

証明事業の担い手として今のところ当局に代わるところはな

い。」との状況に変わりはないとの認識であった。 
 ３．東京支局のさいたま市への移転に伴い、貴金属製品の品位証

明業務及び地金及び鉱物の分析業務を一時的に停止したこと

について、複数の検定登録事業者に意見を伺ったところ、事前

に十分な周知がなされており、混乱は無かったとの回答があっ

た。 

 

こうした、消費者団体、貴金属製品業界団体及び検定登録事業者

からの要望等を踏まえ、貴金属の品位証明業務については、消費者

保護や貴金属製品取引の安定という社会的要請に寄与するもので

あるとして、引き続き、業務を継続し収支相償の達成に努めること

とした。また、今後とも定期的に関係団体へのヒアリング等の実態

調査を行うこととした。 

 

 

転に伴い、当該業務を一時的に止めるこ

ととなったが、受付休止期間を最小限の

日数に留めるとともに、貴金属製品業界

団体及び検定登録事業者への事前の周知

をきめ細かく実施し、委託者への返却期

限を遵守することができたことは評価で

きる。 
紛争地域において産出された金地金

（紛争金）が武装集団等の資金源となる

ことを防止するため、紛争金への対応を

適切に実施したことは、金地金を取り扱

う事業者としての社会的責任を適切に果

たしている。 
関係団体の実態調査について、消費者

団体や貴金属製品業界団体及び検定登録

事業者から消費者保護のため造幣局の品

位証明制度の継続を要望されたことは、

貴金属製品の品位証明業務が消費者保護

や貴金属製品取引の安定という社会的要

請に寄与しているものと評価できる。 
また、消費者等への周知活動に積極的

に取り組むことで品位証明業務について

の国民の理解促進を図ったことは、消費

者保護や貴金属製品取引の安定に資する

ものである。 
貴金属製品の品位証明業務及び地金及

び鉱物の分析業務については、東京支局

の移転により建物等の減価償却費が増加

したところ、東京支局の移転に伴う建物

等の減価償却費の増加に係る費用等を除

いた当該業務を運営するために必要とな

る費用において収支相償となるよう、引

き続き、アクションプログラムの取組を

推進し、収支相償となった。 
以上のことから、貴金属の品位証明・地

金及び鉱物の分析業務については、定量

的な数値目標を達成しており、その他の

定性的な取組については、事業計画にお

ける所期の目標を達成していると認めら

れることを踏まえ、「Ｂ」と評価する。 
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○貴金属の品位証明業

務の積極的な周知及

び利便性向上に向け

た取組 

＜主な定量的指標＞ 

○収支相償の達成 

（１００％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貴金属の品位証明業務についての周知活動を、移転先のさいたま

市においても実施した。また、品位証明業務の利便性については、

東京支局の移転に伴う受付休止期間について事前の周知をきめ細

かく実施した。貴金属の品位証明業務の積極的な周知の実績につい

ては、別紙４表１を参照。 

 

貴金属の品位証明業務においては、アクションプログラムを継続

して推進したことにより、ここ数年、収支相償を達成している。 
平成２８年度は、東京支局のさいたま市への移転により建物等の

減価償却費が増加したところ、東京支局の移転に伴う建物等の減価

償却費の増加に係る費用等を除いた当該業務を運営するために必

要となる費用において収支相償となるよう、引き続き、アクション

プログラムの取組を推進し、収支相償となった。 

 

（注）品位証明業務におけるアクションプログラム 
収支相償となるよう平成１９年１月に定めた具体的な改善

策（業務実施局の統合、顧客へのサービス向上策として金製品

の受付日の翌日午後返却等返却期間の短縮、手数料体系の見直

しによる手数料の引上げ、大口割引制度の導入） 
 
（参考）貴金属の品位証明業務の受託及び収支状況 

（単位：百万円）  

区  分 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 
28 年度 
（※） 

受託数量 
（千個） 212 238 251 281 259 

売上高 42 42 42 48 48 
売上原価 39 37 38 41 42 

売上総利益 3 5 4 7 6 

（※）平成 28 年度の売上原価から移転に係る減価償却費 12 百万

円を除く。 
 

地金及び鉱物の分析業務については、双方の分析が異なる場合に

第三者機関として実施する審判分析等により取引の安定に寄与し

ており、このような公共的な役割を担いつつも効率的な業務運営を

行うよう、引き続き、アクションプログラムを推進しており、引き

続き、収支相償を達成している。 
平成２８年度は、貴金属の品位証明業務と同様、東京支局のさい

たま市への移転により建物等の減価償却費が増加したところ、東京

支局の移転に伴う建物等の減価償却費の増加に係る費用等を除い

た当該業務を運営するために必要となる費用において収支相償と

 

＜課題と対応＞ 

 特になし。 
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＜評価の視点＞ 

○確実に作業を遂行し

たうえで、委託者への

返却期限を遵守して

いるか。 

○紛争金対応方針に基

づく適切な管理を行

っているか。 

○積極的な周知及び利

便性向上に向けて取

り組むとともに、関係

団体への実態調査を

行っているか。 

○品位証明業務及び分

析業務に係るアクシ

ョンプログラムに基

づき、引き続き、収支

相償の達成に取り組

んでいるか。 

なるよう、引き続き、アクションプログラムの取組を推進し、収支

相償となった。 
 

（注）地金及び鉱物の分析業務におけるアクションプログラム 

収支相償となるよう平成２０年１１月に定めた具体的な改

善策（業務実施局の統合、手数料の見直しの導入） 

 

（参考）地金及び鉱物の分析業務の受託及び収支状況 

（単位：千円） 

区  分 24 年度 25 年度 26 年度
27 年度 
（※1） 

28 年度 
（※2） 

受託数量 
（成分） 72 82 79 60 58 

売上高 3,743 3,560 3,312 2,816 2,817 
売上原価 3,705 3,383 2,816 2,763 2,728 

売上総利益 358 38 177 496 88 

（※１）平成 27 年度の売上原価は、翌年度繰越分 544 千円を除く。 
（※２）平成 28 年度の売上原価は、前年度繰越分 544 千円を加

え、移転に係る減価償却費 635 千円を除く。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 

特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－（１） 組織の見直しについて 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

【参考】 

組織の効率化 

期末人員数   819 人 827 人 
   

常勤役職員（フルタイム再任用職員を含む） 

人件費   6,002 百万円 5,987 百万円 
毎年度公表している「独立行政法人造幣局の役職員の報酬・給
与等について」中の「Ⅲ 総人件費について」における「給与、
報酬等支給総額」 

売上高人件費比率    21.0％ 平成 28 年度から参考指標となった 

【参考】 

適正な給与水準の維持 
前年度における 
ラスパイレス指数 

  99.0 99.0 対国家公務員ラスパイレス指数（事務・技術職員） 

給与水準の公表の有無 
前年度分の 
公表の有無 

公表有り 公表有り 公表有り 公表有り 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

 造幣局は、行政執行法人として正確かつ

確実に業務を遂行するため、業務の質を高

い水準に維持しつつ、あわせて国民負担の

軽減を図る観点から、引き続き効率的かつ

効果的な業務運営を推進することにより、

製造コストの引下げに努める必要がある。 

 

① 「国家公務員の総人件費に関する基

本方針」（平成 26 年７月 25 日閣議決

定）を踏まえ、業務の質の低下を招か

ないよう配意しつつ、業務の効率性や

業務量等に応じた適正な人員配置を

行いながら組織の効率化に向けて取

り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 組織の見直しについては、「国家

公務員の総人件費に関する基本方

針」（平成 26 年７月 25 日閣議決定）

を踏まえ、業務の質の低下を招くこ

となく安定的に業務運営ができる

よう配慮しつつ、業務の効率性や業

務量等に応じた適正な人員配置を

行いながら、組織の効率化に向けて

取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

○適正な人員配置 

○組織の効率化（参考

指標：期末人員数

（フルタイム再任用

職員を含む）、売上高

人件費比率）     

※「人件費」とは、毎年

度公表している「独立

行政法人造幣局の役

職員の報酬・給与等に

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

中期的な観点から参考となるべき事項として設定する人員及び

人件費に係る目標（将来の安定的な業務運営に支障が生じないよ

う配意しつつ、平成２７年度から平成３１年度までの５年間にお

いて、平成３１年度末の常勤役職員の総数を平成２６年度末以下

とし、平成３１年度の人件費を平成２６年度以下とする）の達成を

考慮した上で、平成２９年度期初における新規採用予定者数を、総

合職及び一般職４人、工芸職１人、技能職１０人の計１５人とし、

業務の効率性や業務量、技能伝承等の状況、将来の職員の年齢構成

等を総合的に勘案しながら、配置先を決定した。 
また、平成２８年度期初においては、組織の効率化を考慮しつ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

組織の見直しについては、中期的な観

点から参考となるべき事項として設定す

る人員及び人件費に係る目標の達成を考

慮した上で、平成２９年度期初における

新規採用予定者数を計１５人とし、業務

の効率性や業務量、技能伝承等の状況、将

来の職員の年齢構成等を総合的に勘案し

ながら、配置先を決定した。また、平成２

８年度期初においては、組織の効率化を

考慮しつつ、喫緊の課題であった東京支

局の移転を確実に実施するため、移転作

業に係る統合調整の役割を担う組織とし

て、本局総務部に「支局移転管理室」を設

置するなど、業務に支障が生じないよう、

適正な組織の見直し及び人員配置を行っ
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② 給与水準について、国家公務員の給

与水準も十分考慮し、引き続き、ラス

パイレス指数による比較等を行い、適

正な水準の維持に向けて取り組むと

ともに、その状況を公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 給与水準については、国家公務員

の給与水準を参酌し、引き続き、ラ

スパイレス指数による比較等を行

い、適正な水準の維持に向けて取り

組むとともに、総務大臣の定める様

式により役職員の給与等の水準を

造幣局ホームページにおいて公表

します。 

ついて」中の「Ⅲ 総

人件費について」にお

ける「給与、報酬等支

給総額」をいう。以下

同じ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○給与水準の公表の有

無 

＜その他の指標＞ 

○適正な給与水準の維

持 

 

 

 

 

 

 

 

 

つ、平成２８年１０月を目途とした東京支局の移転を確実に実施

するため、本支局関係各課室で移転に係る情報を共有し、適宜、関

係各課室に対して適切に指示を行う組織として、前年度に立ち上

げた「移転準備会議」の役割を継承し、移転作業に係る統合調整の

役割を担う組織として、本局総務部に「支局移転管理室」を設置し

た。 
組織の効率化については、将来の安定的な業務運営に支障が生

じないよう配意しつつ、業務の効率性や業務量等に応じた適正な

人員配置を行ったところ、フルタイム再任用職員の任期が前年ま

での１年間から今年度より２年間に延びたことに伴い、平成２８

年度末の常勤役職員の総数は８２７人（フルタイム再任用職員２

６人を含む）となった。また、平成２８年度における人件費は５，

９８７百万円となり、売上高人件費比率は２１．０％となった。 
 

（参考）人件費及び期末常勤役職員数の推移 

区分 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

人件費 
（百万円）

5,878 5,864 6,208 6,002 5,987 

対前年度人

件費削減率
△6.0％ △0.2％ 5.9％ △3.3％ △0.2％ 

売上高 
人件費比率

19.9％ 19.2％ 19.1％ 17.1％ 21.0％ 

期末常勤役

職員数(人) 
901 869 847 819 827 

 
 
職員の給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮

し、引き続き、対国家公務員ラスパイレス指数による比較や労使交

渉等により、適正な水準の維持に向けて取り組んだ。 
その結果、平成２７年度における対国家公務員ラスパイレス指

数（事務・技術職員）は、９９．０であった。また、平成２８年度

の監事監査において、給与水準について厳格な監査を受けた。 
役職員の平成２７年度における給与水準については、総務大臣

が定めるガイドラインに基づき、平成２８年６月に「独立行政法人

造幣局の役職員の報酬・給与等について」により、一般職国家公務

員と比較した結果を造幣局ホームページで公表した。 
なお、平成２８年度における対国家公務員ラスパイレス指数（事

務・技術職員）は、９８．６であった。 

ている。 
平成２８年度末の常勤役職員の総数

は、フルタイム再任用職員の任期が前年

までの１年間から今年度より２年間に延

びたことに伴い、８２７人（フルタイム再

任用職員２６人を含む）となった。また、

平成２８年度における人件費は５，９８

７百万円、売上高人件費比率は２１．０％

となったが、上記のとおり、将来の安定的

な業務運営に支障が生じないよう配意し

つつ、組織の効率化に取り組んでいる。

給与水準については、国家公務員の給

与水準を参酌しつつ、労使交渉等により

適正な水準の維持に向けて取り組み、平

成２７年度における対国家公務員ラスパ

イレス指数（事務・技術職員）は９９．０

となり、１００を下回った。なお、平成２

８年度における対国家公務員ラスパイレ

ス指数（事務・技術職員）は９８．６とな

り、引き続き１００を下回った。また、監

事監査において、給与水準について厳格

な監査を受けるとともに、総務大臣が定

めるガイドラインに基づいて、一般職国

家公務員と比較した結果を公表してい

る。 
 以上のことから、組織の見直しについ

ては、定量的な数値目標を達成しており、

その他の定性的な取組についても事業計

画における所期の目標を達成していると

認められることを踏まえ、「Ｂ」と評価す

る。 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 
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＜評価の視点＞ 

○安定的に業務運営が

できるよう配意しつ

つ、業務の効率性や業

務量等に応じた適正

な人員配置を行いつ

つ、組織の効率化に向

けて取り組んでいる

か。 

○適正な給与水準の維

持に向けて取り組む

とともに、その状況を

適切に公表している

か。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－（２） 業務の効率化について 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等）

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

【参考】 

業務の効率化の推進 

売上原価を構成する 
固定費 

  8,852 百万円 9,270 百万円

   

平成 31 年度の売上原価を構成する固定費（東京支局の移転

に伴う費用を除く）を平成 26 年度実績値（9,022 百万円）以

下とする 

ＥＲＰシステムに係る

保守・運用委託経費削

減 

保守・運用委託経費削減 
平成 19 年度比 
30,712 千円 
以上の削減 

30,712 千円 32,930 千円 32,579 千円  

ＥＲＰシステムに係る

業務処理時間削減 
業務処理時間削減 

平成 19 年度比 
2,933 時間 
以上の削減 

2,933 時間 2,990 時間 2,950 時間  

調達等合理化計画の実

施状況及び契約実績の

公表の有無 

公表の有無 公表有り 公表有り 公表有り 公表有り  

契約監視委員会による

点検において不適切な

契約と認められた契約

件数 

不適切な契約と認められ
た契約件数 

0 件 0 件 0 件 0 件  

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

① 平成２８年度においては、広島支局

の圧延設備の大規模修繕等に伴い減

価償却費等の増加が見込まれるが、国

民負担を軽減する観点から、引き続

き、可能な限りのコスト削減努力を行

うこととし、平成２７年度から平成３

１年度までの５年間を対象として中

期的な観点から設定した固定費の目

標達成に向けて必要な取組を行う。 

   また、電子政府推進の取組の一環と

して、独立行政法人造幣局会計システ

 

① 国民負担を軽減する観点から、引

き続き、緊急時にも対応できる体制

を維持しつつ、可能な限りのコスト

削減努力を行うこととし、平成２７

年度から平成３１年度までの５年

間を対象として中期的な観点から

設定した固定費の目標達成に向け

て必要な取組を行います。 

また、平成１９年１２月２８日に

策定（平成２５年３月改定）した「独

立行政法人造幣局会計システム（Ｅ

＜その他の指標＞ 

○業務の効率化の推進

（参考指標：売上原価

を構成する固定費（東

京支局の移転に伴う

費用を除く）） 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞  

中期的な観点から参考となるべき事項として設定する平成３１

年度末における固定費の削減目標（平成３１年度の売上原価を構

成する固定費（東京支局の移転に伴う費用を除く）を平成２６年度

実績値以下とする）の達成に向けて、費用に係る情報を共有し、投

資効果や進捗状況を適切に把握したうえで、理事会における事前

審議や設備投資検証会議での検証を経て、施設及び設備に関する

計画を見直すとともに、内部管理予算の執行管理を徹底する等の

取組を行った。 
平成２８年度における売上原価を構成する固定費は、広島支局

の圧延設備の整備に伴う減価償却費の増加等により、９,２７０百
万円となった（平成２６年度の売上原価を構成する固定費は９，０

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

業務の効率化については、中期的な観

点から参考となるべき事項として設定す

る平成３１年度末における固定費の削減

目標の達成に向けて、費用に係る情報を

共有し、施設及び設備に関する計画を見

直し、内部管理予算の執行管理を徹底す

る等の取組を行うとともに、診療所での

投薬において、医療費の効率化に貢献す

るため、引き続き、ジェネリック医薬品の

利用促進に努め、新たに１０品目を切り
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ム（ＥＲＰシステム）に係る業務・シ

ステム最適化計画（以下「最適化計画」

という。）を着実に実行し、業務の効率

化を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 調達にかかる契約については、偽造

防止の観点に配意しつつ、原則として

一般競争入札その他の競争性、透明性

が十分確保される方法によるものと

する。また、公正かつ透明な調達手段

による適切で、迅速かつ効果的な調達

を実現する観点から、造幣局が策定す

る「調達等合理化計画」に基づく取組

ＲＰシステム）に係る業務・システ

ム最適化計画」に基づき、システム

の機能性・利便性の向上、情報セキ

ュリティの確保を図るとともに、業

務プロセスの見直しなどを行い、Ｅ

ＲＰシステムの有効活用による効

率化の推進、ＥＲＰシステムに係る

保守・運用委託経費削減、業務処理

の効率化・迅速化に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 調達にかかる契約については、引

き続き、偽造防止技術の維持・向上

に支障を来さないよう留意しつつ、

原則として一般競争入札等による

ものとし、また、公正性・透明性を

確保しつつ合理的な調達が推進で

きるよう、以下の取組を行います。 

・ 「調達等合理化計画」等に基づ

 

○効率化に向けた業務

の見直し 

 

＜主な定量的指標＞ 

○ＥＲＰシステムに係

る保守・運用委託経費

削減（平成１９年度比

３０,７１２千円以

上） 

○ＥＲＰシステムに係

る業務処理時間削減

（平成１９年度比２,

９３３時間以上） 

＜その他の指標＞ 

○最適化計画の確実な

実施 

○ＥＲＰシステムの有

効活用による効率化

の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○調達等合理化計画の

実施状況及び契約実

績の公表の有無 

＜その他の指標＞ 

○調達等合理化計画に

基づく適切な契約の

実施 

 

２２百万円）。 
また、診療所での投薬において、医療費の効率化に貢献するた

め、引き続き、ジェネリック医薬品の利用促進に努め、新たに１０

品目を切り替えた。 

 

最適化計画に基づき、以下のとおり、ＥＲＰシステムの機能性・

利便性の向上、情報セキュリティの確保を図るとともに、有効活用

による効率化の推進、保守・運用委託経費削減、習熟度及び安全

性・信頼性の向上に取り組んだ。 
・保守・運用委託経費削減について、平成２０年度にＥＲＰシス

テムの保守・運用に係る外注要員の削減を実施し、その後、継

続して人員数の削減に努めた結果、平成２８年度の委託経費

は、平成１９年度と比較して、３２,５７９千円の削減となった
（平成２６年４月１日に消費税が５％から８％になった影響

を除いて比較すると３６，７８７千円の削減となった。）。 
・職員のＥＲＰシステムに関する習熟度の向上について、管理会

計及び購買業務に係る研修を実施するとともに、操作マニュア

ルを随時改訂する等の取組を行った結果、平成２８年度の問合

せ件数は７１７件となり、平成２７年度の７６６件に比べて

６．４％の減となった。また、ＥＲＰシステムの有効活用によ

る効率化を推進するため、各種報告書の出力自動化等による業

務処理時間の削減に取り組んだ結果、平成２８年度におけるＥ

ＲＰシステムに係る業務処理時間は、平成１９年度と比較し

て、２，９５０時間の削減となった。 
・引き続き、造幣局情報セキュリティ対策基準に基づく実施手順

によりＥＲＰシステムの運用を行い、安全性・信頼性の向上を

図ることに努めた。 
 

 なお、本最適化計画は、実施期間を平成２９年度までと定めてい

るため、これに替わる今後の電子政府推進の取組について、検討を

行った。 

 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」

（平成２７年５月２５日総務大臣決定）に基づき、一般競争入札を

原則としつつ、事務・事業の特性を踏まえ、公正性・透明性を確保

し、自律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組むため、平成２８

年６月、平成２８年度独立行政法人造幣局調達等合理化計画を策

定し、公表した。 

なお、調達等合理化計画の策定に当たっては、外部有識者及び監

事で構成される契約監視委員会において点検を受け、その審議結

替えた。 
ＥＲＰシステムに係る業務の効率化に

ついては、最適化計画に基づき、ＥＲＰシ

ステムの機能性・利便性の向上、情報セキ

ュリティの確保を図るとともに、ＥＲＰ

システムの有効活用による効率化の推進

等に取り組み、保守・運用委託経費削減及

び業務処理時間削減の定量的な数値目標

を達成している。 

調達にかかる契約については、平成２

８年６月、調達等合理化計画を策定し、公

表した。当該計画に基づく取組を着実に

実施するとともに、取組状況について、契

約監視委員会等の調達に関するガバナン

スを活用し、点検・審議を行った。その結

果、契約監視委員会による点検において

不適切な契約と認められた契約件数は０

件であり、適正な予定価格の策定等によ

る価格合理性の担保、契約の結果の適正

な情報公開等、当該計画が着実に実施さ

れていることが確認された。 
 また、引き続き、障害者就労施設等から

の調達を行うよう努めた。 

さらに、業務の効率化の視点に立ち、民

間への業務委託について検討を進めると

ともに、既に実施している業務委託につ

いては、委託する業務の範囲を見直しし

ている。 
 以上のことから、業務の効率化につい

ては、定量的な数値目標を達成しており、

その他の定性的な取組についても事業計

画における所期の目標を達成していると

認められることを踏まえ、「Ｂ」と評価す

る。 
 

＜課題と対応＞ 

特になし。 
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を着実に実施するとともに、その実施

状況及び契約実績を公表する。 

   また、調達に当たっては、「官公需に

ついての中小企業者の受注の確保に

関する法律」（昭和41年法律第97号）、

「国等による障害者就労施設等から

の物品等の調達の推進等に関する法

律」（平成 24 年法律第 50 号）及び「母

子家庭の母及び父子家庭の父の就業

の支援に関する特別措置法」（平成 24

年法律第 92 号）に基づいた調達を行

うよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

く取組を着実に実施し、適切な契

約を行うとともに、その取組の実

施状況及び契約実績を造幣局ホ

ームページにおいて公表するこ

と。 

・ 契約監視委員会による点検に

おいて、不適切な契約と認められ

る契約が無いよう適正に事務を

遂行すること。 

また、調達に当たっては、「官公需

についての中小企業者の受注の確

保に関する法律」（昭和 41 年法律

第 97 号）、「国等による障害者就労

施設等からの物品等の調達の推進

等に関する法律」（平成 24 年法律

第 50 号）及び「母子家庭の母及び

父子家庭の父の就業の支援に関す

る特別措置法」（平成 24 年法律第

92 号）に基づいた調達を行うよう

努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○契約監視委員会によ

る点検において不適

切な契約と認められ

た契約件数（０件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

果について造幣局ホームページで公表した。 

調達等合理化計画に基づく取組を着実に実施するとともに、取

組状況について、競争促進及び一者応札解消並びに調達等合理化

推進プロジェクトチーム及び契約監視委員会において点検・審議

を行った。 

調達等合理化計画に基づく主な取組については、次のとおり。 

・引き続き一者応札・応募の解消のための新規参入業者の調査

等を進めた。 

・引き続き局内プロジェクトチームによる競争促進等のための

点検を行った。 

・適正な予定価格の策定等により価格合理性が担保されている

ことを確認した。 

・契約の情報は、造幣局ホームページに適正に公開した。 

・契約に係る関連法令に関する研修等に参加することにより知

見を深め、不祥事を未然に防ぐ取組を行った。 

 

平成２８年度における競争入札及び随意契約の状況は、別紙５

表１のとおりであり、競争性のない随意契約は２２件となった。当

該２２件の内訳は、水道、後納郵便料、官報公告料等である。また、

競争性のある契約における一者応札・一者応募の状況は、別紙５表

２のとおりである。 

平成２８年度独立行政法人造幣局調達等合理化計画に係る自己

評価結果については、別紙６参照。 

 

外部有識者３名及び監事２名で構成される契約監視委員会にお

いて点検を行った結果、不適切な契約と認められた契約件数は０

件であった。また、議事概要を造幣局ホームページで公表した。 

開催状況については、次のとおり。 

１．開催日 平成２８年６月２１日 

  審議対象 

１）調達等合理化計画について 

①平成２７年度の自己評価の点検 

②平成２８年度の計画策定の点検 

２）個々の契約案件の事後点検 

 ※点検結果は平成２７年度の業務実績に関する自己評価書

に記載。 

 ３）調達等合理化の推進に向け議論すべき事項 

①合理化計画の実施状況の点検 

②随意契約における予定価格の適正性及び価格合理性の担

保に係る点検 
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＜その他の指標＞ 

○障害者就労施設等か

らの調達の実施（参考

指標：件数及び金額）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．開催日 平成２８年１２月２７日 

  審議対象 

１）個々の契約案件の事後点検 

【平成２８年度上期（４月～９月）】 

①新規の随意契約となった案件 ２件 

②２か年度連続一者応札・応募契約となった案件 ５件 

・うち一般競争入札で一者応札のもの （２件） 

・うち公募で一者応募のもの （３件） 

２）調達等合理化の推進に向け議論すべき事項 

①合理化計画の実施状況の点検 

②随意契約における予定価格の適正性及び価格合理性の担

保に係る点検 

３．開催日 平成２９年６月２０日 

  審議対象 

１）調達等合理化計画の点検 

①平成２８年度の自己評価 

②平成２９年度の計画策定 

２）個々の契約案件の事後点検 

【平成２８年度下期（１０月～３月）】 

①新規の随意契約となった案件 ３件 

②２か年度連続一者応札・応募契約となった案件 ６件 

・うち一般競争入札で一者応札のもの （４件） 

・うち公募で一者応募のもの （２件） 

   ３）調達等合理化の推進に向け議論すべき事項 

①合理化計画の実施状況の点検 

②随意契約における予定価格の適正性及び価格合理性の担

保に係る点検 

 

国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関

する法律（平成２４年法律第５０号）の規定に基づき、「障害者就

労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針」を作成し

公表した。 

上記の方針に基づき、平成２８年度においては、障害者就労施設

等から清掃・施設管理等について１５件、合計５３１，３２５円の

調達を行った（平成２７年度の実績は、清掃・施設管理等について

３６件、合計５１５，２５３円）。 

また、母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特

別措置法（平成２４年法律第９２号）の規定に基づき、平成２８年

度においては、母子・父子福祉団体から清掃作業について３件、合

計１１３，４００円の調達を行った（平成２７年度の実績は、清掃
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③ 「業務フロー・コスト分析に係る手

引き」（平成 27 年 12 月 16 日付官民競

争入札等監理委員会改訂）に示された

手法等により、極めてセキュリティ性

の高い製品及び情報を取り扱ってい

ることを踏まえつつ、業務フローやコ

ストの分析を行い、その結果に基づ

き、民間への業務委託を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 造幣局は、極めてセキュリティ性

の高い製品及び情報を取り扱って

いることを踏まえつつ、「業務フロ

ー・コスト分析に係る手引き」（平成

２７年１２月１６日付官民競争入

札等監理委員会改訂）に示された手

法等により業務フローやコストの

分析を行い、その結果に基づき、民

間への業務委託の検討を行います。 

 

 

 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

○民間への業務委託の

検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

○中期的な観点から設

定する平成３１年度

末における固定費の

削減目標の達成に向

けて、業務の効率化の

推進に取り組んでい

るか。 

○ＥＲＰシステムに係

る最適化計画を確実

に実施し、同システム

の有効活用による効

率化の推進、同システ

ムに係る保守・運用委

託経費削減及び業務

処理時間削減の目標

を達成しているか。 

○調達等合理化計画に

基づく適切な契約を

作業等について３件、合計１１２，８６０円）。 

さらに、官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法

律（昭和４１年法律第９７号）の規定に基づき、「独立行政法人造

幣局の中小企業者に関する契約の方針」を作成し公表した。平成２

８年度においては、中小企業・小規模事業者から５，８７６件、合

計３，２８７百万円の調達を行った。 

  

平成２７年度に、給与計算業務を民間への業務委託の検討対象

とし、当該業務の一部については、民間の人材（派遣職員）に担当

させることが可能であることを確認したことから、平成２８年度

においては、民間への委託のほか、当該業務の経験を有するパート

職員の採用、短時間勤務の再任用職員の活用も選択肢として、具体

的な業務のあり方について、引き続き検討を進めた。 
また、造幣局本局構内のミントショップにおける販売業務につ

いては、平成２６年４月から民間への業務委託を実施していると

ころ、平成２８年度においては、平成２８年１０月に開館したさい

たま支局構内に設置の造幣さいたま博物館内のミントショップと

併せて民間への業務委託を行うべく企画競争を実施し、平成２９

年度からは、イベントにおける販売所及び本局構内のミントショ

ップに加えて、造幣さいたま博物館内のミントショップにおいて

も、民間への業務委託を実施することとした。 
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実施し、その状況及び

契約実績を公表して

いるか。 

○契約監視委員会によ

る点検において不適

切な契約と認められ

た契約は無いか。 

○障害者就労施設等か

らの調達に努めてい

るか。 

○民間への業務委託の

検討を行っているか。

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 予算、収支計画及び資金計画の策定、採算性の確保 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

経常収支率 経常収支率（％） 100％以上 100％ 107.2％ 105.4％ 

   

経常収益を経常費用で除したうえで１００を乗じて

算出 

販売費及び 

一般管理費の削減 

販売費及び 

一般管理費 
過去 5年平均以下 

27 年度：5,005 百万円

28 年度：5,000 百万円
5,051 百万円 4,860 百万円 

東京支局の移転に伴う費用及び研究開発費を除く 

 

【参考】 

適正な在庫量の維持 
棚卸資産回転率    3.48 回 2.94 回 

売上高を期首及び期末の棚卸資産評価額の平均で除

して算出 

独立行政法人通則法

に基づく情報開示 

情報開示の状況

（％） 
100％ 100％ 100％ 100％  

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

造幣局は、基幹となる貨幣製造事業が、

財務大臣が定める貨幣製造計画によって

製造数量が決定され、かつ、納入先が財務

省のみに限られているといった特殊性を

有することから、自らの裁量や努力によっ

て損益の改善を図ることが難しい側面を

有している。しかしながら、そうした制約

の下にあっても、業務の重要性に鑑み、将

来にわたって安定的に業務運営ができる

よう、標準原価計算方式による原価管理

に、差異分析結果を適切に反映させること

等を通じて、収支を的確に把握しつつ、業

務運営の更なる効率化に努め、採算性の確

保を図る必要がある。 

 

１．予算、収支計画及び資金計画の策定、

 

造幣局が行っている業務の重要性に

鑑み、将来にわたって安定的に業務運営

ができるよう、造幣局の組織運営形態に

合わせた適切な部門別管理を行い、標準

原価計算方式による原価管理に、差異分

析結果を適切に反映させること等を通

じて、収支を的確に把握しつつ、業務運

営の更なる効率化に努め、採算性の確保

を図ります。 

 

 

 

 

 

 

※１．平成２８年度予算、２．収支計画、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

○原価管理の徹底等に

＜主要な業務実績＞  

業務運営に伴う収支状況を把握するため、ＥＲＰシステムを活

用し、貨幣製造部門、貨幣販売部門、勲章・金属工芸品製造部門及

び品位証明部門別、本支局別及び工程別にコストを試算し、収支

見込みの管理を行った。また、年度当初に設定した標準的な費用

と実際の発生費用の差異を作業時間及び業務量など業務運営の実

績を踏まえて分析するとともに、貨幣製造契約の変更、貨幣販売

計画の変更等に伴う収入の変化についても試算した。それらの結

果を踏まえ、必要の都度収支状況を理事会で報告し、必要な業務

改善の検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

発生した原価差異を工程ごとに分析を行い、コスト削減への参

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

ＥＲＰシステムを活用し、原価管理を

厳格に行い、原価差異の分析を精緻に行

うことで効率的な業務運営を行いコスト

削減に努め、経常収支率は１０５．４％と

なった。 
また、棚卸資産回転率を参考とした適

正な在庫量の維持も行われており、販売

費及び一般管理費についても、削減目標

を達成することができた。 
以上のことから、経常収支率及び販売

費及び一般管理費に係る期初の目標を達

成したほか、法令に基づく財務内容の情

報開示を確実に行っていることから、予

算、収支計画及び資金計画の策定、採算性

の確保については、事業計画における所
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採算性の確保 

① 業務運営の効率化に関する事項に

記載された目標を踏まえた、適切な予

算、収支計画及び資金計画を作成する

とともに、各項目について、可能な限

り支出等の節減に努める。具体的に

は、事業別の収支や営業収支率を的確

に把握した上で、原価管理の徹底等に

より収支の改善を進め、経常収支率を

１００％以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 財務内容について、偽造防止の観点

や受注条件に影響を及ぼさないよう

配意しつつ、独立行政法人通則法に基

づく情報の開示を行うことにより、国

民に対する説明責任を果たす。 

 

 

３．資金計画については、別紙７参照。 

 

４．採算性の確保  

① ＥＲＰシステムの活用等により、

事業別の収支や営業収支率を的確

に把握した上で、原価管理の徹底等

によるコスト削減を進めることに

より、経常収支率が１００％以上と

なるよう取り組みます。また、棚卸

資産回転率を参考として、貨幣製造

計画の変更等にも柔軟に対応でき

る適正な在庫量の維持を図ります。 

さらに、一層の効率化を推進する

ため、販売費及び一般管理費（東京

支局の移転に伴う費用及び研究開

発費を除く。）の平成２８年度の実

績値が、過去５年平均を下回るよう

取り組みます。 

（注１）営業収支率 

営業収益÷営業費用×100 

（注２）経常収支率 

経常収益÷経常費用×100 

（注３）棚卸資産回転率 

売上高÷期首期末棚卸資産平均額 

 

 

 

② 財務内容について、引き続き、偽

造防止の観点や受注条件に影響を

及ぼさないよう配意しつつ、国民に

対する説明責任を果たすため、独立

行政法人通則法に基づく情報開示

を行います。 

よるコスト削減 

○原価管理等による事

業別収支、営業収支率

の把握、的確な管理 

＜主な定量的指標＞ 

○経常収支率（１００％

以上） 

 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

○適正な在庫量の維持

（参考指標：棚卸資産

回転率） 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○販売費及び一般管理

費（東京支局の移転に

伴う費用及び研究開

発費を除く）の削減

（過去５年平均以下）

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○独立行政法人通則法

に基づく情報開示（１

００％） 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

○事業別の収支や営業

収支率を的確に把握

した上で、原価管理の

徹底等によるコスト

削減を進めることに

より、経常収支率が１

考情報として、分析結果を関係者で共有した。また、コスト削減等

の取組を踏まえて、予算面及び計画分数等数量面の両面について、

過去の原価差異の発生状況を踏まえたものとなっているかについ

て検証を行ったうえで、平成２９年度の標準原価を設定した。 
 ＥＲＰシステムを活用し、部門別・本支局別・工程別にコストを

試算し、部門別の収支を把握し、部門ごとの営業収支率を試算し

て、必要の都度理事会にて報告を行った。 
 収入見込みを精査しつつ、ＥＲＰシステムの活用等により、コ

ストの発生原因をきめ細かく分析し、経費の削減に取り組んだ結

果、平成２８年度の経常収支率は１０５．４％となった。 

 

 

貨幣製造計画の変更等にも柔軟に対応できる適正な在庫量を維

持できるよう、棚卸資産回転率を参考指標として用いているとこ

ろ、平成２８年度の棚卸資産回転率は２．９４回となり、適正な水

準を維持した（棚卸資産回転率は前年度を下回る結果となってい

るが、これは記念貨幣の販売等により平成２７年度の売上高が高

かったためであり、引き続き、適正な在庫量の維持を図っている）。 
 

一層の効率化を推進するために、販売費及び一般管理費（東京支

局の移転に伴う費用及び研究開発費を除く）の実績値が過去５年

平均値を下回るよう取り組んだところ、平成２８年度の実績値は

４，８６０百万円となった。 

 

 

 

 

平成２７年度財務諸表等については、平成２８年６月３０日に

財務大臣の承認を受け、独立行政法人通則法第３８条第３項及び

第４項の規定に基づき、直ちに所要の手続きを行い、造幣局ホー

ムページへの掲載、一般の閲覧及び官報への掲載により情報開示

を行った。 
 

期の目標を達成していると認められるこ

とを踏まえ、「Ｂ」と評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 

 



５１ 

 

００％以上となって

いるか。 

○一層の効率化を推進

するため、販売費及び

一般管理費（東京支局

の移転に伴う費用及

び研究開発費を除

く。）の平成２８年度

の実績値が、過去５年

平均を下回るよう取

り組んでいるか。 

○棚卸資産回転率を参

考として、貨幣製造計

画の変更等にも柔軟

に対応できる適正な

在庫量の維持を図っ

ているか。 

○法令に基づく財務内

容の情報開示を行っ

ているか。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

別紙７参照。 

 

  



５２ 

 

様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

          

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

該当なし 

 

予見しがたい事由により緊急に借入

れする必要が生じた場合の短期借入金

の限度額を８０億円とします。 

（注）限度額の考え方：国への貨幣等の

納入時期と、国からの貨幣等製造代

金の受入時期に、最大３カ月程度の

タイムラグを見込んで積算してい

ます。 

＜その他の指標＞ 

○短期借入れの状況 

 

 

＜評価の視点＞ 

○適切な短期借入れを

行っているか。 

＜主要な業務実績＞ 

実績なし。 

 

＜評定と根拠＞ 

  ―   

 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

特になし。 

 

 

  



５３ 

 

様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅴ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

          

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

該当なし 

 

資産債務改革の趣旨を踏まえ、組織の

見直し及び保有資産の見直しの結果、不

要財産が生ずる場合、適切な処分を行い

ます。 

＜その他の指標＞ 

○不要財産の処分の状

況 

 

 

＜評価の視点＞ 

○不要財産の適切な処

分を行っているか。 

＜主要な業務実績＞ 

実績なし。 

 

＜評定と根拠＞ 

  ―   

 

 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

特になし。 

 

 

  



５４ 

 

様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅵ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 

（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

          

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

該当なし 

 

平成２８年度においては、以下の重要

な財産を譲渡します。 

・ 造幣局東京支局移転先用地の一部 

 場所（地番）：埼玉県さいたま市大宮

区北袋町１丁目１９０

番１１外の一部 

譲渡先等：さいたま市に対し、市道整

備の用途に充てるため譲渡。 

＜その他の指標＞ 

○重要な財産の譲渡、又

は担保の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞  

造幣局東京支局移転先用地の一部については、平成２７年１１

月、さいたま市より、市道整備の用途に充てるため買収したいとの

申出を受けたことから、平成２８年３月３１日付で、当該用地の譲

渡を含む平成２８年度事業計画の財務大臣からの認可を経て、同

年５月、当該用地の譲渡を理事会で了承した。その後、譲渡に向け

て、分筆登記や鑑定評価等の手続きを着実に進め、平成２９年３月

１日付で、さいたま市との間で当該用地の土地売買契約を締結し、

同月１７日に引渡しを行った。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

造幣局東京支局移転先用地の一部につ

いては、さいたま市より、買収の申出を受

けたことから、当該用地の譲渡を含む平

成２８年度事業計画の財務大臣からの認

可を経て、平成２８年５月、当該用地の譲

渡を理事会で了承した。その後、譲渡に向

けて、分筆登記や鑑定評価等の手続きを

着実に進め、平成２９年３月１日付で、さ

いたま市との間で当該用地の土地売買契

約を締結し、同月１７日に引渡しを行っ

た。 
 以上のことから、不要財産又は不要財

産となることが見込まれる財産以外の重

要な財産を譲渡し、又は担保に供しよう

とするときは、その計画については、適切

な処分を行い、定性的な取組について事

業計画における所期の目標を達成してい

ると認められることを踏まえ、「Ｂ」と評

価する。 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 



５５ 

 

＜評価の視点＞ 

○重要な財産の譲渡、又

は担保について適切

な処分を行っている

か。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

特になし。 

 

 

  



５６ 

 

様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－１－（１） コンプライアンスについて 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

業務上の不正・不法行

為等による重大事象の

発生件数 

業務上の不正・不法行
為等による重大事象の
発生件数 

0 件 0 件 1 件 

 

0 件 

（※） 

   （※）平成２８年６月に発覚した当局職員（当該職員は平成２８年９月

に懲戒免職）による一連の収蔵品等の窃盗事件については、平成２７年

度の自己評価書において同年度の業務実績１件として記載のうえ、評価

を受けている。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

国民生活の基盤となる貨幣を製造して

いる法人であることを踏まえると、造幣局

には強固な内部統制やセキュリティが求

められる。 

 

（１）コンプライアンスについて 

コンプライアンスの確保に積極的に

取り組むとともに、業務上の不正・不法

行為等による重大事象を発生させない。 

また、「独立行政法人等の保有する情

報の公開に関する法律」（平成 13 年法律

第 140 号）、「個人情報の保護に関する法

律」（平成 15 年法律第 57 号）、「独立行

政法人等の保有する個人情報の保護に

関する法律」（平成 15 年法律第 59 号）

及び「行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法

律」（平成 25 年法律第 27 号）に基づき、

確実に対応する。 

 

 

 

造幣局は、国民生活の基盤となる貨幣

を製造している法人であることを踏ま

え、内部統制やセキュリティ等の強化に

向け、以下のとおり取り組みます。 

 

（１）コンプライアンスについて 

職員に対するコンプライアンスに

関する研修の実施等、コンプライアン

スの確保に一層積極的に取り組みま

す。また、業務上の不正・不法行為等

による重大事象を発生させないよう

取り組むとともに、発生時には的確な

対応を行います。 

さらに、「独立行政法人等の保有す

る情報の公開に関する法律」（平成 13 

年法律第 140 号）、「個人情報の保護

に関する法律」（平成 15 年法律第 57 

号）、「独立行政法人等の保有する個人

情報の保護に関する法律」（平成15 年

法律第 59 号）及び「行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○業務上の不正・不法行

為等による重大事象

の発生件数（０件） 

＜その他の指標＞ 

○コンプライアンス違

反発生時の的確な対

応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞  

業務上の不正・不法行為等による重大事象として、新たに発生し

たものは無かった。 
なお、平成２８年６月に発覚した当局職員（当該職員は平成２８

年９月に懲戒免職）による一連の収蔵品等の窃盗事件については、

平成２７年度の自己評価書において同年度の業務実績１件として

記載のうえ、評価を受けている。 
上記の事件を踏まえ、より一層のコンプライアンスの確保に向

けて、次のとおり的確に対応した。 
 ・平成２８年６月に当該職員が逮捕されたことを受け、同月、役

職員全員に対して、倫理・コンプライアンスを遵守することに

ついて周知・徹底を行った。 
 ・あわせて、同月、局内に速やかに危機対策本部を設置し、捜査

当局の捜査に協力しつつ、事件発生の原因究明と再発防止に

向けて情報共有を図った。 
・平成２８年９月、理事長から役職員全員に対して、改めて倫

理・コンプライアンスを遵守することについて周知・徹底を行

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

コンプライアンスについては、業務上

の不正・不法行為等による重大事象とし

て、新たに発生したものは無かった。 
なお、平成２８年６月に発覚した当局

職員（当該職員は平成２８年９月に懲戒

免職）による一連の収蔵品等の窃盗事件

については、平成２７年度の自己評価書

において同年度の業務実績１件として記

載のうえ、評価を受けている。 
上記の事件を踏まえ、より一層のコン

プライアンスの確保に向けて、平成２８

年６月、速やかに危機対策本部を設置し、

捜査当局の捜査に協力しつつ、事件発生

の原因究明と再発防止に向けて情報共有

を図るとともに、役職員全員に対して、倫

理・コンプライアンスを遵守することに

ついて周知・徹底を行った。また、事件の

再発防止の一つとして、役職員のコンプ

ライアンス意識の更なる醸成・徹底等を

図るための取組を、確実に実施した。 
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の利用等に関する法律」（平成 25 年

法律第 27 号）については、確実に対

応します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

○コンプライアンス確

保に向けた確実な取

組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

った。 
・事件の再発防止の一つとして、役職員のコンプライアンス意

識の更なる醸成・徹底等を図るための取組を、次のとおり確実

に実施した。 
①役員等幹部による講話や幹部と職員との対話を進めた。 
②平成２９年３月に、全職員を対象としたコンプライアンス

に関する研修（研修内容：①外部専門家（弁護士）によるコ

ンプライアンスに関する講演、②総務部長による再発防止

策に関する講演）を実施した。また、コンプライアンス意識

調査を平成２９年３月に実施した。 
③内部通報制度の運用の弾力化や監察官による相談窓口の制

度についての意義や利用方法等に係る周知を行った。 
 

また、被害品の回復に向け、関係法令に基づき法的措置を含めた

対応に努めている。 

 

コンプライアンスの確保に向けては、上記のとおり事件の再発

防止に向けた取組を確実に実施するとともに、リスク・コンプライ

アンス委員会の開催、コンプライアンス研修等の取組を実施した。 
主な取組は、以下のとおり。 
（１）リスク・コンプライアンス委員会の開催状況 

平成２８年度は、コンプライアンスマニュアルの改訂等を

議題として、リスク・コンプライアンス委員会を平成２８年７

月、同年１１月、平成２９年３月、計３回開催した。 
 
（２）法令で求められる届出・公表に関する自主点検及び内部監査

の実施 
法令で求められる届出・公表の状況について、チェックシー

トによる自主点検及び内部監査を実施した。その結果、問題と

なる事象は発見されなかった。 
 
（３）コンプライアンス研修の実施状況 
   主な実施状況については次のとおり。 
  ・平成２９年３月に、全職員を対象としたコンプライアンスに

関する研修（研修内容：①外部専門家（弁護士）によるコン

プライアンスに関する講演、②総務部長による再発防止策

に関する講演）を実施した。 
・コンプライアンスに対する継続的な意識付けを行うため、

各種の階層別研修（新規採用職員研修、係長・課長補佐・課

長研修等）において、コンプライアンスマニュアルを活用し

コンプライアンスの確保に向けては、

事件の再発防止に向けた取組を確実に実

施するとともに、リスク・コンプライアン

ス委員会の開催、コンプライアンス研修

等の取組を実施した。また、情報公開及び

保有個人情報については適切に対応を行

った。 
以上のことから、コンプライアンスに

ついては、定量的な数値目標を達成して

おり、その他の定性的な取組についても

事業計画における所期の目標を達成して

いると認められることを踏まえ、「Ｂ」と

評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

事件の再発防止に向けた取組につい

て、引き続き、確実に実施する。 
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○情報公開及び個人情

報保護への確実な対

応 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

○コンプライアンス確

保に向けて確実に取

り組み、業務上の不

正・不法行為等による

重大事象の発生を防

いでいるか。 

○情報公開及び個人情

報保護への対応を確

実に行っているか。 

たコンプライアンス研修を実施した。 
・職員の法令に対する知識、意識の向上を図るため、外部講師

を招聘し環境法関連法の研修を実施した。 
 
（４）服務監察 

階層別研修において、首席監察官が職員の非行行為の発生

防止を目的とした予防監察の講義を行うとともに、ゴールデ

ンウィーク、夏季、シルバーウィーク及び年末年始の休暇取得

者が増える時期に、管理者を通じて全職員に対し、交通法規の

遵守及び非行行為発生防止のための注意喚起を行った。 
全局の課室の長に対して平成２８年５月・６月（一部７月・

８月）及び１１月・１２月に服務監察を実施し、管理者として

のコンプライアンスについての認識確認を行うとともに、各

課室の長による部下職員の身上把握・職員の服務規律の遵守

意識を高めるためのコンプライアンスマニュアルに則った指

導内容を確認し、加えて、専門官又は主事クラス（各課室 1
名）との面談を実施した。 

 
（５）公益通報制度 

造幣局の公益通報制度について、上記の予防監察の講義に

おける説明、服務監察時の周知要請等により、引き続き、職員

への周知徹底に努めた。 
 
情報公開及び保有個人情報の開示又は提供等について、関係法

令に基づき適切に対応を行った。また、独立行政法人等の保有する

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５９号）第４８条

及び独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１

３年法律第１４０号）第２４条の規定に基づき、それぞれの法律の

施行の状況に係る調査票を総務大臣宛に提出した。 
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４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－１－（２） 情報セキュリティについて 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

情報セキュリティ計画

の策定の有無 
計画の策定の有無 策定有り 策定有り  策定有り    平成 28 年度から指標となった 

情報セキュリティ教育

の実施 
教育の実施（％） 対計画 100％ 100％ 100％ 100％  

情報セキュリティ対策

の不備による重大リス

クの発生件数 

発生件数 発生件数 0件 0 件 0 件 0 件 
 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

（２）情報セキュリティについて 

情報セキュリティに関する計画を策

定し、適切な情報セキュリティ対策を実

施するとともに、その状況を定期的に点

検することにより、対策の不備による重

大リスクを発生させない。 

 

 

（２）情報セキュリティについて 

政府機関の情報セキュリティ対策

のための統一基準群を含む政府機関

における情報セキュリティ対策を踏

まえて整備した情報セキュリティ・ポ

リシーに基づき、情報セキュリティに

関する計画を策定し、適切な情報セキ

ュリティ対策（情報セキュリティ教育

の実施を含む）を確実に実施し、その

状況を定期的に点検することにより、

重大リスクを発生させないよう取り

組むとともに、発生時には的確な対応

を行います。 

＜その他の指標＞ 

○情報セキュリティ対

策の確実な実施・運営

＜主な定量的指標＞ 

○情報セキュリティ計

画の策定の有無 

○情報セキュリティ教

育の実施（対計画１０

０％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○情報セキュリティ対

＜主要な業務実績＞  

情報セキュリティ対策については、情報セキュリティの確保に

関する内部規程等を遵守するとともに、情報セキュリティ・ポリシ

ーに基づき、情報セキュリティ対策を総合的に推進するため、平成

２８年３月に平成２８年度造幣局情報セキュリティ対策推進計画

を策定し、情報セキュリティに関する教育、情報セキュリティ対策

の自己点検及び情報セキュリティ監査等を計画のとおり実施し

た。 
また、平成２９年３月に情報セキュリティ委員会を開催し、これ

らの実施状況について報告を行うとともに、「政府機関等の情報セ

キュリティ対策の運用等に関する指針」（平成２８年８月３１日サ

イバーセキュリティ戦略本部決定）が示されたこと等を受けて、造

幣局情報セキュリティ対策基準の改定及び情報セキュリティ対策

実施手順の見直しについて審議した。この審議結果に基づき、平成

２９年３月、造幣局情報セキュリティ対策基準の改定及び情報セ

キュリティ対策実施手順の見直しを行い、情報セキュリティ対策

の維持向上を図った。 

 

 業務従事者全員を対象とした情報セキュリティに関する自己点

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

情報セキュリティについては、情報セ

キュリティの確保に関する内部規程等を

遵守するとともに、平成２８年度造幣局

情報セキュリティ対策推進計画を策定

し、業務従事者全員を対象とした情報セ

キュリティに関する自己点検（平成２８

年８月）や標的型メール攻撃に対する訓

練（平成２９年３月）を実施するなど、情

報セキュリティに関する教育・自己点検

及び情報セキュリティ監査等を計画のと

おり実施した。 
また、「政府機関等の情報セキュリティ

対策の運用等に関する指針」（平成２８年

８月３１日サイバーセキュリティ戦略本

部決定）が示されたこと等を受けて、造幣

局情報セキュリティ対策基準を改定する

とともに情報セキュリティ対策実施手順
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策の不備による重大

リスクの発生件数（０

件） 

＜その他の指標＞ 

○情報セキュリティ対

策の不備による重大

リスク発生時の的確

な対応 

※「重大リスク」とは、

情報システムにおけ

る不正プログラム感

染や不正アクセス、又

は、その疑いがある場

合における情報シス

テムデータの改ざん・

破壊、不正コマンド実

行、情報漏えい若しく

は重要情報の詐取等

をいう。 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

○情報セキュリティ教

育・対策を確実に実施

し、情報セキュリティ

対策の不備による重

大リスクの発生を防

いでいるか。 

検（平成２８年８月）や標的型メール攻撃に対する訓練（平成２９

年３月）を実施するなど、情報セキュリティ教育の実施を含む情報

セキュリティ対策を確実に実施し、その状況を定期的に点検する

ことにより、情報セキュリティ対策の不備による重大リスクは発

生しなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の見直しを行い、情報セキュリティ対策

の維持向上を図った。 
上記のとおり、情報セキュリティ教育

の実施を含む情報セキュリティ対策を確

実に実施し、その状況を定期的に点検す

ることにより、情報セキュリティ対策の

不備による重大リスクは発生しなかった

ことは評価できる。 
以上のことから、情報セキュリティに

ついては、定量的な数値目標を達成して

おり、その他の定性的な取組についても

事業計画における所期の目標を達成して

いると認められることを踏まえ、「Ｂ」と

評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

国民生活の基盤となる貨幣、国家が与

える栄誉を表象する勲章等を製造してい

る法人であることを踏まえ、情報セキュ

リティ対策の不備による情報漏えい等の

重大リスクを発生させないよう、引き続

き、情報セキュリティ対策に取り組む。

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

特になし。 

 

  



６２ 

 

様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－１－（３） 警備体制の維持・強化について 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

警備に関する計画の

策定の有無 
計画の策定の有無 策定有り 策定有り  策定有り 

   
平成 28 年度から指標となった 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

（３）警備体制の維持・強化について 

警備に関する計画を策定し、製品の盗

難や施設及び設備に対する破壊活動等

を未然に防止できるよう、セキュリティ

チェック等警備体制を維持するととも

に、内外の情勢の変化に応じた体制の見

直しを行う。 

 

（３）警備体制の維持・強化について 

警備に関する計画を策定し、製品の

盗難や施設及び設備に対する破壊活

動等を未然に防止できるよう、警備体

制を維持するとともに、内外の情勢の

変化に応じた警備体制の見直しを行

います。 

＜主な定量的指標＞ 

○警備に関する計画の

策定の有無 

 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

○警備体制の維持・強化

の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞  

平成２８年度事業計画に掲げた警備に関する計画の策定に向け

て検討を進め、平成２９年３月、見学者、外来者及び役職員等の安

全確保、貴金属・製品その他の造幣局が管理する財産の盗難及び施

設、設備に対する破壊活動の予防を目的として、警備に係る運営方

針や警備体制の維持・強化に向けた当面の検討課題及び検討体制

について定めた「造幣局警備基本計画」を策定した。 
 
警備に関する計画の策定を行いつつ、警備体制の維持・強化に向

けて以下の取組を実施した。 
・国の施設開放に向けてセキュリティの強化を図るため、平成２

８年７月末までに本局庁舎正面玄関及び通用門にセキュリティ

ゲート等を設置し、翌月から運用を開始した。 
・老朽化した防犯設備の更新について、防犯カメラ及びセンサー

の追加設置工事を平成２９年２月末に行い、セキュリティレベ

ルを高めた。また、最重要箇所においてセキュリティレベルをさ

らに高められるよう、平成２９年１０月末までに新設扉等を設

置する予定としている。 

・造幣局構内における最重要箇所での警戒レベルの向上に向けた

取組として、警備業務に係る手順書の改正を行った。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

警備体制の維持・強化については、見学

者、外来者及び役職員等の安全確保、貴金

属・製品その他の造幣局が管理する財産

の盗難及び施設、設備に対する破壊活動

の予防を目的として、警備に係る運営方

針や警備体制の維持・強化に向けた当面

の検討課題及び検討体制について定めた

「造幣局警備基本計画」を策定している。

また、警備に関する計画の策定を行い

つつ、セキュリティゲートや防犯カメラ

及びセンサーを設置すること等により、

警備体制の維持・強化に向けての取組を

確実に実施した。 
以上のことから、警備体制の維持・強化

については、定量的な数値目標を達成し

ており、その他の定性的な取組について

も事業計画における所期の目標を達成し

ていると認められることを踏まえ、「Ｂ」

と評価する。 
 

＜課題と対応＞ 
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＜評価の視点＞ 

○警備に関する計画を

策定しているか。 

○警備体制の維持・強化

に取り組んでいるか。

特になし。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－１－（４） リスク管理等について 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

防災訓練計画の策定の

有無 
計画の策定の有無 策定有り 策定有り 策定有り 策定有り 

    

防災訓練の確実な実施 
防災訓練の確実な実施
（％） 

対計画 100％ 100％ 100％ 100％ 
 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

（４）リスク管理等について 

① リスク管理を徹底し、不測の災害が

生じた場合にも確実に対応すること

ができるよう、事業継続マネジメント

（ＢＣＭ）の適切な運用を図るととも

に、防災訓練計画を策定し、これらを

確実に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）リスク管理等について 

① リスクマネジメントの仕組みを

取り入れ、事業計画の達成の障害と

なりうるリスクの管理を徹底しま

す。 

また、事業継続マネジメント（Ｂ

ＣＭ）の適切な運用を図ります。そ

の一環として、不測の災害が生じた

場合でも、速やかに適切な対応を行

うことができるよう危機管理体制

の維持・充実に取り組むとともに、

防火管理及び防災管理に関する規

程に基づく防災訓練計画を策定し、

訓練を確実に実施します。 

 

 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

○的確なリスク管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞  

平成２８年６月に発覚した当局職員（当該職員は平成２８年９

月に懲戒免職）による一連の収蔵品等の窃盗事件により当局の物

品（収蔵品等）が亡失したことを踏まえ、リスク管理等の徹底を図

るべく、次のとおり対応した。 

 ・平成２８年６月に当該職員が逮捕されたことを受け、同月、局

内に速やかに危機対策本部を設置し、捜査当局の捜査に協力

しつつ、事件発生の原因究明と再発防止に向けて情報共有を

図った。 

 ・あわせて、同月、収蔵品保管庫等の鍵の取扱い権限についての

現況確認等を行い、直ちに行える対策を速やかに実施した。 

 ・事件の再発防止の一つとして、収蔵品管理体制の再構築及び業

務実態の組織的な把握・管理の徹底等を図るための取組を、次

のとおり確実に実施した。 

①博物館収蔵品の保管場所の移動に係る包括的管理ルールと

して、博物館収蔵品管理規程を平成２９年２月に制定・公布

した。 

②博物館収蔵品管理規程の制定・公布を受け、平成２９年３月

までに、同規程に基づく収蔵品の保管場所の移動に係る状

況確認等を実施した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

リスク管理等については、平成２８年

６月に発覚した当局職員（当該職員は平

成２８年９月に懲戒免職）による一連の

収蔵品等の窃盗事件により当局の物品

（収蔵品等）が亡失したことを踏まえ、リ

スク管理等の徹底を図るべく、捜査当局

の捜査に協力しつつ、事件発生の原因究

明と再発防止に向けて情報共有を図ると

ともに、鍵の取扱い権限についての現況

確認等を行い、直ちに行える対策を事件

発覚後、速やかに実施した。また、事件の

再発防止の一つとして、収蔵品管理体制

の再構築及び業務実態の組織的な把握・

管理の徹底等を図るための取組を、確実

に実施している。 

また、リスク・コンプライアンス委員会

を開催し、上記のとおり事件の再発防止

に向けた取組を確実に実施するととも
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② 品質マネジメントシステムの有効

性を継続的に改善するためＩＳＯ９

００１の認証を維持するなど、内部統

制の強化に向けた必要な取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 民間企業で行われている経営手

法である品質マネジメントシステ

ムを活用して全部門の運営状況を

検証し、品質の確保と業務の効率化

を図るため、ＩＳＯ９００１の認証

を維持します。 

また、造幣局の使命を遂行するた

め、役職員が目的意識を共有した上

で、各階層における目標が連鎖する

よう組織目標及び個人目標を作成

し、業務に取り組むとともに、課題

やリスクを認識した上で決定した

各種計画が達成できるよう、現状把

握や検証を通じて必要な対策を講

じることで、内部統制を徹底しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ＢＣＭの適切な運用 

＜主な定量的指標＞ 

○防災訓練計画の策定

の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③業務実態の組織的な把握・管理をより一層徹底するため、主

に貴重品及び換金性の高い有価物を対象に、その保管状況

等についての総点検を平成２９年１月から開始した。 

 

上記のとおり事件の再発防止に向けた取組を確実に実施すると

ともに、リスク・コンプライアンス委員会の開催、紛争金対応方針

等の取組を実施した。 

平成２８年度においては、前記のコンプライアンスに関する議

題のほか、リスク管理の状況等を議題として、リスク・コンプライ

アンス委員会を平成２８年７月、同年１１月、平成２９年３月、計

３回開催した。 

また、紛争金対応の体制強化のため、平成２８年３月に制定した

「紛争金の不使用の推進に関する規程」に基づき、紛争金混入リス

クの把握及び対応を適切に実施した。 

 

事業継続計画（ＢＣＰ）については、防災訓練計画に定める訓練

等の結果を踏まえ、危機管理会議において事業継続計画の見直し

の必要性について審議を行った。また、平成２８年１０月の東京支

局のさいたま市への移転に伴い、さいたま支局災害対策マニュア

ルを新たに作成し役職員に周知した。 

 

平成２８年度防災訓練計画に定める訓練の実施状況について

は、次のとおり。 

訓練 実施状況 

安否確認訓練 非常時の安否確認体制を平時から想定させる

とともに、安否確認サービスの習熟及び実効

性を確認することを目的として、全役職員（非

常勤職員を除く）を対象とした安否確認訓練

を実施した。 

防災訓練（消防

訓練） 

①避難訓練 

 

 

②消火訓練 

 

 

①非常時の避難体制を平時から想定させるこ

とを目的として、全役職員を対象とした避

難訓練を実施した。 

②火災発生時の初期対応を体感することを目

的として、職員の中から対象者を選抜し、消

火訓練・通報訓練を実施した。 

緊急地震速報

訓練 

突然の地震発生時における初期対応を確認す

ることを目的として、全役職員を対象とした

緊急地震速報訓練を実施した。 

に、紛争金混入リスクについては適切に

対応を行った。 

ＢＣＭの適切な運用については、訓練

等の結果を踏まえ、事業継続計画の見直

しの必要性について検討を行うととも

に、事業継続計画に基づく防災訓練計画

の策定を行い、防災訓練を確実に実施し

た。 

その他、ＩＳＯ９００１の認証を維持

するとともに、上位の目標と整合性のあ

る組織目標や個人目標を作成して業務に

取り組み、四半期ごとに事業計画及び組

織目標の進捗状況の報告及び検証を行っ

た。 

以上のことから、リスク管理等につい

ては、定量的な数値目標を達成しており、

その他の定性的な取組についても事業計

画における所期の目標を達成していると

認められることを踏まえ、「Ｂ」と評価す

る。 

 

＜課題と対応＞ 

事件の再発防止に向けた取組につい

て、引き続き、確実に実施する。 
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○防災訓練の確実な実

施（対計画１００％）

 

＜その他の指標＞ 

○ＩＳＯ９００１の認

証の維持 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○目標の連鎖の実施を

含む内部統制全般に

係る取組状況 

災害対策本部

立ち上げ訓練

（初期対応訓

練を含む） 

非常時の実働体制を平時から想定させるとと

もに、大規模災害発生時の対策本部の立ち上

げ業務を体感することを目的として、対策本

部員メンバー及び事務局員を対象とした災害

対策本部立ち上げ訓練（初期対応訓練を含む）

を実施した。 

緊急参集訓練 

（仮想訓練を

含む） 

大規模災害発生時における緊急参集時の徒歩

による最短ルートを把握し行動経路に問題が

ないか確認することを目的として、緊急参集

要員（本局）のうち交通機関利用者が、徒歩に

よる自宅から本局までの最短ルートについて

把握していることを確認した。 

 

平成２８年度防災訓練計画に定める上記の訓練を全て実施し

た。 

 

 

品質マネジメントシステムを活用して全部門の運営状況を検証

し、品質の確保と業務の効率化を図るため、ＩＳＯ９００１の認証

を維持すべく、次の活動を実施した。 

（１）各課室は、ＩＳＯ９００１の規定に基づく品質マネジメント

システムの下、法令の遵守、業務の効率化及び品質管理等に関

する組織目標を定め、その目標達成に向けて取り組んだ。（平

成２８年４月～平成２９年３月） 

（２）品質マネジメントシステムの維持及びその有効性の改善に

関する事項について、内部監査員による内部監査を実施した。

（平成２８年７月から９月まで及び平成２９年１月） 

（３）品質マネジメントシステムの適切性、有効性等について検証

を行うため、理事長その他の役員及び幹部職員による検証会

議を実施した。（平成２８年１０月及び平成２９年３月） 

以上の活動を経て、平成２８年１０月から１１月に外部審査登

録機関によるＩＳＯ９００１の定期審査を受審した結果、品質マ

ネジメントシステムが包括的に継続して有効であるとの判定を受

けた。 

なお、環境マネジメントシステムの要求事項を規定するＩＳＯ

１４００１の登録も維持し、環境保全に取り組んでいる。 

 

造幣局の使命を遂行するためには、役職員が造幣局の課題やリ

スクを認識し、目的意識を共有したうえで、事業計画、各レベルの

組織目標、各種計画、職員の個人目標を作成し、業務に取り組むこ
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＜評価の視点＞ 

○的確なリスク管理を

行い、ＢＣＭの運用を

適切に行っているか。

○防災訓練計画を策定

し、確実に実施してい

るか。 

とが重要であることから、各階層における目標が連鎖するよう取

組を推進した。 

平成２８年度は、平成２８年３月３１日付で事業計画の認可を

受けたことから、各部支局等及び各課室の組織目標を４月中に決

定し、理事会において、四半期ごとに事業計画及び各部支局等の組

織目標の進捗状況の報告及び検証を行った。 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－２ 人事管理 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等）

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

【参考】 
一般事業主行動計画の確実
な実施 

課長相当職以上の職員に

占める女性割合 
  2.8％ 2.9％ 

    

研修計画の策定の有無 計画の策定の有無 策定有り 策定有り 策定有り 策定有り 
 

研修計画の確実な実施 計画の確実な実施（％） 対計画 100％ 100％ 100％ 100％ 
 

【参考】 

職員の能力向上・技能伝承 
受賞実績   24 人 19 人 詳細は、業務実績欄を参照 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

組織運営を安定的に行うため、計画的か

つ着実な人材の確保に努めるとともに、適

材適所の人事配置や働き方の見直しに取

り組む。 

また、「女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律」（平成 27 年法律第 64

号）に基づき策定する一般事業主行動計画

に沿って、女性職員の活躍を推進する。 

さらに、職員研修に関する計画を策定

し、当該計画に沿った各種研修を実施する

こと、業務への意欲的な取組や業務改善活

動を奨励するとともに、これらについて顕

著な成果を挙げた職員に対する表彰・評価

等を通じて、職員の業務意欲や能力の向

上、技能の伝承を図る。 

 

 

安定的に組織運営を行っていくため、

計画的かつ着実に優秀な人材を確保す

るよう努めるとともに、職員の資質向上

のための研修などを通じて計画的な人

材育成を行い、適材適所の人事配置を推

進します。 

また、働き方の見直しに取り組むとと

もに、「女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律」（平成 27 年法律第

64 号）に基づき策定した一般事業主行

動計画を確実に実施します。 

さらに、職員の資質向上を図るため研

修計画を策定し、研修を確実に実施する

こと、業務への意欲的な取組や業務改善

活動を奨励し、顕著な成果を挙げた職員

に対する表彰、評価を行うこと等によ

 

 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

○計画的かつ着実な人

材確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞  

平成２８年度事業計画、国の平成２８年度における人事管理運

営方針等を踏まえ、適正な人事管理を行うため、平成２８年１１

月、当局の平成２８年度における人事管理運営方針を策定した。 
人事管理運営方針に基づき、以下のとおり具体的な取組を行っ

た。 
①人材の確保 

安定的に組織運営を行っていくため、計画的かつ着実に優秀

な人材を確保するよう総合職及び一般職の採用に当たっては、

以下の措置を講じ、造幣局での職務内容等の周知に努め、造幣局

での勤務を志望する者の中から面接を重視した人物本位の採用

を行った。 
・造幣局ホームページにおいて、業務説明会の実施や工場見学

の案内を掲載し、積極的にＰＲすることで、多くの公務員志望

者の参加を促した。 
・人事院が主催する官庁合同業務説明会や公務研究セミナー（近

畿管内所在の各官庁の業務説明会）、官庁公開フェスティバル

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

人事管理運営方針に基づき、人材の確

保や人事配置を確実に行っている。 
人材の確保については、造幣局での職

務内容等の周知に努め、面接を重視した

人物本位の採用を行い、平成２９年度期

初においては、総合職及び一般職４人、工

芸職１人、技能職１０人の計１５人を採

用し、業務の効率性や業務量、技能伝承等

の状況、将来の職員の年齢構成等を総合

的に勘案しながら、配置先を決定した。

また、人事配置に当たっては、能力及び

実績に基づく人事管理の徹底を基本に、

業務の繁閑や業務の質・量に応じて柔軟

に対応できるよう職員を配置するととも

に、事件の再発防止の一つとして、管理者



６９ 

 

り、職員の業務意欲や能力の向上、技能

の伝承が図られるよう取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０１７（総合職試験及び一般職試験等により採用される官

庁の職場を公開する体験型イベント）に参加したほか、国家公

務員志望者向けに業務説明会を実施した。 
・前年度刷新した採用案内パンフレットを、上記のイベントに

おいて活用し、公務員志望者に対して当局の魅力を伝えた。 
 

技能職の採用に当たっては、以下の措置を講じ、優秀な人材の

確保に努めた。 
・求人票を早期に受験希望者が在学する学校等に発送した。 
・受験希望者に応募前の職場見学会を開催した。 

 
上記の取組により、平成２９年度期初においては、総合職及び

一般職４人、工芸職１人、技能職１０人の計１５人を採用し、業

務の効率性や業務量、技能伝承等の状況、将来の職員の年齢構成

等を総合的に勘案しながら、配置先を決定した。 
（参考）平成２９年４月１日付採用状況 

試験等区分 採用人員（人） 備 考 
総合職 １（０）

試験採用 
一般職 ３（２）

工芸職 １（１） 選考採用 
技能職 １０（３） 選考採用 
計 １５（６）  

（注）（ ）内書は女性 
 
②人事配置・人事管理 

人事配置に当たっては、職員の育成等を考慮しつつ、能力及び

実績に基づく人事管理の徹底を基本に、必要な技術や技能の継

承に留意した上で、業務の繁閑や業務の質・量に応じて柔軟に対

応できるよう職員を配置した。また、事件の再発防止の一つとし

て、管理者による部下職員への定期的な面談等において身上把

握を実施する際は、より丁寧に部下職員の身上把握を行うよう

要請し、面談等において気付いた職員の異変については、管理者

間で情報を共有することとした。 
 
③働き方の見直し 

政府が進めている働き方改革を踏まえ、労働時間の適切な管

理を行うため、毎週水曜日は定時退庁日として、毎月１９日は育

児の日として、職員に定時退庁を促すとともに、平成２８年７月

から８月まで政府が実施した「ゆう活」（終業時刻を早め、実施

職員は原則定時退庁を行う）を当局においても実施した。また、

による部下職員への身上把握を実施する

際は、より丁寧に部下職員の身上把握を

行うよう要請し、面談等において気付い

た職員の異変については、管理者間で情

報を共有している。 
働き方の見直しについては、労働時間

の適切な管理を行うため、職員に定時退

庁を促すとともに、職員の勤務時間制度

の見直しについて検討を行い、平成２９

年４月から始業及び終業の時刻を申告す

ることができる制度を導入し、女性職員

の活躍については、独立行政法人造幣局

行動計画の内容に沿った取組を確実に実

施している。 
研修については、マネジメント力の強

化等職員一人ひとりの能力向上を図るこ

とによる組織力の強化を重点事項とした

平成２８年度の研修計画を策定し、新規

採用職員研修や技能長研修等の階層別研

修や工芸部門総合技能研修等を研修計画

に沿い確実に実施し、スキルアップを図

った職員が職務に精励した結果、平成２

８年度においても多くの表彰を受賞した

ことは高く評価できる。また、業務改善活

動を職員に奨励し、発表会の開催等を行

うことにより、職員の業務意欲の高揚を

図っている。 
 以上のことから、人事管理については、

定量的な数値目標を達成しており、その

他の定性的な取組についても事業計画に

おける所期の目標を達成していると認め

られることを踏まえ、「Ｂ」と評価する。

 

＜課題と対応＞ 

 事件の再発防止に向けた取組につい

て、引き続き、確実に実施する。 
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○「女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関

する法律」に基づく一

般事業主行動計画の

確実な実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○研修計画の策定の有

無 

○研修計画の確実な実

施（対計画１００％）

＜その他の指標＞ 

○職員の業務意欲・能力

の向上、技能伝承に向

けた取組 

 

 

 

 

 

国家公務員のフレックスタイム制の内容を考慮した職員の勤務

時間制度の見直しについて検討を行い、平成２９年４月から始

業及び終業の時刻を申告することができる制度を導入した。 
このほか、働きながら育児や介護がしやすい環境を整備する

ため、介護時間（無給）の導入や妊娠、出産、育児又は介護に関

するハラスメントの防止等に関する規程を整備し、施行した。 
 
④女性職員の活躍 

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成２

７年法律第６４号）に基づき策定した一般事業主行動計画（計画

期間：平成２８年４月から平成３３年３月までの５年間）の内容

に沿って、以下のとおり取組を実施した。 
・女性を対象とした国家公務員試験受験者向け業務説明会を平

成２８年７月に開催した。 
・業務説明会等においては、女性が活躍できる職場であること

についてアピールした。 
・女性職員を対象としたキャリアアップ研修を平成２９年２月

に実施し、そのなかで、理事長と女性職員との意見交換を行

い、管理職登用に向けたキャリア意識の向上を図った。 
 
このような取組により、平成２９年度の新規採用者に占める

女性の割合は、４０％となり、目標である３０％を超えた。 
また、引き続き、能力のある女性職員の登用に努め、管理職の

うち女性の占める割合が向上するよう取り組んでいる（平成２

９年４月１日現在における課長相当職以上の職員に占める女性

割合：２．９％）。 
 
前年度の研修実績の評価及び研修内容の質の向上等を図ること

を目的として行った人材育成会議での議論等を踏まえ、前年度に

引き続き、個々の職員が誇りと使命感を持ち、高い職業意識の中で

職務を遂行することができるよう、各種の研修を通じて意識の向

上に努め、マネジメント力の強化等職員一人ひとりの能力向上を

図ることによる組織力の強化を重点事項とした平成２８年度の研

修計画を、平成２８年３月に策定し、新規採用職員研修や技能長研

修等の階層別研修や工芸部門総合技能研修等を研修計画に沿い確

実に実施した。  
また、職務上必要な特定の技能及び知識を習得し、資質の向上を

図ることを目的として、外部機関が主催する人事労務管理、広報、

財務・経理等の実務研修への参加やコンプライアンス、情報システ

ム及びＩＳＯに関する研修等を引き続き実施して、必要な知識の
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＜評価の視点＞ 

○研修計画を策定し、確

実に実施しているか。

○計画的かつ着実な人材

確保を行い、女性職員

の登用等の促進に取り

組んでいるか。 

○職員の能力向上や技能

の伝承が図られるよう

取り組んでいるか。 

習得及び技能の向上を図った。特に、コンプライアンスに関する研

修については、事件の再発防止の一つとして、平成２９年３月に、

全職員を対象としたコンプライアンスに関する研修（研修内容：①

外部専門家（弁護士）によるコンプライアンスに関する講演、②総

務部長による再発防止策に関する講演）を実施した。 
このほか、民間企業の業務を体験し、その機動的で効率的な業務

手法や発想方法等を業務の遂行に役立てることを目的に実施して

いる企業派遣研修については、受け入れ先企業の事情もあり、継続

することが難しいところもあったが、５社に７人を派遣した。 
このように研修を確実に実施し、スキルアップを図った職員が

職務に精励した結果、平成２８年度においても、次のとおり多くの

表彰を受賞した。 
①「平成２８年度科学技術分野の文部科学大臣表彰創意工夫功

労者賞」８人（平成２８年４月） 
②「広島県優秀技能者表彰」１人（平成２８年１１月） 
③「卓越した技能者表彰（現代の名工）」３人（平成２８年１１

月） 
④「大阪府優秀技能者表彰（なにわの名工）」６人（平成２８年

１１月） 
⑤「大阪府青年優秀技能者表彰（なにわの名工若葉賞）」１人（平

成２８年１１月） 
 
このほか、業務の効率化を推進するため、引き続き、ＱＣサーク

ル活動などの業務改善活動を職員に奨励するとともに、ＱＣサー

クル活動発表会の開催、優れた業務改善を行った職員の表彰等を

行うことで、職員の業務意欲の高揚を図った。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－３ 施設及び設備に関する計画 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 

（過去5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

【参考】 

施設、設備に関する計画 
計画額    5,624 百万円 11,024 百万円 

   
 

実績額    5,302 百万円 9,337 百万円  

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

該当なし 

 

平成２８年度における施設及び設備

に関する計画は以下のとおりです。 

投資に当たっては、投資目的等につい

て、理事会や設備投資検証会議における

厳格な審査に基づき行います。なお、平

成２８年度においては、引き続き、東京

支局のさいたま市への移転に向けて必

要な投資を着実に進めます。 

また、投資効果や進捗状況を適切に把

握し、計画の見直しや次年度の計画の策

定を行います。 

 

※施設及び設備に関する計画について

は、別紙７参照。 

＜その他の指標＞ 

○施設、設備に関する計

画の策定、事前・事後

の審査及び見直しの

実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞  

計画の策定に当たっては、平成２７年度に実施した投資金額５

千万円以上の案件について、平成２８年２月の設備投資検証会議

で、投資目的の達成度等の投資効果や、投資案件の進捗状況等につ

いて、事後評価を実施し、当該事後評価を踏まえたうえで、同月の

理事会において、平成２８年度の設備投資計画（総額１１０．２億

円）を策定した。 
平成２８年度においても、１件１億円以上の案件について、理事

会において投資の必要性、金額、投資効果等について事前審議する

とともに、実施に当たっては、設備投資検証会議で事前に実施した

理事会での検討結果に沿ったものとなっているか検証のうえ実行

した。 
また、平成２８年度に実施した投資金額５千万円以上の案件に

ついては、平成２９年２月の設備投資検証会議で、投資目的の達成

度等の投資効果や投資案件の進捗状況等について、事後評価を実

施し、当該事後評価を踏まえたうえで、同年３月の理事会におい

て、平成２９年度の設備投資計画を策定した。 
 平成２８年度における設備投資額は、計画決定後の状況の変化

により仕様の再検討や導入時期の見直しが必要となり、投資を翌

年度に繰越又は取りやめたこと、実施内容の見直し及び一般競争

入札等の結果、計画額と実行額に差異が生じたこと等が要因とな

り、当初計画１１，０２４百万円に対して、実績は９,３３７百万

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

設備投資計画については、設備投資検

証会議における前年度の投資の事後評価

結果を踏まえて策定し、計画の実施に当

たっては、理事会における審議や設備投

資検証会議における検証を行った。また

投資実績については、業務実績報告にお

いて情報開示を行った。 
 設備投資額は、当初計画１１，０２４百

万円に対して実績は９,３３７百万円とな
り、その差は１,６８７百万円となったが、
これは主に計画決定後の状況の変化によ

り仕様の再検討や導入時期の見直しが必

要となり、翌年度に繰越又は取りやめた

こと、及び実施内容の見直し及び一般競

争入札等の結果、計画額と実行額に差異

が生じたことが要因であり、適切であっ

たものと認められる。 
 また、東京支局の移転に向けて必要な

投資を着実に行い、平成２８年１０月３

日に開局したさいたま支局は順調に稼働
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○東京支局の移転に向

けての必要な投資の

推進 

 

 

＜評価の視点＞ 

○施設、設備に関する計

画の策定、事前・事後

の審査及び見直しの

のプロセスを確実に

行っているか。 

○東京支局の移転に向

けて必要な投資を着

実に進めているか。 

円となり、その差は１,６８７百万円となった。 
 
東京支局の移転に向けて、平成２７年７月より実施していた、移

転先の工場及び庁舎等建設工事については、平成２８年９月に完

了し、生産設備等の移設及び更新が必要な設備についても着実に

実施し、平成２８年１０月３日にさいたま支局として開局した。開

局後のさいたま支局は順調に稼働している。 

 

している。 
以上のことから、施設及び設備に関す

る計画については、定性的な取組につい

て事業計画における所期の目標を達成し

ていると認められることを踏まえ、「Ｂ」

と評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 

 

 

４．その他参考情報 

（計画と実績の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

平成２８年度における設備投資額は当初計画１１，０２４百万円に対して実績は９,３３７百万円であった。 
なお、計画と実績の差１,６８７百万円の内訳は以下のとおりである。 
①計画決定後の状況の変化により仕様の再検討や導入時期の見直しが必要となり、翌年度に繰越又は取りやめたもの 
圧印機（竪型）             △３０４百万円 

成形生産管理システム修理         △８１百万円 

等、合計２０件             △７４２百万円 

②当初計画にはなく、追加で実施したもの 
貨幣課事務室間仕切改修工事         ３０百万円 

パッド印刷機                ２４百万円 

等、合計２０件              １５９百万円 

③実施内容の見直し及び一般競争入札等の結果、計画額と実行額に差異が生じたもの 
東京支局建物等解体及び土壌汚染対策工事 △６９５百万円 

東京支局移転に伴う移設工事       △２７４百万円 

等、合計８８件           △１，１０４百万円 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－４ 保有資産の見直し 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 

（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

          

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

東京支局移転後の跡地については、国

庫納付の方法及び時期について検討を

進める。なお、移転に当たっては、業務

に支障が生じないよう、円滑な実施に向

けた準備を進める。 

また、東京支局の各宿舎、本局の北宿

舎の一部及び男子寮、広島支局の西山宿

舎については、平成２８年度末までに廃

止する。 

 さらに、その他の保有資産について、

効率的な業務運営が担保されるよう、不

断の見直しを行い、その結果、遊休資産

が生ずる場合には将来の事業再編や運

営戦略上必要となるものを除き、国庫へ

の貢献を行う。 

 

造幣局が保有する資産については、東

京支局移転後の跡地及び廃止宿舎の適切

な処分に向けた検討を進めるほか、効率

的な業務運営が担保されるよう、不断の

見直しを行うものとし、見直しの結果、遊

休資産が生ずる場合には将来の事業再編

や経営戦略上必要となるものを除き、国

庫への貢献を行います。 

 

・東京支局移転後の跡地の適切な処分 

さいたま市に移転する予定の東京支

局の移転後の跡地については、国庫納

付の方法及び時期について検討を進め

ます。 

なお、移転については、業務に支障が

生じないよう、準備を進め、確実に実施

します。 

 

・職員宿舎の廃止及び適切な処分 

東京支局各宿舎（北・南・西巣鴨・新

座宿舎）、本局北宿舎の一部及び男子寮

並びに広島支局西山宿舎については、

平成２８年度末までに廃止します。 

＜その他の指標＞ 

○東京支局移転後の跡

地の処分の検討の推

進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞  

東京支局移転後の跡地（隣接する東京支局北宿舎及び南宿舎を

含む）については、平成２８年２月２日付で防災公園街区整備事業

を活用した防災公園等の整備の用途に充てるための譲渡契約を独

立行政法人都市再生機構との間で締結した後、東京支局移転後の

跡地に係る国庫納付の方法及び時期について、引き続き、検討を進

めるとともに、平成２８年１０月のさいたま市への移転後、跡地に

残る庁舎・工場等の建物の解体工事及び跡地の土壌汚染対策工事

を速やかに開始するよう、事前の準備を進め、同年９月、当該工事

に係る入札公告を実施し、翌月に請負業者と契約を締結した。 
解体工事の開始に当たっては、平成２８年１０月、豊島区が定め

る要綱に基づき、跡地近隣の住民に対して、工事内容の説明を戸別

に実施し、同年１１月から土壌汚染概況調査を実施するとともに、

建物解体に先立ち、建物に付着するアスベスト除去工事を開始し

た。 
以後、土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）等に基づき、

平成２９年１月に土壌汚染状況調査結果報告書を東京都環境局に

提出し、土壌汚染対策について東京都と協議を行ったうえ、同年４

月に汚染拡散防止計画書の提出を行った。庁舎・工場等の建物の解

体工事については、平成２９年３月末で一部の施設等を除いて地

上部分の撤去を終えている。 

 また、平成２８年２月２日付で独立行政法人都市再生機構との

間で締結した譲渡契約において、跡地の引渡しについては平成２

９年２月２８日及び平成３１年２月２８日の２回に分けて行うこ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

東京支局移転後の跡地の処分について

は、平成２８年２月２日付で独立行政法

人都市再生機構との間で譲渡契約を締結

した後、東京支局移転後の跡地に係る国

庫納付の方法及び時期について、引き続

き、検討を進めるとともに、平成２８年１

０月のさいたま市への移転後、跡地に残

る庁舎・工場等の建物の解体工事及び跡

地の土壌汚染対策工事を速やかに開始す

るよう、事前の準備を進め、同年９月、当

該工事に係る入札公告を実施し、翌月に

請負業者と契約を締結した。 
以後、平成２８年１１月から土壌汚染

概況調査を実施するとともに、建物解体

に先立ち、建物に付着するアスベスト除

去工事を開始し、平成２９年３月末に一

部の施設等を除き建物の地上部分の解体

を終える等、庁舎・工場等の建物の解体工

事及び跡地の土壌汚染対策工事に係る手

続きを着実に実施している。また、跡地の

引渡しについて、第１回目の引渡しを予

定どおり平成２９年２月２８日に行うと



７５ 

 

また、国庫納付の方法及び時期につ

いて検討を進めます。 

 

・その他の保有資産の見直し 

広島支局西山水源地の一部について

は、今後の業務運営上支障がないこと

から、隣接する広島支局西山宿舎とあ

わせて国庫納付の方法及び時期につい

て検討を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○東京支局各宿舎（北・

南・西巣鴨・新座宿

舎）、本局北宿舎の一

部及び男子寮、広島支

局西山宿舎の廃止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○その他の保有資産に

ついての平成２８年

度以降の廃止等に向

けた検討の推進 

 

 

 

○東京支局の移転に向

けた取組 

 

 

ととされており、第１回目の引渡しについて予定どおり平成２９

年２月２８日に行った。 
なお、平成２４年度に実施した調査において確認された土壌汚

染及び地下水汚染については、引き続き、地下水の水質分析調査を

年４回（平成２８年６月、９月、１２月及び平成２９年３月）自主

的に実施し、調査結果を造幣局ホームページにおいて、それぞれ平

成２８年７月１日、１０月３日、平成２９年１月４日及び３月３１

日に公表した。 
 
「独立行政法人の職員宿舎の見直し計画」（平成２４年４月３日

行政改革実行本部決定）及び「独立行政法人の職員宿舎の見直しに

関する実施計画」（平成２４年１２月２４日行政改革担当大臣決

定）を受けて、平成２４年１２月に策定した「職員宿舎の見直し実

施計画」を踏まえ、平成２８年度末までに廃止を予定している宿舎

については、入居者の退去状況に応じて、以下の日付で、順次、廃

止した。 
・本局北宿舎１号棟：平成２８年４月２７日 
・東京支局北宿舎、新座宿舎：平成２８年１１月１日 
・本局北宿舎２号棟、３号棟の一部、男子寮：平成２９年３月３

１日 
・東京支局南宿舎、西巣鴨宿舎：平成２９年３月３１日 
・広島支局西山宿舎、五日市宿舎２号棟の一部：平成２９年３月

３１日 
 
今後は、廃止した宿舎（東京支局移転後の跡地に隣接する東京支

局北宿舎及び南宿舎を除く）について、跡地の利用予定がないもの

は、速やかに国庫納付が行えるよう、国庫納付に向けて関係機関

（財務省、地方公共団体等）との調整を行うこととしている。 
 
平成２８年度において、不要財産の国庫納付による国庫への貢

献を図る資産はなかった。 
広島支局西山水源地の一部については、平成２８年度末で廃止

した隣接する広島支局西山宿舎と併せて国庫納付が行えるよう、

分筆登記を行うとともに、引き続き、関係機関（財務省、広島市等）

との調整を行いつつ、国庫納付に向けた検討を進めている。 
 
さいたま支局への移転は、昭和１４年１１月から東京都豊島区

で操業してきた東京支局を７７年振りに移転させるという、貨幣

及び勲章等の製造を始めとした通常業務とは全く異なる難易度の

高い一大事業であった。 

ともに、引き続き、自主的に地下水の水質

分析調査を行い、その調査結果を公表し

たことは評価できる。 
「職員宿舎の見直し実施計画」を踏ま

え、平成２８年度末までに廃止を予定し

ている宿舎については、入居者の退去状

況に応じて、平成２８年度末までに順次、

廃止した。また、広島支局西山水源地の一

部については、平成２８年度末で廃止し

た隣接する広島支局西山宿舎と併せて国

庫納付が行えるよう、引き続き、関係機関

との調整を行いつつ、国庫納付に向けた

手続きの検討を進めている。 
さいたま支局への移転は、昭和１４年

１１月から東京都豊島区で操業してきた

東京支局を７７年振りに移転させるとい

う、貨幣及び勲章等の製造を始めとした

通常業務とは全く異なる難易度の高い一

大事業であった。 
東京支局の移転については、平成２８

年度期初に、移転作業に係る統合調整の

役割を担う組織として本局総務部に設置

された「支局移転管理室」が中心となっ

て、移転に係る課題のリストアップ、解決

方法の情報共有及びフォローアップを行

い、移転に伴い業務に支障が生じないよ

う、移転作業全般の進捗管理を的確に行

った。 
移転先であるさいたま支局の工場及び

庁舎等建設工事については、さいたま支

局の敷地面積を東京支局の敷地面積より

縮小（約３．２ｈａから約１．９ｈａに縮

小）し、工場及び庁舎等の効率的な設計を

行ったうえで、平成２８年１０月からの

移転先での操業開始を目指して工事の監

理・監督を行い、行政機関等による各種検

査を受け、予定どおり竣工した。移転作業

については、工場の大型機械設備から器

具備品類まで、適切な運搬及び設置等を

必要としたが、事故もなく滞りなく実施
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＜評価の視点＞ 

○東京支局移転後の跡

地の処分の検討を進

めているか。 

○対象となる宿舎の廃

止に向け準備を進め

ているか。 

○その他の保有資産に

ついて、平成２８年度

以降の廃止等に向け

た検討を進めている

か。 

東京支局の移転については、本支局関係各課室で移転に係る情

報を共有し、適宜、関係各課室に対して適切に指示を行う組織とし

て、前年度に立ち上げた「移転準備会議」の役割を継承し、移転作

業に係る統合調整の役割を担う組織である「支局移転管理室」を、

平成２８年度期初、本局総務部に設置した。 
当室が中心となって、引き続き、移転に係る課題のリストアッ

プ、解決方法の情報共有及びフォローアップを行い、平成２８年４

月、移転先における支局の新名称（さいたま支局）及び開局予定日

（平成２８年１０月３日）を公表した。 
また、移転先であるさいたま支局の工場及び庁舎等建設工事に

ついては、さいたま支局の敷地面積を東京支局の敷地面積より縮

小（約３．２ｈａから約１．９ｈａに縮小）し、工場及び庁舎等の

効率的な設計を行ったうえで、平成２８年１０月からの移転先で

の操業開始を目指して工事の監理・監督を行い、平成２８年９月末

までに、検査済証（建築物が建築基準関連規定に適合していること

を証する文書）の受領など行政機関等による各種検査を受け、予定

どおり竣工した。移転作業については、工場の大型機械設備から器

具備品類まで、適切な運搬及び設置等を必要としたが、事故もなく

滞りなく実施することができた。 

このような経緯を経て、平成２８年１０月３日、財務省及び移転

先地方公共団体等から多数の来賓の出席のなか、さいたま支局開

局式を挙行した。 

本支局関係各課室において移転に伴い業務に支障が生じないよ

う、移転作業全般の進捗管理を的確に行ったことにより、貨幣及び

勲章等の製造等や造幣さいたま博物館の開館等の全ての業務につ

いて、開局式当日より順調に開始した。 

することができた。 
このような経緯を経て、平成２８年１

０月３日、さいたま支局開局式を挙行す

るとともに、貨幣及び勲章等の製造等や

造幣さいたま博物館の開館等の全ての業

務について、開局式当日より順調に開始

した。 
以上のことから、保有資産の見直しに

ついては、全ての定性的な取組について

事業計画における所期の目標を達成して

いることに加え、難易度の高い一大事業

である東京支局のさいたま市への移転に

ついて準備を着実に進め、平成２８年１

０月３日より業務を滞りなく確実に実施

したと認められることを踏まえ、「Ａ」と

評価する。 
 

＜課題と対応＞ 

特になし。 

 

 

  

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－５－（１） 労働安全の保持について 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 

（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度

30 

年度

31 

年度

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

職場環境整備に資する計画

の策定の有無 
計画の策定の有無 策定有り 策定有り 策定有り 策定有り 

   

 

職場環境整備に資する計画

の確実な実施 

計画の確実な実施 

（％） 
対計画 100％ 100％ 100％ 100％ 

ただし計画のうち安全教育・活動等に係る項目に限る 

重大な労働災害の発生件数 発生件数 発生件数 0件 0 件 0 件 0 件  

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

（１）労働安全の保持について 

職場環境整備に資する計画を定め、当

該計画に沿って安全教育・活動等を行う

ことにより、安全で働きやすい職場環境

を維持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）労働安全の保持について 

造幣局の業務には、危険・有害業務

を含む様々な作業があることから、快

適な職場環境の実現と労働者の安全

と健康を確保する必要があります。こ

のため、労働安全衛生法をはじめとし

た関係法令を遵守するとともに、メン

タルヘルスケアを含め、安全で働きや

すい職場環境の整備に取り組みます。

具体的には、「安全衛生に関する方針」

及び職場環境整備に資する計画であ

る「安全衛生に関する計画」を定め、

当該計画に沿って安全衛生教育・活動

等を実施することにより、重大な労働

災害を発生させないよう取り組みま

す。 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○職場環境整備に資す

る計画の策定の有無 

○職場環境整備に資す

る計画の確実な実施

（対計画１００％、た

だし計画のうち安全

教育・活動等に係る項

目に限る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞  

平成２８年度における職場環境整備に資する計画として、「安全

衛生に関する計画」を策定し、①安全衛生活動の先取り、②風通し

の良い職場づくりの推進、を重点取組事項として取り組むことと

した。 

計画に基づき、より安全で働きやすい職場環境とするため、安全

衛生委員会による職場巡視を、本局では１９回、さいたま支局（旧

東京支局を含む。）では１２回、広島支局では１４回実施するとと

もに、三局の安全衛生委員会による合同職場巡視をさいたま支局

で実施した。 
また、平成２８年９月の化学物質のリスクアセスメント推進月

間における取組として、当該リスクアセスメント対象職場から提

出を受けた「化学物質のリスクアセスメント整理表」をもとに、衛

生管理者による各職場への化学物質に関する職場巡視を実施し

た。 

安全衛生教育の実施状況は以下のとおりである。 

① 平成２８年４月及び５月に、職員の危険感受性の向上を

目的として、新規採用職員を対象とした危険感受性向上教

育（危険体感教育）を実施した。 
② 平成２８年６月及び１０月に、技能長以上の職員を対象

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

職場環境整備に資する計画として、職

場巡視や安全衛生教育等について定めた

「安全衛生に関する計画」を策定し、危険

感受性向上教育、非定常な作業や突発的

な作業に対するＫＹ活動及びリスクアセ

スメント活動を積極的に取り組んだこと

等により、重大な労働災害は発生しなか

った。 
休業を伴う労働災害が２件発生したこ

とについては、当局として事態を重く受

け止め、初動対応を適切に実施するとと

もに、事故の再発を防止すべく対応策を

講じた。 
以上のことから、労働安全の保持につ

いては、休業を伴う労働災害が２件発生

したが、初動対応及び再発防止に向けた

取組を迅速かつ適切に実施し、また定量

的な数値目標を達成しており、その他の
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とした各職場に即した危険体感教育を実施し、安全衛生委

員会で事例を紹介した。 
③ 平成２８年９月に、危険・有害業務（動力プレス取扱作

業、フォークリフト運転業務、有機溶剤取扱作業及び粉じん

発生作業）従事者等を対象とした安全衛生教育等を実施し

た。 
④ 平成２８年１０月に、ＫＹＴ活動の進め方の習得を目的

として、新規採用職員を対象とした安全衛生研修を実施し

た。 
⑤ 平成２８年６月及び１０月に（株）エクセディ本社に設置

されている安全道場において技能長以上の職員を対象とし

た危険感受性向上教育を実施した。また、平成２９年２月に

トッパングループの川口研修センターに設置されている安

全道場において、安全衛生委員会のメンバー等を対象とし

た危険感受性向上教育を実施した。 

 

加えて、機械や設備に潜む危険を洗い出し、危険回避につなげる

取組を積極的に推進することを目的として、安全衛生委員会のメ

ンバー等に必要な知識等を付与させるべく、安全衛生管理活動を

積極的に行っている民間工場である西日本旅客鉄道(株)（ＪＲ西

日本）吹田総合車両所、(株)ヒロテックの見学会を実施した。ま

た、さいたま支局の建設現場を見学し、施工業者である(株)竹中

工務店の安全衛生への取組を学んだ。 

重点取組事項である安全衛生活動の先取りについては、前年度

に引き続き、各職場や安全衛生委員会におけるＫＹ活動やリスク

アセスメント活動を積極的に取り組むことにより、労働災害の発

生防止に努めた。 

 

（注）ＫＹＴ活動・ＫＹ活動 

ＫＹＴとは、危険予知訓練の略称。危険（Kiken）のＫ、予

知（Yochi）のＹ、訓練（Training）のＴをとってＫＹＴと呼

ぶ。ＫＹとは、危険予知の略称。危険（Kiken）のＫ、予知（Yochi）

のＹをとってＫＹと呼ぶ。 

ＫＹＴ活動とは、職場や作業の状況を描いたイラストなど

を使い、職場や作業の状況のなかに潜む危険要因とそれが引

き起こす事象を小集団で話し合い、危険のポイントやその対

策を考える訓練を行う活動である。ＫＹ活動とは、ＫＹＴ活動

の業務での実践として、業務開始前に業務に潜む危険要因を

想定し、その防止対策を立てることによって事故や災害を未

然に防止する活動である。 

定性的な取組については、事業計画にお

ける所期の目標を達成していると認めら

れることを踏まえ、「Ｂ」と評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

造幣局は、著しく高い輻射熱にさらさ

れる溶解作業、圧印等のプレス作業及び

勲章の製造作業等、様々な作業があるこ

とから、労働災害ゼロに向けて、安全教育

の更なる徹底等を図り、労働者の安全・健

康の確保に積極的に取り組む。 
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○重大な労働災害の発

生件数（０件） 

※「重大な労働災害」と

は、死亡災害又は一時

に３人以上の負傷者

を伴う労働災害をい

う。 

 

＜その他の指標＞ 

○労働災害の発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの取組により、平成２８年度において、死亡災害又は一時

に３人以上の負傷者を伴う重大な労働災害は発生しなかった。し

かしながら、休業４日以上の労働災害が１件発生した。また、休業

１日以上４日未満の労働災害も１件発生した。 

事案の概要は、次のとおりである。 
・ プルーフ貨幣セット組立・梱包作業中に転倒し、右腰及び

右膝を負傷した（平成２９年３月：さいたま支局、休業４日

以上）。 
・ 熱間圧延工程において、油の入ったドラム缶をクレーンで

搬送し、床面に着床しようとした際、右中指先端を挟み込み負

傷した（平成２９年３月：広島支局、休業１日以上４日未満）。 

 

発生した労働災害については、被災の事実関係を把握するとと

もに、原因の究明と危険要因の洗い出しを実施し、再発防止に万全

を期すこととした。具体的な対応は次のとおりである。 

 

（１）被災後の初動対応 
  被災した職員に対しては、被災後直ちに産業医、看護師によ

る応急処置を施したうえ、外部の医療機関に搬送し治療を受

けさせた。 
また、職場において類似の事故が発生することを防止する

ため、災害発生後直ちに事故の概要を各職場に周知した。 
（２）再発防止に向けた取組の検討・実施 

労働災害が発生した職場において４Ｍ５Ｅ分析を用いて発

生原因を明らかにし、講じるべき対策を検討した。その検討結

果を踏まえた再発防止に向けた取組を安全衛生委員会で審議

及び共有することにより、各職場に再発防止に向けた取組の

水平展開を図った。 
  
（注）４Ｍ５Ｅ分析 
   ４Ｍ５Ｅ分析とは、発生した事象について４Ｍ「Man」（人）、

「Machine」（設備、機器）、「Media」（環境）、「Management」（管

理）の視点から要因を抽出し、これらの要因に対して、５Ｅ

「Education」（教育・訓練）、「Engineering」（技術・工学）、

「Enforcement」（強化・徹底）、「Example」（模範・事例）、

「Environment」（環境）の視点から対策を検討する原因対策対

応式（マトリックス式）の分析手法である。 
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＜評価の視点＞ 

○職場環境整備に資す

る計画を策定し、確実

に実施しているか。 

○重大な労働災害が発

生していないか。 

（参考）労働災害の発生状況 
 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

休業４日以上の

労働災害（うち、

障害が残る災害）

4件 

（1件）

3件 

（1件）

0件 

（0件）

0件 

（0件） 

1 件

（注） 

 （注）平成２８年度に発生した１件について、平成２９年６月時

点では障害が残るか否か確定していない。 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

特になし。 

  



８１ 

 

様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－５－（２） 健康管理の充実について  

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 

（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度

30 

年度

31 

年度

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

健康管理に資する計画の策

定の有無 
計画の策定の有無 策定有り 策定有り 策定有り 策定有り 

   

 

定期健康診断の受診率 受診率（％） 受診率 100％ 100％ 100％ 100％  

健康管理に資する計画の確

実な実施 

計画の確実な実施

（％） 
対計画 100％ 100％ 100％ 100％ 

ただし計画のうち健康指導・教育・メンタルヘルス対策に係

る項目に限る 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

（２）健康管理の充実について 

  健康管理に資する計画を定め、当該計

画に沿って定期健康診断を確実に受診

させるとともに、その結果に基づく有所

見者への計画的な健康指導・教育などの

フォローアップを行うことにより、職員

の健康を確保する。また、計画的なメン

タルヘルス対策を行うことにより、職員

の心身両面の健康管理の充実を図る。 

 

（２）健康管理の充実について 

職員の健康を確保するため、「安全

衛生に関する計画」に沿って全職員を

対象に定期健康診断を確実に受診さ

せるとともに、その結果に基づく有所

見者への計画的な健康指導・教育など

のフォローアップを行います。 

また、職員の心身両面の健康管理の

充実を図るため、安全衛生に関する計

画で定めたメンタルヘルス対策に、確

実に取り組みます。 

＜主な定量的指標＞ 

○健康管理に資する計

画の策定の有無 

 

 

 

 

 

○定期健康診断の受診

率（１００％） 

 

 

 

 

○健康管理に資する計

画の確実な実施（対計

画１００％、ただし計

画のうち健康指導・教

育・メンタルヘルス対

策に係る項目に限る）

＜主要な業務実績＞  

平成２８年度における健康管理に資する計画は、労働安全に資

する計画と併せて「安全衛生に関する計画」として策定し、この中

で、風通しの良い職場づくりの推進を重点取組事項として取り組

むこととした。計画に基づき、より一層の円滑なコミュニケーショ

ンを実現し、一体感のある風通しの良い職場環境下で職員の健康

管理とメンタルヘルスの向上に組織を挙げて取り組んだ。 
 

また、定期健康診断については、前年度に引き続き、全職員に対

して健康診断を確実に実施し、その結果を通知することにより職

員に健康管理の大切さを認識させるとともに、健康診断の結果、特

に健康の保持に努める必要のある職員全員に対して保健指導を実

施した。 
 

健康指導・教育・メンタルヘルス対策の実施状況は以下のとおり

である。 

① 平成２８年８月、課室長を対象に医師、保健師等による心

理的な負担の程度を把握するための検査（ストレスチェック）

に関する知識を付与すべく、メンタルヘルス研修を実施した。 

② 平成２８年１１月、全職員にチェックシートを配布するこ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

健康管理に資する計画として、挨拶・声

掛けの励行や健康診断等について定めた

「安全衛生に関する計画」を策定し、適正

に取り組んだ結果、定期健康診断を全職

員が受診し、特に健康の保持に努める必

要のある職員全員に対して保健指導を実

施している。 
また、定期健康診断以外の「安全衛生に

関する計画」で定めた、健康指導・教育・

メンタルヘルス対策にも確実に取り組

み、職員一人一人に応じた健康管理に資

するフォローアップを実施した。 
以上のことから、健康管理の充実につ

いては、定量的な数値目標を達成してお

り、事業計画における所期の目標を達成

していると認められることを踏まえ、

「Ｂ」と評価する。 

 



８２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

○健康管理に資する計

画を策定し、確実に実

施しているか。 

○定期健康診断の受診

が確実に行われてい

るか。 

とによるストレスチェックを実施した。メンタルヘルス不調

を未然に防止するため、高ストレスと診断された職員に対し

ては申出により産業医等による面接指導を行った。 

③ 平成２８年１１月に、有害な業務に従事する職員に対する

健康診断を実施した。 

④ 平成２９年１月に、セルフケアへの意識を高めるとともに、

職員の心とからだの健康づくりを推進するため、ＴＨＰ講習

会を実施した。 

 

（参考）ＴＨＰ（トータル・ヘルスプロモーション・プラン） 

職場における労働者の心身両面の総合的な健康の保持増進のた

めに、健康教育等の適切な措置を実施するものであり、当該措置の

原則的な実施方法については厚生労働省が指針を定めている。 

＜課題と対応＞ 

造幣局は、著しく高い輻射熱にさらさ

れる溶解作業、圧印等のプレス作業及び

勲章の製造作業等、様々の作業があるこ

とから、引き続き、労働者の安全・健康の

確保に積極的に取り組む。 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－６ 環境保全 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

環境保全計画の策定の

有無 
計画の策定の有無 策定有り 策定有り 策定有り 策定有り     

環境保全計画の確実な

実施 
計画の確実な実施（％） 対計画 100％ 100％ 100％ 100％  

エネルギー消費原単位 
エネルギー消費原単位 

（kl 原油/千㌧） 
過去 5年平均以下 

27 年度： 

151.6kl 原油/千㌧ 

28 年度： 

149.5kl 原油/千㌧ 

153.6 

kl 原油/千㌧ 

156.0 

kl 原油/千㌧ 

 

廃棄物再利用率 廃棄物の再利用率（％） 過去 5年平均以上 
27 年度：38.6％ 

28 年度：41.8％ 
49.0％ 43.1％ 

 

回収貨幣の再利用 回収貨幣の再利用（％） 100％ 100％ 100％ 100％ 
 

返り材の再利用 返り材の再利用（％） 100％ 100％ 100％ 100％ 
 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

製造事業を営む公的主体として模範と

なるよう、地球温暖化などの環境問題へ積

極的に貢献する観点から、環境保全に関す

る計画を策定し、当該計画に沿って、効率

性に配慮しつつ必要な設備を備えるとと

もに、環境物品の確実な調達やＩＳＯ１４

００１認証の維持等を行うことにより、環

境保全を図る。 

 

地球温暖化などの環境問題へ積極的

に貢献するため、ＩＳＯ１４００１を着

実に運用し、その認証を維持します。ま

た、省資源・省エネルギー対策の実施、

公害防止などの環境保全に関する計画

を定め、その実現に取り組むことによ

り、より一層環境保全と調和のとれた事

業活動が展開できるようにします。 

環境保全や資源の有効活用の観点か

ら、国から交付された回収貨幣及び製造

工程内で発生する返り材（スクラップ）

を１００％再利用します。また、事業活

動の結果排出される廃棄物の再利用率

＜主な定量的指標＞ 

○環境保全計画の策定

の有無 

○環境保全計画の確実

な実施（対計画１０

０％） 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

○環境保全のために必

要な設備の的確な導

入及び導入時におけ

る効率性の検証 

＜主要な業務実績＞  

平成２８年度における環境物品等の調達の推進を図るための方

針に基づき環境物品等を調達するよう努めるとともに、平成２８

年３月に策定した平成２８年度環境保全計画に基づき、環境関連

法令等の遵守、国際規格であるＩＳＯ１４００１の認証による環

境マネジメントシステムの運用・維持等に取り組んだ。具体的に

は、法令に基づく大気・水質等の規制基準の遵守、廃棄物の適正処

理、化学物質の使用量の把握、省エネに関する取組等を行い、環境

保全と調和のとれた事業活動を行うよう努めた。 

 

上記の環境保全計画に基づき、引き続き、新たに購入又は更新す

る機器については、消費電力が少ないＬＥＤ照明器具や作業機器

等、極力環境負荷の少ない省エネタイプを導入した。なお、さいた

ま支局の工場及び庁舎等建設工事においても、空調設備や変圧器

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

平成２８年度環境保全計画を策定し、

計画に基づいて環境保全に取り組んだ。

また、新たに購入又は更新する機器に

ついては、環境負荷の少ない省エネタイ

プを導入するとともに、環境マネジメン

トシステムの国際規格であるＩＳＯ１４

００１の認証を維持したことは評価でき

る。 
エネルギー消費原単位の改善について

は、冷暖房の使用期間や設定温度の管理

の徹底等によるエネルギー使用量の抑制

に取り組んだが、東京支局とさいたま支
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が過去５年平均以上となるように取り

組みます。 

さらに、新たに導入、又は更新する機

器については、購入時に効率性の検証を

行ったうえ極力環境負荷の少ない省エ

ネタイプとするなどの取組により、造幣

局全体のエネルギー消費原単位を過去

５年平均以下に抑制するように努める

など、使用光熱水量の削減等に取り組み

ます。 

 

 

○ＩＳＯ１４００１認

証の維持 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○エネルギー消費原単

位（過去５年平均以

下） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等について、省エネ技術の優れたものを導入した。 

 

本支局において、ＩＳＯ１４００１の規定に基づく環境マネジ

メントシステムの下、環境保全活動の継続的改善に係る目標を定

め、その目標達成に向けて取り組んだ。また、環境マネジメントシ

ステムの維持及びその有効性の改善に関する事項について、内部

監査員による内部監査を実施し、さらに、環境マネジメントシステ

ムの適切性・有効性等について検証を行うため、理事長をはじめ役

員及び幹部職員による検証理事会を実施した。以上の活動を経て、

平成２８年１０月から１１月に外部審査登録機関によるＩＳＯ１

４００１の定期審査を受審した結果、環境マネジメントシステム

が適用規格要求事項に継続的に適合し、継続して有効であるとの

判定を受けた。 
 

温室効果ガスの排出抑制のため、夏季及び冬季における省エネ

ルギーの推進について方針を定め（平成２８年４月及び１１月）、

冷暖房の使用期間や設定温度の管理の徹底、クールビズ及びウォ

ームビズによる軽装及び防寒のための重ね着等を励行する等、造

幣局全体のエネルギー消費原単位の改善に取り組んだものの、エ

ネルギー消費原単位は１５６．０ｋｌ原油/千トンとなり、過去５

年の平均値１４９．５ｋｌ原油/千トンと比して４．３％増となっ

た。 
これは、エネルギー消費原単位はエネルギー消費量を生産数量

で除して算出しているところ、平成２８年度における生産数量が

過去５年平均から１．０％増加したことと比べて、エネルギー消費

量については、過去５年平均から５．８％増加したことによるもの

である。 
増加した主な要因としては、新築の建物であるさいたま支局は、

法令により計画的な換気（２４時間常時での換気）が義務付けら

れ、移転前の東京支局とはエネルギーの消費形態に相違等がある

ことが影響している。 
（参考）エネルギー消費原単位の改善状況 

区分 
基準値(過去 5

年の平均値) 

28 年度実

績値 
増減率 

エネルギー消費量 

(kl 原油) 
8,135.05 8,604.72 5.8％増加 

生産数量(トン) 54,578 55,151 1.0％増加 

エネルギー消費原

単位(kl 原油 /千

㌧) 

149.5 156.0 4.3％増加 

局のエネルギー消費形態の相違等の影響

により、目標である過去５年平均以下と

ならなかった。 
廃棄物再利用率については、廃棄物の

資源化に努めた結果、目標である過去５

年の平均値を上回った。 
回収貨幣及び返り材の再利用について

は、再利用に努めた結果、１００％とな

り、目標を達成した。 
以上のことから、環境保全については、

定量的な数値目標のうち、エネルギー消

費原単位の改善について、冷暖房の使用

期間や設定温度の管理の徹底等によるエ

ネルギー使用量の抑制に取り組んだが、

東京支局とさいたま支局のエネルギー消

費形態の相違等の影響により、目標を達

成できなかったが、その他の定量的な数

値目標は達成しており、また、その他の定

性的な取組については、事業計画におけ

る所期の目標を達成していると認められ

ることを踏まえ、「Ｂ」と評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

 エネルギー消費原単位の改善について

は、より一層環境保全と調和のとれた事

業活動が展開できるよう、引き続き、エネ

ルギーの効率的な使用に取り組む。 
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○廃棄物再利用率（過去

５年平均以上） 

 

 

 

 

○回収貨幣の再利用（１

００％） 

○返り材の再利用（１０

０％） 

 

＜評価の視点＞ 

○環境保全計画を策定

し、確実に実施してい

るか。 

○エネルギー消費原単

位の改善状況が目標

を達成できているか。

○廃棄物の再利用率が

目標を達成できてい

るか。 

○回収貨幣及び返り材

の再利用率は１０

０％を維持できてい

るか。 

○環境保全のために必

要な設備の的確な導

入及び導入時におけ

る効率性の検証を行

っているか。 

○ＩＳＯ１４００１の

認証を維持している

か。 

廃棄物の発生を抑制し、再利用による廃棄物の資源化に取り組

んだ。具体的には、廃プラスチック及び廃電化製品の一部、古機

械、シュレッダー紙屑等の売却や廃棄物の分別の徹底に努めた結

果、廃棄物再利用率は４３．１％（東京支局移転に付随するものを

除く）となり、過去５年の平均値４１．８％を上回った。 

 

国から交付された回収貨幣及び製造工程内で発生する返り材

（スクラップ）を、新たに製造する貨幣の材料として１００％再利

用した。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－７ 積立金の使途 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

（政策評価表若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシートの番号を記載） 

 ― 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 
（過去 5年平均等） 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

          

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
年度目標 事業計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

  

該当なし 

 

独立行政法人造幣局法（平成 14 年法

律第 40 号）第１５条第２項に基づき、

前事業年度の終了時において積立金に

係る主務大臣の承認を受ける計画はあ

りません。 

＜その他の指標＞ 

○積立金の使途の状況 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

○適正な積立金の使途

となっているか。 

 

＜主要な業務実績＞  

剰余金の使途については、実績なし。 
平成２８年度末の利益剰余金は２２１.９億円で、そのうち積立

金が１６０．５億円、平成２８年度末の当期未処分利益が６１．３

億円である。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

  ―   

 

 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

特になし。 

 

 



別紙１

項目別調書№Ⅰ-1-(1)　財務大臣の定める製造計画の確実な達成について

表１　財務大臣の定めた平成２８年度の貨幣製造計画並びに平成２７年度及び平成２８年度の製造実績

（単位：千枚）
２７年度
製造計画 製造計画 製造計画

（27年12月変更） （当初） （28年12月変更）
（実績） （実績）

１０００円 記念貨 820 200 350

(210) (60) (60)

11,510 4,200 3,340

１００円
記念貨
クラッド

11,968 0 0

(90) (80) (100)
[30,000] [24,600]
190,000 260,000 295,000
(90) (80) (100)

410,000 450,000 450,000
(90) (80) (100)

40,000 60,000 60,000
(90) (80) (100)

200,000 190,000 190,000
(90) (80) (100)

100,000 30,000 30,000
(90) (80) (100)

53,510 1,000 550

1,017,808 995,400 1,029,240

（注）上段(　)内書はプルーフ貨で内数、[　]内書は選別納品で内数。

表２　（参考）５００円貨、１００円貨及び１０円貨一貫工業の各工程歩留

（単位：％）

５００円貨 溶解 圧延 成形 圧印検査 全体

過去５年 96.8 74.7 69.4

平均値

96.9 74.6 69.5

１００円貨 溶解 圧延 成形 圧印検査 全体

過去５年 96.2 73.6 69.2

平均値

96.9 74.7 68.9

１０円貨 溶解 圧延 成形 圧印検査 全体

過去５年 93.7 73.3 73.7

平均値

96.9 72.4 73.7

２８年度

５００円

貨幣種別

１００円

５０円

５００円

１０円

５円

50.1

１円

計

通常貨

通常貨

通常貨

通常貨

通常貨

記念貨
バイカラー・クラッド

通常貨

48.9

平成２８年度
実績値 50.2

平成２８年度
実績値 51.7

平成２８年度
実績値 49.8

50.6

99.5 49.9

99.6 50.0

99.4 48.7

99.3 49.5

99.1 50.2

99.5 51.4
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項目別調書№Ⅰ-1-(3)　国民に対する情報発信について

表１　ホームページの更新回数内訳

（単位：件）

区　　　分 件　　　数

記念貨幣情報 73

海外貨幣情報 2

販売情報 173

イベント情報 37

研究情報 1

公開情報 84

調達情報 617

その他 170

合　　　　計 1,157

表２　特別展示等の開催実績

（単位：人）

入館者数

(1,058)

1,103

　　　　　　　　

「楽しい貨幣とその仲間たち展」

（旧造幣東京博物館）（注）

特　別　展 日　　　程

(平成28年3月25日～31日)

平成28年4月1日～7日

研究報告

4,111平成29年3月13日～31日

事業計画、業務実績評価、財務諸表

入札情報、落札情報、政府調達状況

表彰、贈呈、博物館特別開館、親子見学会、その他

備　　　　　　　　考

地方自治法施行６０周年記念貨幣、新幹線鉄道開業５０
周年記念貨幣、東京2020オリンピック・パラリンピック
競技大会記念貨幣（リオ2016-東京2020開催引継記
念）、第８回アジア冬季競技大会記念貨幣
（含：打初め式）

ジョージア国立銀行（一般流通貨幣）製造受注
アラブ首長国連邦（記念貨幣）製造受注

貨幣セット､金属工芸品（含：抽選会、お客様との懇談
会）

造幣局フェア、製造貨幣大試験、国際コイン・デザイ
ン・コンペティション、桜の通り抜け、花のまわりみち

（注）　開催期間　平成28年3月25日～4月7日　（　）は外書きで3月25日～31日の入館者数

「スポーツ大会の記念貨幣」

平成28年11月12日～13日 739

（造幣広島展示室）

（造幣博物館）

「世界の貨幣セレクション」 ～世界のいろい
ろなデザインのコインを見てみよう～
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項目別調書№Ⅰ-2-(2)　貨幣の販売について

表１　抽選を行った記念貨幣の申込倍率

記念貨幣名 申込倍率

地方自治法施行６０周年記念千円銀貨幣プルーフ貨幣セット（福島県） 約４倍

地方自治法施行６０周年記念千円銀貨幣プルーフ貨幣セット（東京都） 約５倍

地方自治法施行６０周年記念５百円バイカラー・クラッド貨幣セットプルー
フ単体セット（福島県）

約４倍

地方自治法施行６０周年記念５百円バイカラー・クラッド貨幣セットプルー
フ単体セット（東京都）

約４倍

東京2020オリンピック競技大会記念千円銀貨幣プルーフ貨幣セット（リオ
2016‐東京2020オリンピック競技大会開催引継記念）

約１５倍

東京2020パラリンピック競技大会記念千円銀貨幣プルーフ貨幣セット（リオ
2016‐東京2020パラリンピック競技大会開催引継記念）

約１２倍

第８回アジア冬季競技大会記念千円銀貨幣プルーフ貨幣セット 約７倍

（注）申込倍率については、販売予定数量から海外販売用、展示・広報用等の予定数量を控除した数
量に対する申込数の倍率としている。
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項目別調書№Ⅰ-2-(3)　貴金属の品位証明・地金及び鉱物の分析業務について

表１　貴金属の品位証明業務の積極的な周知の実績

イベント名 期　　　間 主な実施内容

ジュエリー関係者
（日本ジュエリー協会が育成し
ているジュエリーコーディネー
ター）との交流会

平成28年5月19日、6月23日 東京支局工場見学

くらしフェスタ東京２０１６ 平成28年10月7日～8日

パネル展示、
リーフレット配布、
貴金属製品の洗浄、
アンケート

第１６回さいたま市消費生活展 平成28年10月18日

パネル展示、
リーフレットの配布、
貴金属製品の洗浄、
アンケート

大阪府消費者フェア２０１６ 平成28年11月5日
パネル展示、
リーフレットの配布、
アンケート
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項目別調書№Ⅱ-1-(2)　業務の効率化について

表１　競争入札及び随意契約の状況

２４年度実績 ２５年度実績 ２６年度実績 ２７年度実績 ２８年度実績

318件(95.5%) 297件(95.5%) 319件(96.1%) 315件(96.6%) 314件(93.5%)

9,649百万円 9,632百万円 20,346百万円 7,508百万円 9,928百万円

295件(88.6%) 277件(89.1%) 298件(89.8%) 299件(91.7%) 297件(88.4%)

9,285百万円 6,447百万円 17,672百万円 7,197百万円 9,355百万円

企画 23件(6.9%) 20件(6.4%) 21件(6.3%) 16件(4.9%) 17件(5.1%)

競争、公募 364百万円 3,185百万円 2,674百万円 311百万円 573百万円

15件(4.5%) 14件(4.5%) 13件(3.9%) 11件(3.4%) 22件(6.5%)

6,369百万円 555百万円 437百万円 442百万円 2,385百万円

333件(100%) 311件(100%) 332件(100%) 326件(100%) 336件(100%)

16,018百万円 10,188百万円 20,783百万円 7,950百万円 12,312百万円

（注）（　）書は件数割合。随意契約は少額随意契約を除いたもの。

表２　競争性のある契約における一者応札・一者応募の実績

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

318件 297件 319件 315件 314件

9,649百万円 9,632百万円 20,346百万円 7,508百万円 9,928百万円

うち 11件(3.5％) 8件(2.7％) 13件(4.1％) 9件(2.9％) 8件(2.5％)

一者応札 1,277百万円 700百万円 10,030百万円 646百万円 568百万円

うち 21件(6.6％) 19件(6.4％) 17件(5.3％) 14件(4.4％) 15件(4.8％)

一者応募 262百万円 3,178百万円 2,647百万円 299百万円 517百万円

（注）（　）書は競争性のある契約に対する件数割合を示す。

競争性のない随意契約

区分

競争性のある契約

競争入札等

合　計

　　区　分

競争性のある契約



別紙６ 

 

 

 

平成28年度独立行政法人造幣局調達等合理化計画に係る自己評価結果について 

 

 

１．調達の改善等について重点的に取り組む分野 

一者応札・応募については、かねてからその解消に鋭意取り組み、これ以上の競争促進    

は望めない現況となっているが、原則として一者応札・応募となった調達の都度、その原因につい

て他業者に聞き取り調査を行い、また、新規業者の参入可能性の調査については、海外を視野に入

れ、世界造幣局長会議の場において海外メーカーからヒアリングを行うなどの取組を行っている

ところである。 

 

【評価指標】 

調達に当たり、適正な予定価格の作成等による価格合理性の担保がなされているか。契約の

結果は適正に情報公開されているか。 

 

【自己評価結果】 

①  予定価格は最新の市場価格等をもとに適正に作成しており、理事長訓令の定めるところに

より、金額に応じて委任を受けた者の決裁を得てその適正性を審査している。 

②  随意契約及び一者応札・応募案件におけるいわゆる落札率（契約金額÷予定価格）につ

いては概ね９０％から１００％未満の範囲内にあることから、設定した予定価格の範囲内

で、かつ予定価格から大きく乖離していない価格（契約金額）により契約が行われている

ことが確認でき、すなわち価格合理性（契約金額の合理性）の担保がなされていると考え

られる。 

③  契約の結果については、競争入札によったもの及び随意契約によったもの各々について、

契約日の翌日から７２日以内（造幣局契約事務規程に規定された期限。当該規定は、公共

調達の適正化について（平成 18年 8月 25 日 財計第 2017 号）に定めるところに準じて設

けられたもの。）に適正に造幣局ホームページにおいて情報公開をしている。 

 

以上のことから、評価指標を満たしたものと評価できる。 

 

２．調達についてのガバナンスの徹底 

【評価指標】 

プロジェクトチームによる点検件数、理事によるチェック件数、契約審査専門官による審査件

数、点検等の結果を踏まえた契約の見直し件数 

 

【自己評価結果】 

  対象となる案件については、次のとおり点検、チェック等を受けた。 



①   プロジェクトチームによる点検件数 １０件（全件） 

②   理事によるチェック件数 ７件（全件） 

③   契約審査専門官による審査件数 ３４件（全件） 

④   点検等の結果を踏まえた契約の見直し件数 ０件（見直すべき契約がなかったため） 

 

以上のことから、評価指標を満たしたものと評価できる。 

 

３．不祥事の発生の未然防止のための取組 

【評価指標】 

   契約に当たり、関係法令等に定める手続が適正に取られているか。不祥事を未然に防ぐため

の取組がなされているか。 

 

【自己評価結果】 

①  契約手続については、原則として競争入札によること、契約方式の決定、契約の締結及び

予定価格の作成時には各々の権限者の決裁を受けることなど国の会計法令に準拠した造幣

局契約事務規程に定められた手続を遵守している。 

②  不祥事を未然に防ぐため、実務上次の措置を講じた。 

   イ 契約担当職員は、原則として経理課事務室窓口においてのみ業者と接触する。また、当

該窓口以外の場所で業者と接触する必要がある場合は、２名以上の職員をもって対応す

る。 

   ロ 予定価格作成担当職員は、業者との接触は行わない。 

   ハ 作成した予定価格は封筒に入れ、割印（複数名）を押印した状態で密封し、専用の金

庫（暗証番号付き、限定された職員のみ開錠できる。）に開札まで厳重に保管する。 

  なお、当局においては、調達事務を総務部経理課に集中しており、担当課（研究部門な

ど）が独自に調達事務を行う制度となっておらず、そのことに伴う契約の不適切な取扱い

も発生していない。  

③  不祥事等を未然に防ぐため、国家公務員倫理週間に際し、倫理監督官である理事長が課室

長及び企画調整官級職員を対象に講話を行い契約担当職員に係るものを含めた公務員倫理

の周知を行うとともに、利害関係者との間で禁止されている行為等を記載したパンフレット

（国家公務員倫理審査会作成）を配布するなど機会あるごとに不祥事等防止に関する意識の

徹底を図っている。また、契約事務に関する基本的な知識を付与する研修、適正な予定価格

作成に関する知識を付与する研修といった調達事務のスキルアップや関係法令等に関する

知識の付与に係る研修に契約担当職員や予定価格作成担当職員を積極的に参加させるなど

の取組を行っている。 

 

研修参加実績 

 ・契約事務に関する基本的な知識を付与する研修（２名/対象者２名） 

 ・適正な予定価格作成に関する知識を付与する研修（７名/対象者４名） 

  

以上のことから、評価指標を満たしたものと評価できる。 



別紙７

項目別調書№Ⅲ　予算、収支計画及び資金計画の策定、採算性の確保

区　　別 区　　別

貨幣製造事業 その他の事業 法人共通 計 貨幣製造事業 その他の事業 法人共通 計 貨幣製造事業 その他の事業 法人共通 計 貨幣製造事業 その他の事業 法人共通 計

収　　　　　入   収益の部

  業務収入 14,605 10,691 ― 25,295 14,833 12,139 ― 26,972     売上高 16,702 9,899 ― 26,600 17,223 11,248 △0 28,470

  その他の収入 ― ― 7,174 7,174 ― ― 7,174 7,174     営業外収益 96 16 202 314 77 18 205 300

  計 14,605 10,691 7,174 32,469 14,833 12,139 7,174 34,146       宿舎貸付料等 96 16 202 314 77 18 205 300

支　　　　　出     特別利益 ― ― 7,142 7,142 ― ― 7,145 7,145

  業務支出 11,387 9,700 △40 21,047 11,092 10,981 △16 22,057     計 16,798 9,915 7,343 34,056 17,300 11,265 7,349 35,915

    原材料の仕入支出 2,071 2,709 ― 4,780 2,291 2,912 ― 5,203   費用の部

    人件費支出 6,662 1,872 ― 8,534 6,518 2,027 ― 8,546     売上原価 12,635 8,100 ― 20,735 12,628 9,068 △0 21,696

    その他の業務支出 2,654 3,037 △40 5,651 2,283 2,654 △16 4,921     （貨幣販売国庫納付金） 2,082 2,082 3,387 3,387
     貨幣法第10条に基づく
     国庫納付金の支払額 ― 2,082 ― 2,082 ― 3,387 ― 3,387     販売費及び一般管理費 4,042 1,357 ― 5,398 4,182 1,392 ― 5,574

  施設整備費 7,701 1,226 2,097 11,024 7,058 1,124 1,145 9,327     営業外費用 ― ― 1 1 ― ― 33 33

  計 19,088 10,926 2,057 32,071 18,150 12,105 1,129 31,384       固定資産除却損等 ― ― 1 1 ― ― 33 33

    特別損失 ― ― 4,257 4,257 ― ― 2,480 2,480

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。     計 16,677 9,457 4,258 30,392 16,810 10,460 2,512 29,783

      純利益 121 458 3,085 3,664 490 805 4,837 6,132

      総利益 121 458 3,085 3,664 490 805 4,837 6,132

（注１）上記の数字は、消費税を除いた金額です。

（注２）売上高及び売上原価について、財務大臣からの支給地金見込額及び実績額を計上しています。

（注３）「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」により減損が認識された資産については、財務諸表

　　　 に記載しています。　　　

（注４）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。

平成２８年度予算及び決算 平成２８年度収支計画及び実績

（単位：百万円） （単位：百万円）

予算額 決算額 計画額 実績額



項目別調書№Ⅶ-3　施設及び設備に関する計画

区　　別 計画額 実績額

貨幣製造事業 その他の事業 法人共通 計 貨幣製造事業 その他の事業 法人共通 計

資金収入 14,628 10,695 37,613 62,936 15,019 12,419 37,408 64,846 貨幣部門 46 32

  業務活動による収入 14,628 10,695 238 25,562 15,019 12,419 212 27,650 その他部門 20 9

    業務収入 14,605 10,691 ― 25,295 14,997 12,415 ― 27,413 共通部門 6,155 5,148

    その他の収入 24 5 238 267 22 4 212 238 小　計 6,221 5,188

  投資活動による収入 ― ― 35,842 35,842 ― ― 23,561 23,561 貨幣部門 3,875 3,310

  財務活動による収入 ― ― 0 0 ― ― 0 0 その他部門 773 720

  前年度よりの繰越金 ― ― 1,532 1,532 ― ― 13,634 13,634 共通部門 155 118

資金支出 19,065 16,096 27,775 62,936 19,286 15,306 30,255 64,846 小　計 4,803 4,149

  業務活動による支出 11,934 14,961 266 27,161 13,095 14,304 278 27,677 11,024 9,337

    原材料の仕入支出 1,910 2,577 ― 4,487 1,942 2,769 ― 4,711

    人件費支出 6,671 1,928 ― 8,599 6,597 2,062 ― 8,659

    その他の業務支出 3,353 3,365 9 6,727 4,556 2,625 26 7,207
     貨幣法第10条に基づく
     国庫納付金の支払額 ― 7,092 ― 7,092 ― 6,847 ― 6,847
     積立金の処分に係る
     国庫納付金の支払額 ― ― 257 257 ― ― 253 253

  投資活動による支出 7,131 1,135 26,003 34,269 6,190 1,002 8,223 15,415

  財務活動による支出 ― ― 0 0 ― ― 0 0

  翌年度への繰越金 ― ― 1,507 1,507 ― ― 21,754 21,754

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。

　　　

　　　

　　

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致
　　しないことがあります。

区　　分

施設関連

設備関連

合　計

実績額

平成２８年度資金計画及び実績 平成２８年度施設及び設備に関する計画及び実績

（単位：百万円） （単位：百万円）

計画額


